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「土木工事標準積算基準書（山口県運用版）」の適用について 

１．全般 

本積算基準書は、山口県発注の土木工事の積算に適用する。 

また、次の国土交通省積算基準書（以下、国交省積算基準）について、「国土交通省直轄」「地方整備局」と記載

された部分を「山口県」に読み替えて適用する。なお、本積算基準書に記載された事項は、国交省積算基準に優先

する。 

 

・国土交通省 土木工事標準積算基準書（共通編） 令和８年度  

・国土交通省 土木工事標準積算基準書（河川編） 令和８年度  

・国土交通省 土木工事標準積算基準書（道路編） 令和８年度  

・国土交通省 土木工事標準積算基準書（電気通信編） 令和８年度 

・国土交通省 土木工事標準積算基準書（機械編） 令和８年度 

・国土交通省 公園緑地工事標準歩掛 令和８年６月 

・国土交通省 港湾請負工事積算基準（第１部） 令和８年２月 

 

国交省積算基準に記載される施工単価入力基準表等については適用しないこととし、山口県の設計積算システム

に使用するコードは、技術管理課ウェブサイトに掲載する「土木設計積算システムの施工コード一覧表」を参照す

ること。 

（ https://www.pref.yamaguchi.lg.jp/soshiki/127/23452.html ） 

 

２．第Ⅰ編について 

第Ⅰ編の各章について、国交省積算基準を適用するもの及び県独自運用を定めるものは以下のとおりとする。 

  なお、本積算基準書では、県独自運用を定める章のみを掲載する。 

  
国交省積算

基準を適用 
県独自運用 

第１章 総則 〇 〇 

第２章 工事費の積算 〇 〇 

第３章 一般管理費等及び消費税等相当額 〇 － 

第４章 随意契約方式により工事を発注する場合の間接工事費等の調整 － 〇 

第５章 数値基準等 〇 － 

第６章 建設機械運転労務等 〇 － 

第７章 土木請負工事の特許使用料の積算 〇 － 

第８章 時間的制約を受ける公共土木工事の積算 〇 － 

第９章 土木請負工事における現場環境改善費の積算 〇 〇 

第 10 章 工事における工期の延長等に伴う増加費用の積算 〇 － 

第 11 章 施工箇所が点在する工事の積算 － 〇 

第 12 章 １日未満で完了する作業の積算 〇 － 

第 13 章 設計変更 － 〇 

第 14 章 その他 〇 － 

 

 

３．第Ⅱ編以降について 

第Ⅱ編以降について、国交省積算基準を適用することを基本とし、本積算基準書では県独自運用について掲載す

る。 

 



 

 

 

 

第Ⅰ編 総則 
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第１章 総  則 

① 適用範囲等 
１ 適 用 範 囲 

 本土木工事標準積算基準書は，山口県土木建築部の河川工事，砂防工事，ダム工事，道路工事等の土木工事を請

負施工に付する場合における工事費の積算に適用する。 

 ただし，この基準書によることが著しく不適当又は困難であると認められるものについては，適用除外とするこ

とができる。 

 

２ 基 準 の 適 用 

 工事費の積算における基準は，原則として，設計時における最新の基準を適用する。 

 

③ 設計書の作成要領 
１ 全般について 

（１）設計書は、当該年度の執行計画に基づき、常にコスト意識を保持し、効果的・効率的な執行に留意した上で、

十分調査検討して作成する。  

（２）災害査定の査定設計書作成については、「災害復旧事務の手引」「災害査定設計書作成マニュアル」及び砂防課

からの通知文による。  

（３）隣接又は近接した工事現場で、設計担当者間あるいは県工事と市町工事間で単価及び歩掛が相違しないように

する（地理的条件、現場条件が異なる場合を除く）。 

 

２ 設計書の様式 

 山口県土木設計積算システムによる様式を標準とする。ただし、事業主管課で別途定めた場合はこれによる。 

 

３ 積算について 

（１）労務単価 

労務単価は「公共工事設計労務・資材単価表」（以下「県標準単価」という。）による。 

（２）資材単価 

  ア 資材単価は、別紙１「設計計上資材単価決定要領」に従い単価を決定する。 

イ 施工パッケージの基準材料単価の決定方法は（７）による。 

（３）損料単価 

ア 建設機械等損料は令和８年度版建設機械等損料表（一般社団法人  日本建設機械施工協会）の建設機械等損

料算定表又は令和８年度版土木工事標準歩掛参考資料（国土交通省）による。 

イ 建設機械等損料表等にない損料は、見積等により決定した単価を用いる。 

（４）土木工事標準単価及び市場単価 

土木工事標準単価及び市場単価の工種で設定条件が異なる場合は、見積等により単価を決定する。 

（５）歩掛 

  ア 国土交通省発行の土木工事標準積算基準書によることを原則とする。 

イ 土木工事標準積算基準書（山口県運用版）に定めがある場合は、これを優先する。 

ウ 上記ア、イにない場合は、別紙４「見積徴収歩掛決定要領」により歩掛を決定することを原則とする。 

（６）数量の取扱 

ア 数量算出方法 

国土技術政策総合研究所のウェブサイトに掲載されている「令和８年度 土木工事数量算出要領」によるこ

と。 

    URL ： https://www.nilim.go.jp/lab/pbg/theme/theme2/theme_sekisan.htm 

イ 数量、金額の取扱方法 

第Ⅰ編第２章①５による。 
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（７）施工パッケージ 

ア 標準単価（東京 17 区における基準年月【令和７年４月】の標準的な単価） 

国土交通省国土技術政策総合研究所のウェブサイトに掲載されている「標準単価（令和８年４月適用）」に

よる。  

URL：http://www.nilim.go.jp/lab/pbg/theme/theme2/theme_sekop.htm  

イ 積算単価（工事地区、発注時期に応じて標準単価を補正して算出する単価） 

有効数字４桁とし、５桁目以降切り上げとする。 

ウ 基準単価 

国土交通省国土技術政策総合研究所のウェブサイトに掲載されている「代表材料規格等の基準単価作成方法

について（令和８年度４月適用分）」による。 

 

４ 積算基準等の適用基準日について 

 積算基準及び各種単価の適用基準日は原則として下表のとおりとする。 

 

入札種別 適用基準日 

①条件付一般競争入札（事前審査方式（③を除く））  入札公告日 

②条件付一般競争入札（事後審査方式） 入札公告日  入札公告日 

③条件付一般競争入札（事前審査方式）で 

 入札参加者から見積を徴収する場合 

入札参加資格審査結果  

（適合・非適合）通知日 

①②③以外 指名通知日 

  ※積算基準及び各種単価の改定時期については、各々の定めによる。 
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設 計 計 上 資 材 単 価 決 定 要 領 

 

１ 適用 

この要領は、山口県の施行する土木工事等の積算に用いる資材単価の決定に適用する。 

ただし、工事の規模、工種、施工箇所、施工条件及び他の要因により、この要領によりがたい

場合は、事業主管課と協議により別途運用することができるものとする。 

 

２ 用語の定義 

（１）物価資料・・・（一財）建設物価調査会発行の「月刊建設物価（Ｗｅｂ建設物価）」「季       

刊土木コスト情報」並びに（一財）経済調査会発行の「月刊積算資料（積

算資料電子版）」「季刊土木施工単価」をいう。 

（２）特別調査・・・調査機関が行う市場価格調査をいう。 

（３）見積書・・・・メーカー、商社等から見積を徴収したものをいう。 

（４）超大口・・・・基本的に物価資料記載の取引数量（大口）以上の場合をいう。 

 

３ 資材単価の種類 

（１）県標準単価・・・「公共工事設計労務・資材単価表」に掲載している単価をいう。 

（２）物価資料掲載単価・・・２（１）に掲載されている単価をいう。 

（３）特別調査単価・・・資材価格調査が必要な資材について、調査機関にて市場価格調査を 

行い、決定する単価をいう。 

（４）見積単価・・・・・（１）～（３）以外で、２（３）により決定する単価をいう。 

 

４ 資材単価の決定方法（別紙２「資材単価決定フロー」参照） 

資材単価の決定については、以下の方法で行うものとし、単価には消費税等相当分を含まない 

ものとする。 

（１）超大口の場合 

１工事あたりの資材使用量が超大口となる場合は、特別調査により単価を決定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）県標準単価による場合（県標準単価） 

価格の採用にあたっては、「公共工事設計労務・資材単価表」の各資材分類における留意

事項等を確認のうえ採用する。特に、資材の受け渡しに関しては下記に留意すること。 

 １．分類ごとの留意事項等に資材受け渡しに関する特記事項がないものについては、陸

上運搬の現場持ち込み価格である。 

 ２．現場海上渡しの資材を除き、別途資材の海上運搬を伴うものについては、必要に応

じてその費用を加算することができるものとする。 

 

【注意事項】 

・調査機関から特別調査が困難との回答があった場合、見積徴収により単価を定める。 

・１資材の複数規格における数量の合計が超大口に該当する場合は、全ての規格を超大

口単価とする。 

（例）コンクリート 18-12-40 W/C;60%：200m3、21-8-40 W/C;55%：900m3 の場合 

  →合計コンクリート：1,100m3 となり、18-12-40 W/C;60%と 21-8-40 W/C;55 の両方

が超大口単価となる。 

別紙１ 
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（３）物価資料による場合（物価資料掲載単価） 

ア 物価資料掲載単価の採用誌について 

物価資料の採用誌については、以下のフローによるものとする。 

物価資料（１）は優先的に使用する物価資料とし、物価資料（２）は物価資料（１）と

は別のもう一方の物価資料とする。また、採用可能地区はイによるものとする。なお、優

先的に使用する物価資料については、山口県技術管理課のウェブサイトに掲載する。 

URL ： http://www.pref.yamaguchi.lg.jp/cms/a18000/tanka/kouhyou-tanka.html 
 

 
 

イ 物価資料掲載単価の採用可能地区について 

[1] 旧市町村単位の掲載のある資材は、工事箇所の地区を採用する。 

[2] [1]以外の資材の優先順位は次のとおりとする。 

事務所所在地→県内の最寄りの都市 → 中国 → 全国 → 広島 

ただし、コンクリート二次製品については、上記の広島は採用しない。 

なお、事務所所在地→県内の最寄りの都市の発注機関別の選定（優先順位）は、 

別紙３により設定した下表のとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※その他の事務所は、事務所所在地を所管する土木建築事務所と同様。 

[3] 上記以外の地区単価は原則採用せず、見積徴収等により定める。 

発注機関 優先順位 

岩国土木建築事務所 周南 → 山口 → 下関 

柳井土木建築事務所 周南 → 山口 → 下関 

周南土木建築事務所 周南 → 山口 → 下関 

防府土木建築事務所 

（工事箇所が防府市の場合） 
防府 → 山口 → 周南 → 下関 

防府土木建築事務所 

（工事箇所が山口市の場合） 
山口 → 周南 → 下関 

宇部土木建築事務所 宇部 → 山口 → 下関 → 周南 

下関土木建築事務所 下関 → 山口 → 周南 

長門土木建築事務所 長門 → 山口 → 下関 → 周南 

萩土木建築事務所 萩  → 山口 → 周南 → 下関 

無 

採用可能地区の掲載があるか 

無 

採用可能地区の掲載があるか 

有 有 

無 

有 

物価資料（１）に掲載があるか 

物価資料（２）に掲載があるか 

採用 見積徴収 

無 

有 
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ウ 物価資料掲載単価の採用月号 

下表のとおりとする。 

入札公告及び指名通知日 
採用月号 

月刊誌※1 季刊誌※2 

４月１日以降 ３月号 冬号（１月号） 

５月１日以降 ４月号 冬号（１月号） 

６月１日以降 ５月号 冬号（１月号） 

７月１日以降 ６月号 春号（４月号） 

８月１日以降 ７月号 春号（４月号） 

９月１日以降 ８月号 春号（４月号） 

10 月１日以降 ９月号 夏号（７月号） 

11 月１日以降 10 月号 夏号（７月号） 

12 月１日以降 11 月号 夏号（７月号） 

１月 15日以降 12 月号 秋号（10 月号） 

２月１日以降 １月号 秋号（10 月号） 

３月１日以降 ２月号 秋号（10 月号） 

※１ 月刊建設物価（Ｗｅｂ建設物価）、月刊積算資料（積算資料電子版） 

※２ 季刊土木コスト情報、季刊土木施工単価 

エ 「季刊土木コスト情報」「季刊土木施工単価」掲載の土木工事標準単価 

      掲載単価に小数点以下の端数がある場合は端数処理せずに使用すること。ただし、補

正や単位換算のための係数を乗じる場合は５(３)によること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

        

（４）特別調査による場合（特別調査単価） 

ア 次に示す資材単価の決定にあたっては、特別調査により決定することを原則とする。 

（ア）（１）により超大口となる場合。 

（イ）（２）、（３）に掲載がなく１資材の調達金額（資材単価×使用数量）が 500 万円以

上の資材。なお、同一工事の１資材に複数の規格がある場合については，その合

計額で上記判断を行うものとする。 

（ウ）橋梁用ゴム支承（タイプＢ） 

（エ）その他、歩掛表等で特別調査によることが指定されている資材。 

イ 調査依頼の方法 

    発注機関は、特別調査の対象となる資材の仕様、数量を取りまとめ、調査機関へ調査

依頼を行う。なお、調査業務委託の契約事務は、技術管理課にて行うものとする。 

 

 

 

【注意事項】 

・物価資料の掲載価格には、卸売価格～小口価格があるが、原則として卸売価格又は大

口需要者価格を採用する。 

・公表価格として掲載している資材価格は、メーカー等が一般に公表している販売希望

価格であり、実勢価格と異なるため、積算に用いる単価としない。 

・価格の採用にあたっては、記載されている注意事項を確認のうえ採用すること。 

・積算に使用する鉄鋼価格は、設計標準歩掛表又は別途定めのある場合を除き、市中価

格を採用するものとする。 

【注意事項】 

・調査機関から特別調査が困難との回答があった場合、見積徴収により単価を定める。 
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（５）見積書により決定する場合（見積単価） 

ア 見積依頼に当たっての留意事項 

（ア） 原則としてメーカー、商社等３者以上に文書で依頼する。ただし、特殊な資材 

等で単価の見積依頼先が３者未満の場合は、１者又は２者の見積価格を採用するこ 

とができる。 

（イ） 複数の資材を見積依頼する場合は、その資材が個別に機能するか、一体で機能 

するかを確認すること。 

（ウ）依頼文書には、下記の見積条件等を明示する。 

（ａ）施工場所 

（ｂ）有効期限 

（ｃ）資材の特記仕様事項（形状寸法、品質、規格、数量、納入時期）等 

（ｄ）実勢取引価格であること。 

（ｅ）複数の資材を見積依頼する場合、「資材を個別で採用するか、一連で採用するか」 

（ｆ）開示請求があった場合、提出された見積書は山口県情報公開条例に則り開示す

ること。 

（ｇ）消費税を含まないこと。 

（ｈ）提出された見積に不明な点がある場合は、確認を行う場合がある旨。 

（ｉ）提出する見積に有効期限を記載すること。 

イ 徴収した見積の取扱方法 

（ア）徴収した見積の形状・寸法、規格、数量、性能、有効期限などが条件を満たしていな

いものを排除する。 

（イ）上記（ア）の後、徴収した見積の平均値を算出し、±３０％の範囲を外れる単価を異

常値として排除する。 

（ウ）上記（イ）の後、平均値を算出し、その値を採用する。 

        なお、端数処理方法は、円単位とし、円未満は切り捨てる。ただし、円未満を切り捨

てると有効数字が２桁以下となる場合は、有効数字桁数は３桁とし、有効数字桁数よ

り下の桁は切り捨てる。 

     （エ）上記（イ）、（ウ）の計算はそれぞれ１回のみ行う。 

（オ）特殊な資材等で単価の見積依頼先が１社しか無く、その１社の見積単価を採用する

場合は、端数処理は行わない。 

 

（６）１工事で複数の資材を見積徴収する場合の取扱方法 

複数の資材が一体として機能する場合は、複数資材の総価で（５）イと同様の扱いとする 

が、見積徴収にあたっては、事業主管課と協議すること。 

 

 

 

 

 

５ その他留意事項 

（１） 契約に基づく夜間作業の場合で通常の単価と夜間単価が異なる時の資材単価は、原則と

して夜間単価とする。 

（２） 資材単価計上にあたっては、取卸し方法を確認し、運賃の二重計上をしないこと。 

【注意事項】 

・見積は、積算の手間を省略し、違算を防止するため、現場渡し価格とする。また、加工

を含む資材の場合は、原則、加工費を含んだ単価とする。 
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（３） 県標準単価、物価資料掲載単価等に、補正や単位換算のための係数を乗じた単価を計上

する場合は、円単位とし、円未満は切り捨てる。ただし、円未満を切り捨てると有効数字が

２桁以下となる場合は、有効数字桁数は３桁とし、有効数字桁数より下の桁は切り捨てる。 

（４） 積算に使用する単価は消費税抜きの価格とし、消費税込みの価格（有料道路料金・鉄道

料金等）は、消費税率で割り戻して計上すること。なお、端数処理については、５（３）

による。 
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※１ 物価資料等に示す「大口需要家渡し単価の取引数量」を超えることをいう。 

   ※２ 「月刊建設物価（Web 建設物価）」及び「月刊積算資料（積算資料電子版）」を指す。 

   ※３ １つの資材に係る「単価」×「数量」の金額を指す。 

 

 

 

スタート 

 

（５）見積単価を用いる [P 運 1-5] 

 

（２）県標準単価を用いる 

[P運 1-3] 

（３）物価資料掲載単価を用いる 

[P 運 1-4] 

（４）特別調査単価を用いる 

[P 運 1-5] 

Ｙes 

Ｙes 

Ｎo 

Ｎo 

 Ｙes （１）特別調査単価を用いる 

          [P 運 1-3] 
[判定１] 

超大口取引※１か？ 

 

[判定 2] 

労務・資材単価表に 

掲載があるか？ 

 
Ｎo 

[判定 3] 

物価資料※2に採用可能地区の 

掲載があるか？ 

Ｙes 

特

別

調

査

不

能

の

場

合 

 

[判定 4] 

１資材の調達金額※3が 

500 万円以上か？ 

又は橋梁 B タイプ支承か？ 

Ｎo 

資材単価決定フロー 
別紙２ 



【 優 先 順 位 】

事務所所在地→県内の最寄りの都市→中国→全国→広島
    ①　　　　 　　　② 　　　　　 ③　　④　　⑤　　　　　　　　　

【 建 設 物 価 】

広島 岡山 山口 松江 鳥取

広島 岡山 下関 山口 松江 鳥取

広島 岡山 下関 山口・周南 松江 鳥取

周南 防府 山口 宇部 下関 長門 萩

③ 北海道 東北 北陸 関東 中部 近畿 中国 四国 九州 沖縄

④ 全国

全国 北海道 沖縄

⑤ 札幌 仙台 東京 名古屋 大阪 広島 高松 福岡

札幌 仙台 東京 名古屋 大阪 広島 高松 北九州 福岡

採用不可 北海道 関東 中部 近畿 九州

【 積 算 資 料 】

広島 岡山 山口 松江 鳥取

広島 岡山 下関 松江 鳥取

広島 岡山 下関 周南 松江 鳥取

周南 防府 山口 宇部 下関 長門 萩

③ 北海道 東北 関東 北陸 中部 近畿 中国 四国 九州 沖縄

④ 全国

全国 北海道 沖縄

⑤ 札幌 仙台 東京 名古屋 大阪 広島 高松 福岡

札幌 仙台 東京 名古屋 大阪 広島 高松 北九州 福岡

仙台 東京 名古屋 大阪 広島

採用不可 仙台 東京 名古屋 大阪 福岡

※骨材・砕石、舗装用材

※骨材・砕石、舗装用材

※鋼材、型枠材、木材、コンクリート二次製品

※セメント、舗装用材

山口

中国地区

中国地区

山口

中国地区

①or②

①or②

中国地区

採用地区の優先順位と物価資料掲載地区パターン

中国地区

中国地区
※コンクリート二次製品、ガス管

※セメント

別紙３

Ⅰ-1-③-9



Ⅰ-1-③-10 

 

 見積徴収歩掛決定要領 

１ 適用 

この要領は、山口県の施行する土木工事等の積算に用いる見積徴収歩掛の決定に適用する。 

ただし、この要領によりがたい場合は、事前に事業主管課との協議により別途運用することができ

るものとする。 

 

２ 見積依頼にあたっての留意事項 

（１） 見積書の依頼は原則として３者以上に文書で依頼するものとする。ただし、特殊工法等で歩

掛の見積依頼先が３者未満の場合については、１者又は２者の見積歩掛を採用することができ

る。 

（２） 複数の歩掛を見積依頼する場合は、その歩掛が個別に機能するか、一体で機能するかを確認

すること。 

（３） 依頼文書に下記の見積条件等を明示する。 

ア 現場条件、施工条件、施工数量等 

イ 有効期限 

ウ 提出参考様式として、単位数量当りの代価表を添付し、代価表に予め基本的な項目（労務費

及び機械経費等）等を明示する。 

エ 代価表の項目を追加できる旨を明示する。 

オ 複数の歩掛を見積依頼する場合は、歩掛を個別で採用するか、一連で採用するかを明示する。 

カ 開示請求があった場合は、山口県情報公開条例第７条各号に規定する不開示情報に該当する

部分を除き、開示すること。 

キ 採用した歩掛を公表すること。 

ただし、資材単価と歩掛を一体で見積徴収する場合は非公表とするため、明示しなくてよい。 

ク 提出された見積に不明な点がある場合は、確認を行う場合がある旨を明示する。 

ケ 「提出する見積に有効期限を記載すること。」を明示する。 

（４） 入札参加者以外に見積を依頼する場合は、「採用した歩掛を公表し、企業名等は公表しない」

旨を記載したうえで、公表についての「支障の有無」及び「支障有の場合の理由」を確認するこ

と。ただし、資材単価と歩掛を一体で見積徴収する場合は非公表とするため確認しなくてよい。 

（５） 歩掛見積は、原則として、労務費及び機械経費等の見積を徴収する。 

 

３ 徴収した見積の取扱方法 

（１） 単一の歩掛を見積徴収する場合の取扱方法 

ア 徴収した見積の規格、数量、性能、有効期限などが条件を満たしていないものを排除する。 

イ 提出された見積について、県標準単価及び物価資料掲載単価等に掲載のあるものは置き換え、

端数処理が必要な場合は端数処理を行う。 

ウ 材料費が計上された見積書が提出された場合、その材料費は参考として取り扱うこととし、

資材単価は、別紙１「設計計上資材単価決定要領」により定めた単価を採用する。また、その

資材が歩掛と一体として機能する場合は（３）による。 

エ 上記イ、ウの後、総価を算出し、総価の平均値から±３０％の範囲を外れたものを異常値と

して排除する。 

オ 上記エの後、総価の平均値を算出し、その直下となる歩掛を採用する。 

カ 上記エ、オの計算はそれぞれ１回のみ行う。 

（２） 複数の歩掛を見積徴収するが、複数の歩掛が個別に機能する場合の取扱方法 

ア それぞれ単一の歩掛とみなし、（１）と同様に取扱う。 

別紙４ 
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 （３） 複数の歩掛を見積徴収し、複数の歩掛が一体で機能する場合 

ア 徴収した見積の規格、数量、性能、有効期限などが条件を満たしていないものを排除する。 

イ 単価の置き換えについては（１）イ、ウと同様の扱いをする。 

ウ 上記イの後、複数歩掛の総価を算出し、複数歩掛の総価の平均値から±３０％の範囲を外れ

たものを異常値として排除する。 

エ 上記ウの後、複数歩掛の総価の平均値を算出し、その直下となる一連の歩掛を採用する。 

オ 上記ウ、エの計算はそれぞれ１回のみ行う。 

（４） 資材単価と歩掛を一体で見積徴収する場合の取扱方法 

資材単価と歩掛は個別に見積徴収することを原則とするが、発注時に資材の規格等を指定せ

ず、資材の性能･機能を指定する場合など、資材と歩掛が密接な関係にあると判断される場合は、

資材単価と歩掛を一体的に見積徴収することができるものとする。 

例：工場製作を行うポンプの製作･据付工事等 

資材と歩掛が一体で機能する場合の取扱方法は、以下によることとする。 

ア 徴収した見積の規格、数量、性能、有効期限などが条件を満たしていないものを排除する。 

イ 単価の置き換えについては（１）イ、ウと同様の扱いをする。 

ウ 上記イの後、資材単価と歩掛の総価の平均値から±３０％の範囲を外れたものを異常値とし

て排除する。 

エ 上記ウの後、資材単価と歩掛の総価の平均値を算出し、その直下となる資材単価と歩掛を採

用する。設計書には一式で計上する。 

オ 上記ウ、エの計算はそれぞれ１回のみ行う。 

なお、見積の徴収方法、採用方法等については、各事業主管課と協議すること。 

（５） 設計変更に用いる見積の場合 

ア 設計変更時の見積は、受注者１者に工事打合せ簿で依頼し、妥当性を確認したうえで採用す

る。 

イ 監督職員は、内訳書等を複数名で確認するとともに、必要に応じて受注者へのヒアリングを

行うなど、提出された見積の妥当性を確認すること。 

     なお、妥当性確認のための受注者以外への見積依頼は行わないものとする。 

（６） その他 

ア 提出された見積に不明な点がある場合は、当該見積提出者に確認を行うこと。なお、その結

果見積内容に不備があることが判明した場合は、見積提出締切前であれば再提出を受付け、見

積提出締切後であれば、当該見積は採用しないものとする。 

イ 施工費を歩掛ではなく単価として徴収した見積の取扱については、別紙１「設計計上資材単

価決定要領」によるものとする。 

ウ 平均値の直下とは、平均値に一番近い平均値以下の値を指す。（平均値と同じ値の歩掛があ

る場合は、その歩掛を採用する。） 

 

４ 諸雑費の取扱い 

（１） 諸雑費の計上 

見積に諸雑費を計上する必要がある場合は、その計上は認めるが、諸雑費として計上する内

容や、諸雑費の根拠（諸雑費の率及び対象となるもの（労務費,機械経費,材料費等））を明記さ

せること。 

なお、材料費が諸雑費の対象となり、見積書に材料費が記載されている場合の取扱いは、上

記３（４）と同様とする。 
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 （２） 諸雑費による端数処理方法 

ア 諸雑費率を計上するもの 

単位数量当りの代価表の合計金額が、有効数字４桁になるように原則として所定の諸雑費率

以内で端数を計上する。 

イ 端数処理のみの場合 

単位数量当りの代価表の合計金額が、有効数字４桁になるように原則として端数を計上する。 

ウ 港湾請負工事積算基準を適用し見積徴収する場合 

雑材料の計上の有無にかかわらず、単位数量当りの代価表の合計金額を円止め（円未満切捨

て）とする。 

なお、諸雑費として計上された場合も同様とする。 

 

５ その他留意事項 

（１） 業務関係歩掛見積の単価表の合計金額の端数処理について 

ア 設計業務等（港湾測量業務及び港湾土質調査業務を含む） 

原則として、端数処理は行わない（円止め、円未満切捨て）。 

イ 測量業務及び地質調査業務（港湾測量業務及び港湾土質調査業務を除く） 

単位数量当り単価の場合、有効数字４桁（５桁目以降切捨て）とする。 
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５ 工期・供用日数の算定について 

（１）工期の設定 

工期の設定に当たっては、「工期設定支援システム（山口県版）」等を活用して、積上げ法により算定することを

原則とする。 

ただし、直接工事費１億円未満の工事については、標準工期試算式を用いて算定してよいものとするが、過去の

同種・類似工事の実際にかかった工期と比べることにより、工期の妥当性を確認のうえ、使用すること。 

 

  ア 積上げ法 

積上げによる工期（実工期）の算出は、下記による。 

ただし、出水期等の特別な水文気象上の制約及びその他特別な理由により、下記により難い場合は、別途考

慮すること。 

    

余裕期間 準 備 純工期＝施工に必要な実日数＋不稼働日数 後片付け 

総工期＝余裕期間＋準備期間＋純工期＋後片付け期間 

      不稼働日数＝雨休日数 ＋ その他（出水期、現場状況（地形的な特性、地元関係者や関係機関との協議

状況、関連工事等の進捗状況等）） 

※雨休日数：施工に必要な実日数 × 雨休率（α） 

※雨休率：休日（土日、祝日、年末年始休暇及び夏期休暇）と降雨降雪日及び猛暑日日数の年間の発

生率。 

※降雨降雪日は、１日の降雨・降雪量雨が10ｍｍ以上/日の日。 

※猛暑日日数は、年ごとのWBGT値31以上の時間（注１）を日数換算し、平均した値とする。 

（注１）WBGT値31以上の時間の集計は、過去5年間の平日8時～17時を対象とする。 

 

施工に必要な実日数に対する雨休率（α）等（工期設定用＝４週８休） 

地方生活圏 雨休率（α） 
降雨降雪日数 

〔日/年〕 

猛暑日日数 

〔日/年〕 

観測所・地点 

名称 

岩国地方 0.84 32 11 広瀬、岩国、玖珂 

徳山地方 0.78 29 7 下松、柳井 

山口地方 0.81 33 6 山口、徳佐、秋吉台、防府 

下関地方 0.80 32 7 豊田、下関 

萩地方 0.82 33 8 須佐、萩、油谷 

   ※宇部地方に観測所が無いため、山口地方及び下関地方の平均とする。 

   ※夏期休暇（R8.8.13～8.15） 

   ※年末年始休暇（R8.12.29～R9.1.3） 

   ※維持・保守工事においては、施工等を行う該当地方生活圏にて平均値を求め、雨休率として使用するものと

する。  

※点在型工事（複数の地方生活圏で施工を行う工事）においては、主工事（親工事）である地方生活圏の雨休

率を使用することとする。  

※点在型工事以外の工事において、複数の地方生活圏にて施工等を行う場合は、主工種の地方生活圏の雨

休率を使用するものとする。 

 

施工に必要な実日数の算定にあたっては、各作業毎の工事数量を、基準書「第Ⅰ編第 14 章④作業日当り標準作業

量」及び「第Ⅰ編第 14 章⑤市場単価の１日当り標準施工量」に記載されている作業日当り標準作業量で除し、延べ日

数を算出。施工順序やパーティ数も考慮して算出する。なお、設定パーティ数は、１班を基本とする。 

なお、通年行うべき保守（維持）工事等は除く。 
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地方生活圏 観測所・地点名称 位置図 

 

 

なお、雨天、土曜、日曜、祝日、夏期休暇、年末・年始休暇、恒例の休日等に降る雨の降雨率及び猛暑日日数は考

慮してある。また、橋梁上部製作（工場製作）は上表を適用せず恒例の休日による作業不可能日数を考慮し設定する。 

工事抑制期間を設計図書に明示した工事は、工期内の工事抑制期間を除き工期算定を行うこと。（保守工事、維持

工事を除く） 

降雨降雪日、猛暑日日数は、過去５カ年の気象庁及び環境省のデータより算出するものとする。 
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※準備・後片付け最低期間は次のとおりとする。 

準備期間 

工種区分 準備期間 備考 

河川工事 ４０日  

河川・道路構造物工事 ４０日 プレテン桁を含む 

海岸工事 ４０日  

道路改良工事 ４０日  

鋼橋架設工事 ＊＊＊日 ※注１ 

ＰＣ橋工事 ７０日 支承製作を含む※注 2 

橋梁保全工事 ６０日  

舗装工事（新設） ５０日  

舗装工事（修繕） ６０日  

共同溝等工事 ８０日  

トンネル工事 ８０日 トンネル仮設備（プラント等）設置期間は含まない 

砂防・地すべり等工事 ４０日  

道路維持工事 ５０日 通年維持工事は除く 

河川維持工事 ４０日 通年維持工事は除く 

電線共同溝工事 ９０日  

    ※注１ 鋼橋架設工事については、下表の橋梁形式、重量に応じた日数を選択すること。 

重量（ｔ） 

橋梁形式 
Ｗ≦500 500＜Ｗ≦1250 1250＜Ｗ≦2000 

鈑桁等 
112 日 

（照査 22.5 日＋材料手配 90 日） 

157 日 

（照査 45 日＋材料手配 112 日） 

202 日 

（照査 67 日＋材料手配 135 日） 

    鈑桁等・・・一社）日本橋梁建設協会ＨＰでは、「鈑桁（合理化桁含む）」「箱桁（鋼床版含む）」に 

分類されるが全て上記日数と同じ。 

※注２ ＰＣ橋工事 

         支承製作が実作業着手に影響がある場合、影響がない場合のどちらにも適用する。 

         なお、支承製作は水平力分散ゴム支承、免震支承（高減衰ゴム）、機能分離支承を想定しており、鋼製支

承、免震支承（鉛プラグ入り）、その他特殊な支承の場合や、メッキ以外の防錆処理（塗装、金属溶射）を

行う場合は別途考慮する。 

 

後片付け期間 

工種区分 後片付け期間 備考 

河川工事 ２０日  

河川・道路構造物工事 ２０日  

海岸工事 ２０日  

道路改良工事 ２０日  

鋼橋架設工事 ２０日  

ＰＣ橋工事 ２０日  

橋梁保全工事 ２０日  

舗装工事（新設） ２０日  

舗装工事（修繕） ２０日  

共同溝等工事 ２０日  

トンネル工事 ３０日  

砂防・地すべり等工事 ２０日  

道路維持工事 ２０日 通年維持工事は除く 

河川維持工事 ２０日 通年維持工事は除く 

電線共同溝工事 ２０日  
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  イ 標準工期試算式（参考値） 

 

     Ｔ＝Ａ×Ｐb
  

 

Ｔ ： 工期（日）  

Ｐ ： 直接工事費（円） 

Ａ、b ： 係数（下表による） 

 

工種 A b  工種 A b 

河川工事 5.44 0.2130  電線共同溝工事 0.08 0.4562 

河川・道路構造物工事 0.40 0.3619  橋梁保全工事 1.47 0.2931 

海岸工事 13.85 0.1603  道路維持工事 9.08 0.1917 

道路改良工事 2.53 0.2602  河川維持工事 159.03 0.0365 

鋼橋架設工事 1.11 0.3198  共同溝等工事（２） 16.72 0.1623 

ＰＣ橋工事 0.49 0.3510  トンネル工事 1.36 0.3047 

舗装工事 0.75 0.3197  下水道工事（１） 0.07 0.4595 

舗装工事（新設） 1.68 0.2771  下水道工事（２） 3.02 0.2516 

舗装工事（修繕） 0.43 0.3497  下水道工事（３） 1.51 0.2994 

砂防・地すべり等工事 2.60 0.2602  下水道工事（４） 1.25 0.2888 

公園工事 7.99 0.1916     

（出典：直轄土木工事における適正な工期設定指針（令和８年３月）国土交通省 大臣官房技術調査課） 

 

  ウ 余裕期間 

工事完成時期に余裕が見込まれる場合は、受注者が技術者や技能労働者、資機材等の確保に必要となる期間

を考慮して、余裕を持った工期設定を行うものとする。なお、この場合、施工条件書にその旨を明示する。 

 

（２）供用日当りで計上する仮設材賃料・器材損料及び建設機械賃料等の積算 

供用日当りで計上する仮設材賃料・器材損料及び建設機械賃料等の積算にあたっては、下記によるものとする。 

 

供用日数＝施工に必要な実日数 ＋ 不稼働日数 

 

施工に必要な実日数に対する雨休率（α）等（供用日数算定用＝４週８休） 

地方生活圏 雨休率（α） 
降雨降雪日数 

〔日/年〕 

猛暑日日数 

〔日/年〕 

観測所・地点 

名称 

岩国地方 0.84 32 11 広瀬、岩国、玖珂 

徳山地方 0.78 29 7 下松、柳井 

山口地方 0.81 33 6 山口、徳佐、秋吉台、防府 

下関地方 0.80 32 7 豊田、下関 

萩地方 0.82 33 8 須佐、萩、油谷 

   ※宇部地方に観測所が無いため、山口地方及び下関地方の平均とする。 

   ※複数の地方生活圏で施工を行う工事等の雨休率設定については、Ⅰ-1-①-1 参照。 
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６ 建設機械等賃料積算基準の扱いについて 

（１）長期の賃貸に係る割引が設定されている機種の賃料に係る賃料の補正については、次の方法により行うものと

する。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）自走式クレーンを夜間作業（22時から翌朝５時まで）で使用する場合の夜間割増率（α）は３０％とし、以下

の算式により補正するものとする。 

基準賃料＝「１日あたり作業料金」×運転日数×（１＋夜間割増の補正値） 

夜間割増の補正値＝０．３×夜間作業時間／８ 

   なお、夜間割増はトラッククレーン、ラフテレーンクレーン、クローラクレーンに適用し、その他の機械には

適用しない。 

 

（３）トラッククレーン、ホイールクレーンの回送費 

自走式クレーンの運搬費のうち、トラッククレーン及びホイールクレーンの自走による回送が片道30㎞を超える

場合は、次式により算定し、別途計上するものとする。 

回送費（片道）＝市場価格×回送日数 

ただし、回送日数は、次の表による。 

 

回送距離（片道） 30km 超 54km 未満 54km 以上 70km 未満 70km 超 84km 未満 

回送日数 0.1 0.2 0.3 
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７ 建設用仮設材賃料積算基準の運用について 

（１）適用区分による賃料の補正 

供用日数（または月数）の長短による賃料に係る市場単価の適用区分が変わることによって賃料計上額（１現場

あたり修理費及び損耗費または１現場あたり整備費等を除く。）が当該日数（または月数）の増加に比例せず減少

する場合がある。従って、減少する時点までの供用日数（または月数）における賃料計上額（１現場あたり修理

費及び損耗費または１現場あたり整備費等を除く。）は、その減少する時点における賃料計上額（１現場あたり修

理費及び損耗費または１現場あたり整備費等を除く。）を上限とし、下記の方法により減額補正する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）賃料計上限度額 

仮設材の賃料計上限度額（１現場あたり修理費及び損耗費または１現場あたり整備費等を含む。）は、当該仮設

材において施工業者が入手可能な購入価格の90％を上限とする。 

 

（３）作業区分による修理費及び損耗費の取扱い 

鋼矢板、Ｈ形鋼の１現場あたりの修理費及び損耗費の取扱いは「第Ⅱ編第５章仮設工①仮設工」を参照すること。 

Ｈ形鋼（鋼製山留材）、覆工板、山留主部材等の副部材の１現場あたりの修理費及び損耗費の取扱いは「第Ⅱ編第５章

仮設工⑤仮設材設置撤去工」を参照すること。 

 

（４）スクラップ長未満の仮設材が発生した場合の取扱い 

現場条件により、スクラップ長未満に切断する場合は、不足分弁償金として次式により算出する。 

 

不足分弁償金＝（スクラップ長未満の製品重量）×（不足分弁償金に係る市場価格×90％） 

 

（５）簡易な整備作業について 

建設用仮設材賃料積算基準（平成 18 年３月 27 日付け国総施第 182 号）の第３の２項の中の「簡易な整備作業」とは、機

材の入・出庫検収作業や簡易な整備作業を含んだもので、機材使用の有無や期間の長短にかかわらず、賃貸取引市場

において全部材について初回時に支払う費用にかかる作業である。 

 

（６）建設用仮設材に係る付属金属について 

建設用仮設材の積算にあたっては、建設用仮設材賃料積算基準（平成 18 年３月 27 日付け国総施第 182 号）の第３の

積算方法により算定するほか、建設用仮設材に係る付属金属について必要数量を勘案し別途積算するものとする。 

 

（７）組立ハウスの積算について 

建設用仮設材賃料積算基準（平成 18 年３月 27 日付け国総施第 182 号）の第３の積算方法によらず賃貸取引実態を考

慮し、別途積算するものとする。 
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第２章 工事費の積算 

① 直接工事費 

１．材 料 費 

材料費は，工事を施工するために必要な材料の費用とし，その算定は次の(1)及び(2)によるものとする。 
(１) 数 量 

数量は，標準使用量に運搬，貯蔵及び施工中の損失量を実状に即して加算するものとする。 
(２) 価 格 

価格は，原則として，設計時における市場価格とし，消費税等相当額は含まないものとする。設計書に計上

する材料の単位当りの価格を設計単価といい，設計単価は，物価資料等を参考とし，買入価格，買入れに要す

る費用及び購入場所から現場までの運賃の合計額とするものとする。 
当初の支給品の価格決定については，官側において購入した資材を支給する場合，現場発生資材を官側にお

いて保管し再使用品として支給する場合とも，設計時における市場価格又は類似品価格とする。 

 

２．歩 掛 

歩掛は，工事を施工するために必要な機械・労務・材料に係る費用とし，その算定は土木工事標準歩掛及び物価

資料によるものとする。 

土木工事標準歩掛にない歩掛や物価資料にない単価については，特別調査又は見積りの取得により歩掛の構成を

決定する。 

見積りの場合は，原則として３社以上から徴収し，歩掛の決定方法は，平均直下の歩掛を採用する。 

ただし，変更積算時は施工者より見積りを徴収し，妥当性を確認した上で採用する。 

なお，単価等については「１．材料費」，「３．労務費」及び「４．直接経費」によるものとする。 

 

５．諸雑費及び端数処理 

(１) 諸雑費 
１) 諸雑費の定義 

当該作業で必要な労務，機械損料及び材料等でその金額が全体の費用に比べて著しく小さい場合に，積算

の合理化及び端数処理を兼ねて一括計上する。 
２) 代価表 

(イ) 代価表(歩掛表に諸雑費率があるもの) 
単位数量当りの代価表の合計金額が，有効数字４桁になるように原則として所定の諸雑費率以内で端数

を計上する。 
(ロ) 代価表(歩掛表に諸雑費率がなく，端数処理のみの場合) 

単位数量当りの代価表の合計金額が，有効数字４桁になるように原則として端数を計上する。 
(ハ) 金額は「諸雑費」の名称で計上する。 
(ニ) 港湾請負工事積算基準を適用し代価表を作成する場合 
   歩掛に雑材料の率が示されていない場合は，原則として代価表総額の0.5％を計上し，単位数量当りの

代価表の合計金額を円止め（円未満切捨て）とする。なお，市場単価は，雑材料の対象としない。  
歩掛に雑材料の項目がない場合は，雑材料を計上せず，単位数量当りの代価表の合計金額を円止め（円

未満切捨て）とする。 
３)  内訳書 

諸雑費は計上しない。 
(２) 端数処理 
１) 内訳書及び代価表の各構成要素の数量×単価＝金額は１円未満を切捨てし，１円までとする。 
２) 歩掛における計算結果の端数処理については，各々に定めのある場合を除き，小数第４位を四捨五入し，第

３位とする。 
３) 共通仮設費の率計上の金額は，1,000円未満を切捨てし，1,000円単位とする。 
４) 現場管理費の金額は，1,000円未満を切捨てし，1,000円単位とする。 
５) 機械設備工事における端数処理は、土木工事標準積算基準書（機械編）による。 
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６) 電気（電気通信）工事における技術者間接費，機器管理費の金額は，1,000円未満を切捨てし，1,000円単位

とする。 
７) 工事価格は，1,000円単位とする。工事価格の1,000円単位での調整は，一般管理費等で行うものとし，「第

Ⅰ編第３章一般管理費等及び消費税等相当額①一般管理費等」で算出された一般管理費等の計算額より，端

数処理前の工事価格の1,000円未満の金額を除いた額を計上する。  
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② 間接工事費 

 

２． 共 通 仮 設 費 

(１) 工種区分 
国交省積算基準による。 

なお、砂防工事の工種区分は、以下のとおりとする。（昭和 59 年７月 16 日付け監理第587 号） 

１) ダム工（本堤工、前庭保護工、間詰工、取付護岸工等）は「砂防、地すべり等工事」の工種区分を適用す

る。 
２) 流路工（護岸工、床固工、帯工等）は「河川工事」の工種区分を適用する。 

(２) 算定方法 
国交省積算基準による。 

なお、その他の取扱いは、以下のとおりとする。 
１) 「大型遊具」の製品価格は、共通仮設費の対象外とする。なお、詳細は平成 11 年１月６日付け監理第 1145

号を参照すること。 

２) 「ＰＣコンポ橋のＰＣ板」の製品価格は、ＰＣ桁と同様に共通仮設費の対象外とする。 

 

２－２ 運搬費 

国交省積算基準による。 

なお、その他の運搬に要する費用は以下のとおりとする。 

１) 建設機械器具の運搬等に要する費用 

鋼管杭等の杭打機及び軟弱地盤処理工の攪拌機の運搬において試験杭（施工）を実施する場合は、工程・

作業手順を考慮の上、試験杭打（施工）時と本杭打（施工）時の２回計上することができる。 

２) 重建設機械分解・組立・輸送費 

(イ) 基準書標準歩掛は、分解組立費用の外にトラック及びトレーラによる運搬費（往復）、賃料・損料費（自

走による本体の賃料・損料、賃料適用機械の運搬中本体賃料、賃料適用機械の分解・組立時本体賃料）

の全てを含んでいる。よって、運搬基地から現場までの運送距離を算出する必要はない。 

(ロ) 歩掛の規格を外れる機械の分解・組立及び輸送費は、別途見積により対応すること。 

３) 重量20t以上の建設機械の現場内小運搬 

特殊な現場条件により、分解組立を伴い公道等を輸送せざるを得ない場合については、分解組立費用のみ

別途計上し、輸送費については共通仮設費率内であり、別途計上は行わない。 

４) リース器材の運搬 

仮設材（鋼矢板、Ｈ型鋼、覆工板、敷鉄板等）の運搬費は下記によることを標準とする。 

ア １工事の仮設材の使用量が 50t 未満の場合、仮設材が所在すると推定される場所から工事現場まで

の距離により積算する。 

ただし、所在を推定することが困難な場合は、県庁又は市役所から工事現場までの距離により積算

する。  

イ 仮設材の使用量が１工事当り 50t 以上の工事では大手リース業者基地（東広島市、安芸高田市）よ

り現場までの距離により積算する。この場合、基地から現場までの距離が短い方を採用する。 

ウ 仮設材を大量に使用する場合（１工事 1,000ｔ以上）は実情を調査し、別途考慮することができる。 

エ 副部材Ａの運搬基地は主部材にあわすものとする。 

なお、副部材Ｂについての運搬費は計上しないものとする。 

５) 建設機械運搬費 

質量 20ｔ以上の建設機械の運搬費を計上する場合の運搬距離は、建設機械の所在が推定される場所から工

事現場までの距離とする。 

ただし、所在を推定することが困難な場合は、県庁又は市役所から工事現場までの距離とする。 
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（参考）大手リース業者基地 

会社名 工場名 主要地点（道路上） 
工場からの距離 

（km） 

ジェコス(株) 中国工場 

広島県安芸高田市甲田町 

高宮分れ交差点                                                                                                                             

（一般国道 54 号 52.0km） 

7.0  

太洋ヒロセ(株)  八本松工場  
東広島市八本松西 7 丁目 3 番 2 号                                                                                                                             

（一般国道 2 号 310km 地点） 
0.0  

太洋ヒロセ(株) 西条工場 
東広島市西条町御薗宇交差点                                                              

（一般国道 2 号 299.3km 地点） 
4.1  

(株)エムオーテック 広島工場 
広島県安芸高田市八千代町勝田三差路                                              

（一般国道 54 号 35.3km 地点） 
11.5  
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２－３ 準備費 

国交省積算基準による。 

なお、伐開及び伐採に要する費用は次のとおりとする。 

１)  伐開、伐採の定義について 

伐開とは、雑木や小さな樹木・竹などの除去でブルドーザ、レーキドーザあるいはバックホウ等で作業

を行うものとし、共通仮設費率に含む。 

伐採とは、樹木をチェンソー等により切り倒す作業で、準備費として別途費用を計上すること。 

なお、伐採における作業費及び集積・積込費の見積は、歩掛として徴収すること。 

 

項目 作業費 
集積・積込費 

（現場内小運搬含む） 
運搬費 処分費 

伐開 ○ ○ ● ● 

伐採 ● ● ● ● 

除根 ○ ○ ● ● 

除草 ○ ○ ● ● 

○：率分 

●：積上 

 

２－６ 役務費 

国交省積算基準による。 

なお、借地料は土地の借上げを必要とする場合に計上するものとし，借地単価は次式により算定する。 

(イ) 宅地・宅地見込地及び農地 Ａ＝Ｂ×0.06÷12 

(ロ) 林地及びその他の土地 Ａ＝Ｂ×0.05÷12 

Ａ：借地単価（円／㎡／月） Ｂ：土地価格（円／㎡） 

※上記算定式は，山口県の施行する公共事業に伴う損失補償基準第 24 条，同運用に係わる場合に適

用する。 

※年間損失率 

  宅地、宅地見込地及び農地……………地価の６％／年 

  林地及びその他の土地………………… 〃 ５％／年 

※地価は用地担当課とも十分打合せて決定すること。 
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４． そ の 他 

(１) 工場製作関係工種の材料費 

工場製作関係工種の対象となる項目については、材料費（製作費含む）として積算する。  

なお、材料費（製作含む）は、通常の資材と同様に、別紙１「設計計上資材単価決定要領」により単価の決定

を行う。  

また、工場製作関係工種は、下記による。 

工場製作関係工種 対象となる項目 

オープンケーソン工 刃口金物製作加工 

ニューマチックケーソン工 刃口金物製作加工 

床版補強工（鋼板接着工法） 鋼板製作 

床版補強工（増桁架設工法） 桁製作 

遮音壁設置工 支柱製作 

ＰＣ橋片持架設工 鋼製型枠製作工 

鋼スノーシェッド工 スノーシェッド製作 

鋼管矢板基礎工 スノーシェッド製作 

鋼板巻立工（エポキシ樹脂構造） 鋼板製作工 

鋼板巻立工（無収縮モルタル構造） 鋼板製作工 

鋼橋製作工 スタッドジベル 

桁連結工 桁連結装置製作 

落橋防止装置工 鋼製ブラケット 

  ※特殊な構造・仕様の場合は、工場製作単価の決定について、事業主管課に確認すること。 

  ※間接工事費の項目別対象表は下記のとおりとする。 

  間接工事費等 共通仮設費 現場管理費 一般管理費等 

対象額 

項目 

対象額 直接工事費＋共通仮設費 

＝純工事費 

純工事費＋現場管理費 

＝工事原価 

工場製作関係工種の 

材料費（製作含む） 
× × 〇 

〇対象とする   ×対象としない 

 

(２) 処分費等の間接工事費の積算 

処分費等の積算は以下のとおりとする。  

なお、処分費等とは、処分費（再資源化施設の受入費を含む）、上下水道料金、有料道路利用料の総称であり、

取扱いについては「第Ⅰ編第２章②間接工事費２．共通仮設費」による。 

１) 「直接工事費」 に計上する場合 

表－１ 処分費等の取扱い（直接工事費） 

名称 処分費等の取扱いの対象 共通仮設費率分計算対象 特殊集計区分「9」への該当 

処分費 ○ ○ ○ 

上下水道料金 ○ ○ ○ 

有料道路利用料 ○ ○ ○ 
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２) 「共通仮設費」に計上する場合 

表－２ 処分費等の取扱い（共通仮設費） 

名称 処分費等の取扱いの対象 共通仮設費率分計算対象 特殊集計区分「9」への該当 

処分費 

（準備費積上げ） 
○ ○ ○ 

上下水道料金 × × × 

有料道路利用料 × × × 

    ※処分費を共通仮設費に積上げ計上する場合は、必ず準備費に計上すること。 

 

(３) 間接工事費の積算例【積算例１～３】 

複数箇所の工事を１本の設計書として発注する場合、間接工事費の積算は以下のとおりとする。 

１) 施工箇所が点在する工事の場合 … 諸経費調整機能を使用して積算 

詳細は、「第Ⅰ編 第 11 章 施工箇所が点在する工事の積算」、平成 26 年９月 12 日付け平 26 技術管理第 514

号「施工箇所が点在する工事の積算について」及び平成 30 年 11 月 15 日付け平 30 技術管理第 516 号「施工箇

所が点在する工事の積算について（補足説明）」を参照すること。 

２) １）以外の場合 … 合冊機能を使用して積算 

① 共通仮設費、現場管理費及び一般管理費については、工事全体で算出する。 

（複数の設計書の合計額から諸経費率を算出し、それぞれの設計書の諸経費対象額に乗じて求める。）  

② 共通仮設費対象額は、工事全体で算出したものを按分する。 

 

 



Ａ地区 Ｂ地区

工種区分：道路改良 工種区分：道路改良

9,876,543 3,456,789 13,333,332

9,576,543 3,356,789 12,933,332

300,000 100,000 400,000

9,876,543 3,456,789 13,333,332

9,872,839 3,456,789 13,329,628

12.18% 12.78% 算定：地区毎

1,202,000 441,000 1,643,000

1,202,000 441,000 1,643,000

11,078,543 3,897,789 14,976,332

11,074,839 3,897,789 14,972,628

32.77% 33.69% 算定：地区毎

3,629,000 1,313,000 4,942,000

3,629,000 1,313,000 4,942,000

14,707,543 5,210,789 19,918,332

14,703,839 5,210,789 19,914,628

19.43% 19.43% 19.43% 算定：工事全体

2,856,576 1,012,127 3,869,411

5,881 2,084 7,965 算定：地区毎

2,862,457 1,014,211 3,876,668

17,570,000 6,225,000 23,795,000

1,757,000 622,500 2,379,500

19,327,000 6,847,500 26,174,500

Ａ地区 Ｂ地区 計

300,000 100,000 400,000

9,876,543 3,456,789 13,333,332

296,296 103,703 399,999 算定：地区毎

3,704 0 3,704 算定：地区毎

【積算例１】　一般管理費等のみを調整する場合（諸経費調整機能）

地区名

合計

【対象額の考え方】

工事原価

　一般管理費等対象額

　一般管理費等率

　一般管理費等（率分）

　契約保証費（金銭保証0.04％）

一般管理費等計

工事価格

消費税等相当額（10％）

工事費

現揚管理費計

※ 共通仮設費、現場管理費、工事価格については、「1,000 円単位」とする。

　処分費

　直接工事費

　直接工事費の３％

　率計算対象外

本工事費

　○○工

　処分費等

直接工事費

　共通仮設費対象額

　共通仮設費率

　共通仮設費(率分）

共通仮設費計

純工事費

　現場管理費対象額

　現場管理費率

　現揚管理費
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a箇所(X1000) b箇所(X6000)

工種区分：河川 工種区分：河川

6,209,555 3,654,333 9,863,888

5,555,555 3,333,333 8,888,888

654,000 321,000 975,000

6,209,555 3,654,333 9,863,888

5,754,047 3,430,757 9,184,804

11.56% 11.56% 11.56% 算定：工事全体

665,000 396,000 1,061,000

665,000 396,000 1,061,000

6,874,555 4,050,333 10,924,888

6,419,047 3,826,757 10,245,804

40.02% 40.02% 40.02% 算定：工事全体

2,568,000 1,531,000 4,099,000

2,568,000 1,531,000 4,099,000

9,442,555 5,581,333 15,023,888

8,987,047 5,357,757 14,344,804

20.21% 20.21% 20.21% 算定：工事全体

1,815,851 1,082,524 2,899,084

3,594 2,143 5,737 算定：箇所毎

1,819,445 1,084,667 2,904,112

11,262,000 6,666,000 17,928,000

1,126,200 666,600 1,792,800

12,388,200 7,332,600 19,720,800

a箇所(X1000) b箇所(X6000) 計

654,000 321,000 975,000

6,209,555 3,654,333 9,863,888

295,916 算定：工事全体

679,084 算定：工事全体

455,508 223,576 679,084 算定：箇所毎

5,754,047 3,430,757 9,184,804 算定：箇所毎

　率計算対象外

　率計算対象外按分
　（対象外*処分費(AorB)/処分費(A+B)

　率対象額

【対象額の考え方】

消費税等相当額（10％）

工事費

　処分費

　直接工事費

　直接工事費の３％

※ 共通仮設費、現場管理費、工事価格については、「1,000 円単位」とする。

工事価格

純工事費

　現場管理費対象額

　現場管理費率

　現揚管理費

現揚管理費計

工事原価

　一般管理費等対象額

　一般管理費等率

　一般管理費等（率分）

　契約保証費（金銭保証0.04％）

一般管理費等計

共通仮設費計

【積算例２】　全ての経費を調整する場合（合冊設計書）

Ｃ地区

合計

本工事費

　○○工

　処分費等

直接工事費

　共通仮設費対象額

　共通仮設費率

　共通仮設費(率分）
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Ｄ地区（舗装工事）

a箇所(X1000) b箇所(X6000) d箇所(X1000)

工種区分：河川 工種区分：河川 工種区分：河川 ※主たる工種区分は，
　工事全体で判断する。

6,209,555 3,654,333 9,863,888 3,677,789 13,541,677

5,555,555 3,333,333 8,888,888 3,356,789 12,245,677

654,000 321,000 975,000 321,000 1,296,000

6,209,555 3,654,333 9,863,888 3,677,789 13,541,677

5,754,047 3,430,757 9,184,804 3,467,122 12,651,926

11.56% 11.56% 11.56% 12.53% 算定：地区毎

665,000 396,000 1,061,000 434,000 1,495,000

665,000 396,000 1,061,000 434,000 1,495,000

6,874,555 4,050,333 10,924,888 4,111,789 15,036,677

6,419,047 3,826,757 10,245,804 3,901,122 14,146,926

40.02% 40.02% 40.02% 43.43% 算定：地区毎

2,568,000 1,531,000 4,099,000 1,694,000 5,793,000

2,568,000 1,531,000 4,099,000 1,694,000 5,793,000

9,442,555 5,581,333 15,023,888 5,805,789 20,829,677

8,987,047 5,357,757 14,344,804 5,595,122 19,939,926

19.42% 19.42% 19.42% 19.42% 算定：工事全体

1,744,851 1,039,524 2,785,760 1,085,973 3,871,733

3,594 2,143 5,737 2,238 7,975 算定：箇所毎

1,748,445 1,041,667 2,790,112 1,088,211 3,878,323

11,191,000 6,623,000 17,814,000 6,894,000 24,708,000

1,119,100 662,300 1,781,400 689,400 2,470,800

12,310,100 7,285,300 19,595,400 7,583,400 27,178,800

a箇所(X1000) b箇所(X6000) 小計 d箇所(X1000)

654,000 321,000 975,000 321,000

6,209,555 3,654,333 9,863,888 3,677,789

295,916 110,333 算定：地区毎

679,084 210,667 算定：地区毎

455,508 223,576 679,084 算定：箇所毎

5,754,047 3,430,757 9,184,804 3,467,122 算定：箇所毎

【積算例３】　全ての経費を調整する工事に、一般管理費等のみの調整を加える場合（合冊設計書＋諸経費調整機能）

　直接工事費の３％

　率計算対象外

　率計算対象外按分
　（対象外*処分費(aorb)/処分費(a+b)

　現場管理費率

　現揚管理費

現揚管理費計

工事原価

共通仮設費計

Ｃ地区（護岸工事）

小計 （a+b）

本工事費

　○○工

　処分費等

合計 （Ｃ＋Ｄ）

直接工事費

　共通仮設費対象額

　共通仮設費率

　共通仮設費(率分）

消費税等相当額（10％）

　一般管理費等対象額

　一般管理費等率

　一般管理費等（率分）

　契約保証費（金銭保証0.04％）

一般管理費等計

工事価格

　率対象額

　処分費

　直接工事費

純工事費

　現場管理費対象額

※ 共通仮設費、現場管理費、工事価格については、「1,000 円単位」とする。

工事費

【対象額の考え方】
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第４章 随意契約方式により工事を発注する場合の間接工事費等の 

調整 
 

① 諸経費調整の取扱いについて 
 

平成 29年 11月 28日付け平 29技術管理第 494号「諸経費調整取扱要領の改正について」による。 

 



 

第９章 土木請負工事における現場環境改善費の

積算 
 

 国交省積算基準による。 

 なお、運用については、「土木系工事における現場環境改善費の実施要領」を参照。 
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第 11 章 施工箇所が点在する工事の積算 
 

① 施工箇所が点在する工事の積算について 

 

施工箇所が点在する工事については，建設機械を複数箇所に運搬する費用や複数箇所の交通規制等がそれぞれの箇

所で発生するなど，積算額と実際かかる費用に乖離があるため，共通仮設費，現場管理費を箇所ごとに算出する積算

とする。 

 

１．対 象 工 事 

施工箇所が複数あり，施工箇所が１ｋｍ程度を超えて点在する工事を対象とする。 

なお，通年維持工事等，当初契約において工事場所を範囲で指定する工事は除く。 

ただし，これにより難い場合は個別に考慮できる。 

 

２．工事箇所の設定方法及び積算方法 

(1) 施工規模の大きい箇所を「親設計書」とし，その他の施工箇所を「子設計書」と分類する。 

(2) 主たる工種区分は，工事全体で判断する（施工箇所毎に主たる工種区分を設定しない）。 

(3) 直接工事費の施工規模等の入力条件は，施工箇所毎の数量から選択する。 

(4) 労務費，材料費等単価の地区設定は，施工箇所毎に設定する。 

(5) 共通仮設費及び現場管理費については，施工箇所毎に算出した合計額とする。 

(6) 共通仮設費率及び現場環境改善費率，現場管理費率の補正については，施工箇所毎に設定する。積上げ項目

のうち，施工箇所毎に分割できない場合は，直接工事費の最も大きい施工箇所に計上する。 

(7) 一般管理費等率の算定は、工事全体で判断し、算定した率を各々の設計書の一般管理費等対象額に乗じて計

算する。 

(8) 業務委託料は，「親設計書」に計上する。 

＋

＋

＋

①A
（②A＋③A+④A）

⑤B

⑨C

⑬D

＋

＋

＋

②A

⑥B

⑩C

⑭D

＋

＋

＋

③A

⑦B

⑪C

⑮D

＋

＋

＋

④A

⑧B

⑫C

⑯D

＋

＋

＋

⑬D

②A

⑥B

⑩C

③A

⑦B

⑪C

④A

⑧B

⑫C

＜通常の積算＞ ＜施工箇所ごとの積算＞

親 子１ 子２

＜施工箇所点在用積算＞

親 子１ 子２

直接工事費

共通仮設費

現場管理費

一般管理費等

共通仮設費の算定

現場管理費の算定

一般管理費等の算定

⑤B：①Aを対象額で算出

⑨C：（①A＋⑤B）を対象額で算出

⑬D：（①A＋⑤B＋⑨C）を対象額で算出

⑥B：②Aを対象額で算出
⑦B：③Aを対象額で算出
⑧B：④Aを対象額で算出

⑩C：（②A＋⑥B）を対象額で算出
⑪C：（③A＋⑦B）を対象額で算出
⑫C：（④A＋⑧B）を対象額で算出

⑭D：（②A＋⑥B＋⑩C）を対象額で算出
⑮D：（③A＋⑦B＋⑪C）を対象額で算出
⑯D：（④A＋⑧B＋⑫C）を対象額で算出

⑥B＋⑦B＋⑧Bとする

⑩C＋⑪C＋⑫Cとする

⑬D：（①A＋⑤B＋⑨C）を対象額で算出

図２－１ 施工箇所が点在する場合の積算イメージ 

⑰D 

⑰D：（①A+⑥B+⑦B+⑧B 

   +⑩C+⑪C+⑫C）を対象額で算出 
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３．設計変更について 

(1) 「親設計書」及び「子設計書」それぞれに対して，変更作業を行う。 

(2) 新規工種の追加は，施工箇所毎に判断する。 

(3) 設計変更において，新たに施工箇所を追加することができる。 

＋

＋

＋

直接工事費

共通仮設費

現場管理費

一般管理費等

＜施工箇所点在用変更積算＞

新規箇所(A：子３)が追加になった場合

親 子１ 子２ 子３

A

B

C

⑬D’

②A’

⑥B’

⑩C’

③A’

⑦B’

⑪C’

④A’ 

⑧B’ 

⑫C’ 

＋

＋

＋

①A’
(②A’＋③A’+④A’）＋A

⑤B’

⑨C’

⑬D’

＜通常の変更積算＞

新規箇所(A)が追加となった場合

一般管理費等の算定 ⑬D’：（①A’＋⑤B’＋⑨C’）を対象額で算出⑬D’：（①A’＋⑤B’＋⑨C’）を対象額で算出

共通仮設費の算定 ⑤B’：①A’を対象額で算出 ⑥B’：②A’を対象額で算出
⑦B’：③A’を対象額で算出
⑧B’：④A’を対象額で算出

B ： A を対象額で算出
⑥B’＋⑦B’＋⑧B’＋Bとする

現場管理費の算定 ⑨C’：（①A’＋⑤B’）を対象額で算出 ⑩C’：（②A’＋⑥B’）を対象額で算出
⑪C’：（③A’＋⑦B’）を対象額で算出
⑫C’：（④A’＋⑧B’）を対象額で算出

C ：（ A ＋ B ）を対象額で算出
⑩C’＋⑪C’＋⑫C’＋Cとする

 

図３－１ 施工箇所が点在する場合の変更積算イメージ 

※積算のイメージ 

従 来： （Ａ地区直接工事費＋Ｂ地区直接工事費＋Ｃ地区直接工事費）×間接費率 

本運用： （Ａ地区（施工箇所ａ）直接工事費×間接費率） 

＋（Ｂ地区（施工箇所ｂ）直接工事費×間接費率） 

＋（Ｃ地区（施工箇所ｃ）直接工事費×間接費率） 

※一般管理費等は通常どおり 

⑰D’ 

⑰D’：（①A+⑥B’+⑦B’+⑧B’+B 

   +⑩C’+⑪C’+⑫C’+C）を対象額で算出 
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第 13章 設計変更 
 

１ 工種区分について 

（１）数量の増減等により主たる工種が変わっても当初設計の工種とする。（第Ⅰ編第２章②２） 

 

２ 設計変更における材料単価の取扱いについて 

（１）工事増量の場合は、旧単価（当初設計時点単価）により積算するものとする。 

（２）工事減量の場合は、その減量分に対する旧単価（当初設計時点単価）により積算するものとする。 

（３）当初契約工種において、当初契約材料の規格・寸法のみが変更となった場合は旧単価（当初設計時点単価）で

積算する。 

（４）賃金水準又は物価水準の変動により請負代金の額が不適当と認められる場合は、受発注者の協議により別途考

慮する。（全体スライド、単品スライド、インフレスライド等）（契約約款第25条） 

 

３ 請負代金額の変更について 

請負工事の設計変更は、官積算により、次の方法で行うものとする。  

（１）設計額 

設計変更の際、元設計及び変更設計の種別、細別等の金額は全て官積算額とする。  

（２）設計変更の要領 

設計変更の積算は、次の方法により行う。 

   

  第１回変更請負額 

工 事 価 格  
＝ 

請 負 額  
× 第１回変更官積算工事価格 

（落札率を乗じた額） 当 初 官 積 算 額 

第１回変更請負額 ＝ 
工 事 価 格 

× （１＋消費税率） 
（落札率を乗じた額） 

 

  第２回変更請負額 

工 事 価 格 
＝ 

請 負 額 
× 第２回変更官積算工事価格 

（落札率を乗じた額） 当 初 官 積 算 額 

第２回変更請負額 ＝ 
工 事 価 格 

× （１＋消費税率） 
（落札率を乗じた額） 

 

  第３回変更請負額 

工 事 価 格 
＝ 

請 負 額 
× 第３回変更官積算工事価格 

（落札率を乗じた額） 当 初 官 積 算 額 

第３回変更請負額 ＝ 
工 事 価 格 

× （１＋消費税率） 
（落札率を乗じた額） 

 

  （注）１）変更官積算とは、官単位、官経費をもとに当初官積算と同一方法により積算する。 

     ２）請負額、官積算額は消費税相当額を含んだ額とする。 

     ３）消費税率＝消費税率（国税）＋地方消費税率とする。 

     ４）工事価格（落札率を乗じた額）は、1000 円単位とし、1000 円未満は切り捨てる。 

 

【例】当初官積算額105,000千円  請負額102,900千円 

第１回変更官積算工事価格115,000千円 

工 事 価 格 
＝ 

102,900 
× 115,000千円 ＝ 112,700千円 

（落札率を乗じた額） 105,000 
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第１回変更請負額 ＝ 112,700千円 × （１＋0.10）＝ 123,970千円 

第２回変更官積算工事価格105,000千円 第１回変更請負額123,970千円 

工 事 価 格 
＝ 

123,970 
× 105,000千円 ＝ 102,900千円 

（落札率を乗じた額） 115,000×（１＋0.10） 

第１回変更請負額 ＝ 102,900千円 × （１＋0.10） ＝ 113,190千円 

第３回変更官積算工事価格110,000千円 第２回変更請負額113,190千円 

工 事 価 格 
＝ 

113,190 
× 110,000千円 ＝ 107,800千円 

（落札率を乗じた額） 105,000×（１＋0.10） 

第３回変更請負額 ＝ 107,800千円 × （１＋0.10） ＝ 118,580千円 

 



 

 

 

 

第Ⅱ編 共通工 

 

 



第１章  土工 

① 土量変化率等

１ 土量の変化率について

土木工事標準積算基準書（共通編）の土量変化率を標準とするが、土質試験或いは現場実績によ

り数値の明確なものは、その値を用いるものとする。

　 施工途中において土量の変化率に変化があり、設計を変更するのが適当と認められる場合は、適正な

資料により改定することができる。

　転石、玉石混り土砂の変化率の決定にあたっては、転石 C=1.0 として平均変化率を算出するものと

する。

　岩砕と土砂を流用する工事にあっては変化率の補正を行うものとする。  

　

② 機械土工（土砂）

１ ブルドーザ作業のマスカーブについて

ブルドーザ作業歩掛は運搬距離が６０ｍ以下の場合は、全て一律として設定しているためブルドーザのマ

スカーブによる距離算出は不要である。

２ 数量算出要領の土工に対する運用 

（１） 自立式土留工の床掘適用歩掛

区 分 掘 削 機 械 現場条件 

Ａ領域 バックホウ 障害なし 

Ｂ領域 
クラムシェル（テレスコ） 障害なし 

クラムシェル（テレスコ）＋小型バックホウ 障害有り 

（注）１ 土留工の規模等によりＡ領域でバックホウが使用できない場合は、別途区分し、

クラムシェル（テレスコ）を適用する。 

（２） 切梁式土留工の床掘適用歩掛

区 分 掘 削 機 械 現場条件 

Ａ領域 バックホウ 障害なし 

Ｂ領域 バックホウ 障害有り 

Ｃ領域 クラムシェル（テレスコ）＋小型バックホウ 障害有り 

Ｄ領域 クラムシェル（油圧ロープ）＋小型バックホウ 障害有り 

（注）１ 土留工の規模等によりＡ、Ｂ領域でバックホウが使用できない場合は、別途区分し、

クラムシェル（テレスコ）を適用する。
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３ 床掘について 

（１）床掘勾配について 

床掘勾配については、数量算出要領によるが、現地の状況等により標準によりがたい場合は、労働安

全衛生規則等検討し決定すること。特に切土部に設けるブロック積み、もたれ擁壁等については、山の

状態をよく把握し決定すること。 

（２）床掘余裕幅について 

床掘余裕幅については、数量算出要領による。 

（３）床掘（溝掘）の機種選定

バックホウ（山積 1.4m3（平積 1.0m3）） ･････････ 掘削積込と同時施工（施工基面より上（数量算出要

領「B’」部））で、合計土量が 50,000m3以上となる場合

バックホウ（山積 0.8m3（平積 0.6m3）） ･････････ 標準 

バックホウ（山積 0.45m3（平積 0.35m3）） ･･･････ 平均掘削巾が１ｍ以上２ｍ未満の場合 

（1m≦ (W１＋W2)／2 ＜ 2m） 

バックホウ（山積 0.28m3（平積 0.2m3））  ････････ 平均掘削巾が１ｍ未満の場合 

（(W１＋W2)／2 ＜ 1m） 

掘削上幅　W１

下幅　W2

バックホウ
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４ ダンプトラックの運搬作業について 

運搬日数におけるDID区間有・無の適用区分については、DID区間を通っていれば、DID区間延長の大小

にかかわらず「DID区間有」を適用する。

なお、DID区間は以下の総務省統計局ウェブサイトを参照すること。 

・総務省統計局ウェブサイト

https://www.stat.go.jp/data/chiri/map/index_2.htm

【参考】環境省　環境アセスメントデータベース」（EADAS）

https://eadas.env.go.jp
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５ 掘削及び積込機種と運搬機種の組合せについて 

（１）掘削及び積込機種と運搬機種の組合せについては、下表を標準とする。 

掘削及び積込機種と運搬機種の標準組合せ 

運 搬 

掘削及び積込 

車 道 幅 員 

3.0ｍ以上 2.5ｍ以上 

ダンプトラック規格 

10ｔ積 4ｔ積 2ｔ積 

50,000m3 以上 

バックホウ規格 

山積 1.4m3(平積 1.0m3) ◎ × × 

標準 山積 0.8m3(平積 0.6m3) ◎ × × 

平均掘削幅

2m 未満の場合 
山積 0.45m3(平積 0.35m3) ◎ × × 

大型重機の搬入

が不可能な場合 

山積 0.28m3(平積 0.2m3) × 
○ 

注１） 
× 

山積 0.13m3(平積 0.1m3) × × 
○ 

注１） 

重機での作業が

不可能な場合 
人力 人  力 × × ◎ 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◎：適用 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○：適用（注意あり）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　×：不適 

注１) 工事用道路の設置による標準機種の組合せの可否を検討すること。 

現場条件が上表に該当すれば、施工土量が小規模土工の適用範囲を越える場合においても適用でき

るものとする。 

６ 埋戻しについて 

（１）構造物の埋戻しにセレクト材としてクラッシャーランを使用する場合の材料割増は，２０％を標準と
する。

（２）河川内の工事で低水路部分（護岸、橋脚等）の埋戻しの内，締固めは原則として計上しないもの
とする。

③ 安定処理工

当工法は、舗装構成上求められる強度を満たす一工法であるため，他工法との経済比較を行うこと。

１）置換工法（採取土又は購入土）

２）安定処理工法

※粉じん対策に配慮すべき場合等、発塵抑制型の固化材を使用する地盤改良工事については、移動型土

質改良用機械などの新技術を比較検討の対象とした上で、工法等を決定すること。
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第２章 共通工 

① 法面工 
１ 盛土法面整形工 

(1)盛土法面整形工で、削り取り整形を実施する場合は、土工(盛土)で完成断面までの数量を計上する。 

また、築立(土羽)整形を実施する場合は、土工(盛土)で完成断面までの数量を総括表に計上するが、土羽土

部分は無単価とし、代価表の構成には計上しない。(土羽土部分は築立整形に含まれる。)  

(2)築立(土羽)厚さは 30cm を標準とする。 

 

 

２ 法面工（工法群指定） 

(1)切土法面の緑化について、発注時は原則として工法群を指定して発注することとし、工法群は、切土法面の

緑化工法群選定表により決定することとする。 

(2)工法群を指定して発注する場合は、２種類の工法（吹付工法（客土吹付工、植生基材吹付工）、ネット・マッ

ト系工法）を比較し、安価となる工法により設計積算を行う。 

(3)法面工（工法群指定）における施工規模加算率は、表－1 のとおりとする。 

(4)詳細は、令和７年６月 18 日付け令７技術管理第 244 号の１「「法面緑化工事の取扱いについて」の一部改定

について（通知）」による。 
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３ 法枠工 

(1) 伸縮目地の施工について 

法枠工の伸縮目地の設置位置については、以下を標準とする。 

ア 吹付コンクリート法枠工（法面防災等） 

原則として「横梁部」に設置する。［タイプⅡ］ 

ただし、工事区間の端部（年度区間）は、［タイプⅠ］とする。 

なお、凹凸の多い法面などの伸縮目地としての効果が期待できない場合は、目地を設けない。 

イ 現場打ちコンクリート法枠工（護岸施設等） 

原則として「縦梁部」に設置する。［タイプⅠ］ 

ウ プレキャストコンクリート法枠工 

［タイプⅠ］ 

 

参考図 

 



④ 骨材再生工（自走式）

１ 適用範囲

工事等で発生したコンクリート殻を破砕し、骨材再生として再利用する場合に適用する。「建設副産物適

正処理推進要綱」に基づき、適切に取り扱うものとする。 

骨材の品質確認のため、修正 CBR 試験・骨材のふるい分け試験・粗骨材のすり減り試験等を行う場

合は、仕様書に試験項目及び試験基準を明記し、その試験費用を技術管理費に計上すること。 

　 なお、使用する場合は、平成24年(2012年)10月25日付け平24技術管理第390号の1「公共工事における

建設廃棄物に係る個別指定制度の運用について（通知）」によること。 

⑤ 函渠工

１ 設計本体コンクリート数量に含まれない付属物の積算

⑥ コンクリート見切工

⑥―１ 場所打擁壁工（１）による。

見切工標準断面図 

0
.3

0
0
.2

0

0
.5

0

0.25

0.15

1 : 0.2

1 : N

② 場所打擁壁工
１ 設計本体コンクリート数量に含まれない付属物の積算

(１) コンクリート　第Ⅱ編第４章①コンクリート工による

（２）型枠 第Ⅱ編第４章②型枠工による 

（３）その他 　その他必要に応じ基準書により積み上げる 

③ かご工

１ 蛇籠工

(１) 鉄線蛇籠工

ア 頂部の巻込み及び先端垂れは２ｄ及び３ｄ以上を標準とする。（※下記の図参照）

イ 止杭は松丸太末口９ｃｍ、長さ１.５ｍを標準とする。

ｄ３ｄ以上

２ｄ以上

（１）コンクリート 　第Ⅱ編第４章①コンクリート工による

（２）型枠 　　　　　第Ⅱ編第４章②型枠工による

（３）その他 　　　　その他必要に応じ基準書により積み上げる
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⑦ 境界柱・境界鋲設置工

１ 境界柱設置工

（１） 公、民有地の筆界を矢印が示すようにして公有地に設置する。

（２） 「山口県」の刻字は、民地にむける。

（３） 境界柱の基礎はコンクリートで巻き堅固に設置する。

（４） 境界柱の地上露出部は、頂部から３０ｃｍ程度を標準とし、土地利用に支障のないように配慮

する。

（５） 設置する箇所は、取得した土地の筆界点とする。直線部にあっては概ね２０ｍごとに1箇所を原

則とする。

山口県

山口県 山口県

山口県

Ⅱ-8



(１) 公、民有地の筆界を矢印が示すようにして公有地に設置する。

(２) 境界柱の地上露出部は、頂部から３ｃｍ程度を標準とし、土地利用に支障のないように配慮す

る。

(３) 設置する箇所は、取得した土地の筆界点（屈曲点）とする。直線部にあっては概ね２０ｍごとに 

1箇所を原則とする。

山口県

山口県 山口県

山口県
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２ 境界鋲設置工 

（１） 公、民有地の筆界を矢印が示すようにして公有地に設置する。

（２） 鋲 2 本をコンクリート面に打込み、金属標は接着剤で強く接着する。

（３） 設置する箇所は、取得した土地の筆界点とする。直線部にあっては概ね２０ｍごとに 1 箇所を原則

とする。

山口県

山口県 山口県

山口県
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⑧ 環境配慮ブロック工

１ 適用範囲

 河川護岸工事（災害復旧工事、道台兼用護岸を含む）の実施に適用する。なお、施工高さ５ ｍ以内のブ

ロック積工を対象とする。 

２ 施工歩掛 

　　　各種ブロックの積算に使用する歩掛は、「環境に配慮した河川用コンクリートブロックの取扱方針」による

　　こと。

３ ブロック単価 

　　　ブロック単価については、最新の「環境配慮ブロック単価表」を使用すること。

４ その他 

　　　詳細な取扱については、「環境に配慮した河川用コンクリートブロックの取扱方針」によること。

⑨ 産業廃棄物等の運搬に係る単価

「公共工事設計労務・資材単価表」に掲載している産業廃棄物等の運搬に係る単価（　TUY00001

～TUY00160 )の適用条件および単価表は以下のとおりである。 

１ 適用条件

「公共工事設計労務・資材単価表」における「各資材分類における留意事項等」によること。

２ 単価表

産業廃棄物等運搬・処分（複合）　1㎥当り単価表

施工歩掛コード SY000200 

名 称 規 格 単位 数 量 摘 要 

㎥ TUY00001～TUY00140 

〃 SA091 

運 搬 費

処 分 費

なお、草（一般廃棄物）の運搬費（TUY00141～TUY00160）は施工歩掛コードを採番していない。

（木くず（伐採木、伐採竹、伐根）、廃プラスチック、コンクリート殻（無筋、鉄筋）の運搬・処分費）
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⑩ 岩掘削（人力）、人力積込（岩（アスファルト塊、コンクリート

塊を含む））、岩運搬（人力積込）に係る歩掛 
 

１ 岩掘削（人力） 

（１）岩掘削（人力）の施工歩掛 

施工コード SY000300 

表 1 岩掘削（人力）施工歩掛 

      （10m3 当り）                           

名称 規格 単位 

土質区分 

軟岩 

（Ⅰ） 

軟岩 

（Ⅱ） 
中硬岩 硬岩 

特殊作業員  人 2.80 3.70 6.40 10.30 

普通作業員  人 1.40 2.00 3.20 5.20 

空気圧縮機

損料 

可搬式・エンジン駆動・スク

リュ型（超低騒音型） 

排出ガス対策型（第２次基準） 

吐出量5.0～5.1m3/min 吐出

圧力 0.7Mpa 

供用日 0.80 1.25 2.00 3.30 

さく岩機損

料 

コンクリートブレーカ 20kg

級 
供用日 3.20 4.30 7.70 12.50 

軽油  ℓ 14.40 22.00 28.80 46.80 

諸雑費率  ％ 1 2 2 2 

（注）1.機械施工が困難で現場制約のある場合に適用する。 

2.施工に必要な全ての機械・労務・材料費（損料等）を含む。  

3.人力により片切掘削及び床掘りした岩を距離 3ｍ程度までの範囲で投棄し、掘削面

の法面整形までを含むが、積込作業は含まない。  

4.掘削土量は地山土量とする。 

5.盛土等に流用するための小割りに破砕が再度必要となった場合の小割に要する費

用は含んでいない。  

6.諸雑費は、コンクリートブレーカ用チゼルの損耗費等の費用であり、労務費の合計

金額に上表の率を乗じた金額を上限として計上する。 

7.機械損料は 15欄とする。 
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２ 人力積込（岩（アスファルト塊、コンクリート塊を含む）） 

（１）人力積込（岩（アスファルト塊、コンクリート塊を含む））の施工歩掛 

施工コード SY000302 

表 2 人力積込施工歩掛 

（10m3 当り） 

名称 規格 単位 

土質等区分 

軟岩 中硬岩 硬岩 
アスファ

ルト塊 

コンクリー

ト塊 

普通作業員  人 2.00 2.20 2.30 2.20 2.20 

（注）1.上表は、仮置きされた岩（アスファルト塊、コンクリート塊を含む）を人力により

直接積込むまでの作業に必要な全ての労務・材料費（損料等を含む）を含む。 

2.土量は地山土量とする。 

 

３ 岩運搬（人力積込）の施工歩掛 

（１）日当り運搬量 

 

表 3 日当り運搬量（軟岩） 

積込機種・規格 人力 軟岩 

運搬機種・規格 ダンプトラック 2t 積級 

運搬距離（km） 10 以下 20 以下 30 以下 40 以下 50 以下 60 以下 

日当り運搬量（m3） 4.50 3.30 2.60 2.30 1.80 1.69 

 

表 4 日当り運搬量（硬岩） 

積込機種・規格 人力 硬岩 

運搬機種・規格 ダンプトラック 2t 積級 

運搬距離（km） 10 以下 20 以下 30 以下 40 以下 50 以下 60 以下 

日当り運搬量（m3） 4.35 2.87 2.30 1.84 1.80 1.60 

（注）1.現場狭小のために機械搬入が不可で現場制約のある場合に適用する。 

2.運搬距離は片道の距離とし、往路と復路が異なる場合は、平均値の距離とする。 

   3.運搬機械は 2t 車相当で適用する。 

4.DID（人口集中地区）を問わず適用できる。  

5.有料道路は利用しないものとする。  

6.運搬機械におけるタイヤの損耗及び修理にかかる費用を含むものとする。  

7.タイヤ損耗の「良好」、「普通」、「不良」にかかわらず適用出来るものとする。  

8.運搬土量は地山の土量とする。  

9.ダンプトラック運搬 10m3 当り単価表は、掘削工における軟岩・硬岩の運搬の他、
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運搬機械におけるタイヤの損耗費及び修理に掛かる費用等、その施工に必要なす

べての機械・労務・材料費（損料等）を含む。 

10.機械損料は 15 欄とする。 

 

（２）ダンプトラック岩運搬単価表 

施工コード SY000301 

表 5 ダンプトラック岩運搬（人力積込）10m3 当り単価表 

名称 規格 単位 数量 摘要 

ダンプトラ

ック運転 

ダンプトラック[オンロード・ディーゼ

ル]・2t積級・(タイヤ損耗費及び補修

費(良好)を含む) 

日 10/D 
表 2 

表 3 

諸雑費  式 1  

計     

（注）D：日当り運搬量（m3/日） 

 

（３）機械運転単価表 

施工コード SY000310 

表 6 ダンプトラック 1 日当り機械運転単価表 

名称 規格 単位 数量 摘要 

運転手（一般）  人 1.00  

燃料費 軽油 パトロール軽油 ℓ 22.4  

機械損料 

ダンプトラック[オンロード・ディ

ーゼル]・2t積級・(タイヤ損耗費

及び補修費(良好)を含む) 

供用日 1.00  

諸雑費  式 1  

計     

 



第３章 基礎工 

① 杭打工の運用

１ 杭打基礎

（１） 試験杭の長さは「設計長＋１～２ｍ」とする。

　

（２） 輸送回数は工程、施工条件及び現場条件等勘案して必要回数計上できる。

（３） 杭打後、図示された柱状図と大幅に差異を生じた場合には、積算との関連もあるのでよく検討し設計

２ 鋼管杭 

（１）設計積算上使用する鋼管杭の仕様については、日本産業規格鋼管ぐい（JIS A5525）によるものとする。

なお、この規格において、鋼ぐいの寸法は、ミリラウンド寸法及びインチ系列のミリ換算寸法の両系列の

ものがあるが、ミリラウンド寸法の規格があるものは、ミリラウンド寸法を用いるものとする。 

また、打撃工法に用いる鋼管杭の板厚についてはＪＩＳ規格を基に下表の範囲から決定することを標準と

しているが、その場合、板厚の決定は１㎜単位で行うこと。 

施工時に杭体に偏打等による座屈が生じる恐れのない中掘り杭工法に用いる鋼管杭の板厚は、鋼管

の取扱い性や運搬性を考慮し、ｔ/D（板厚と鋼管径の比）が１％以上かつ９mm 以上とする。 

ただし、板厚９、12、14、16、19、22、25㎜以外の中間サイズについては、工事発注規模を各板厚毎に

総質量が 50ｔ以上を想定しているので、これにより難い場合は別途事業主管課と協議すること。 

道路橋示方書Ⅳ下部構造編　10.10.1 

表－解 10.10.1 打撃工法に用いる鋼管杭の径と板厚の範囲 

呼び径（mm） 板厚の範囲（mm） 

400 9～12 

500 9～14 

600～800 9～16 

900～1100 12～19 

1200～1400 14～22 

1500～1600 16～25 

1800～2000 19～25 

（２）基準長さは試験杭の結果により決定する。 

（３）変更設計では杭長は小数以下１位とする。

（４）切断された鋼管杭はスクラップ扱いとし、杭１本当り単価表でスクラップを計上してよい。 

ただし、当初設計での杭長は 0.5ｍ単位とし、スクラップは計上しない。 

（５）不等厚管は工場溶接するものとしその施工費は物価資料の不等溶接エキストラを計上する。 

（６）寸法（外径・肉厚・長さ）エキストラが必要な鋼管杭は物価資料の寸法エキストラを計上する。 

（７）必要により、地域別エキストラを計上する。 

３ 場所打杭工（全回転式オールケーシング工） 

（１）掘削土の処理については、一度仮置をするところまでが標準歩掛に含まれているため、搬出に当たっ

ては、積込費を別途計上すること。
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（２）杭頭処理で発生するコンクリート殻は、次式により求めること。 

４ 場所打杭工（大口径ボーリングマシン工、ダウンザホールハンマ工） 

傾斜地等における仮設足場の計上について 

傾斜地等で仮設足場が必要な場合は、別途計上することとなっているため、現場条件に応じた仮設足

場（作業構台、単管足場等）を設計し、適用範囲を満足する歩掛（適用範囲を外れるものは別途見積等

で対応）で積算すること。 

Ｑ＝π／４×Ｄ２×Ｌ
Ｑ：杭頭処理取壊コンクリート量・・・・・（ｍ３/本）
Ｄ：設計杭径・・・・・・・・・・・・・・（ｍ）
Ｌ：設計杭頭処理延長・・・・・・・・・・（ｍ）
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第４章 コンクリート工 

① コンクリート工

１　設計基準強度に対する呼び強度表
　設計基準強度に対する生コンクリート使用の場合の呼び強度及び使用箇所は下表を標準とする。なお、下表は標準規格で
あるため、実施にあたっては関係基準や施工性等を踏まえて、規格を決定すること。

粗骨材 セメン

最　大 ト の

標準品 特注品 寸　法 種　類

(N/mm2) (N/mm2) (N/mm2) (N/mm2) (mm) (cm) (%以下) (kg/m3以上) (%)

18 － 18 －
20
又は
25

18 60 － 4.5±1.5 高炉B

18 － 18 － 40 5 60 － 4.5±1.5 高炉B

18 － 18 － 40 15 60 270 4.5±1.5 高炉B

24 24/3 24 －
20
又は
25

15 55 － 4.5±1.5 高炉B

24 24/3 － 30
20
又は
25

18 55 350 4.5±1.5 高炉B

24 24/3 24 －
20
又は
25

12 55 － 4.5±1.5 早強

24 24/3 24 －
20
又は
25

12 55 230 4.5±1.5 普通

早強

普通

36 36/3 36 －
20
又は
25

12 55 300 4.5±1.5 早強

40 40/3 40 －
20
又は
25

12 55 300 4.5±1.5 早強

（注） １) 橋台翼壁の呼び強度は１橋台当り１０ｍ３以下の場合は本体（重力式、Ｌ型等）と同一の強度としてよい。

２) セメントの種類は、普通：普通ポルトランドセメント、高炉Ｂ：高炉セメントＢ種、早強：早強ポルトランドセメント

３) 橋梁下部工、基礎工、函渠及びＬ型、逆Ｔ型、扶壁式擁壁、その他鉄筋構造物に使用するコンクリートは、設計基準強度に見合った呼び強度を選定する。

４) 深礎杭の許容応力度は、240/3×0.9とする。

５) 橋梁において、塩害の影響を考慮する場合は、表1.1を標準とする。

６) 膨張剤入りを標準とする。

７） 平成19年9月21日付け平19技術管理第829号の1「土木コンクリート構造物の設計基準強度及び呼び強度について（通知）」及び

平成29年9月14日付け平29技術管理第388号の1「現場打ち鉄筋コンクリート構造物におけるスランプ値の設定等について（通知）」参照

12 55 300 4.5±1.5

○プレテンション桁橋桁（JISA5373-
2010)の各床版、横桁
○ポストテンション桁の各床版、横桁

○場所打ポステン桁（固定支保工架
設）

○ポストテンション桁の主桁
○ポストテンションブロック桁
○場所打ポステン桁（張出架設）

○場所打杭（リバース、ベノト、アースド
リル）
○井筒基礎の底版

○トンネル（NATM・覆工CO）

○トンネル、アーチカルバート等の吹上
施工部（但し鉄筋構造）

○井筒、潜函基礎　（注）　３）

○プレテンション軽荷重スラブ橋桁
（JISA5373-2010)の中埋部
○非合成桁床版
○RCのスラブ桁、ホロー桁

30 30/3 30 －
20
又は
25

24 24/3 24 －
20
又は
25

12 55 －

4.5±1.5 高炉B

○重力式、半重力式の擁壁・橋台・橋
脚・胸壁
○ブロック擁壁の胴込、裏込、基礎
○管渠
○防音壁の基礎（但し無筋構造）
○側溝、桝（但し無筋構造）
○法枠中埋、法張コンクリート
○根固ブロック
○均しコンクリート
○海岸構造物及び消波ブロック
○その他無筋構造物
○トンネル（NATM・インバート）

○砂防ダム

○潜函基礎の底版

4.5±1.5 高炉B

○橋台、橋脚（鉄筋構造物）
○深礎杭
○擁壁（鉄筋構造物）
○函渠、共同溝
○樋門、樋管、サイホン
○地覆、壁高欄
○その他鉄筋構造物

使用箇所

18 － 18 － 40 8 60 －

呼び強度
単位セメント量 空気量

設計基準
強度

許容
応力度

スランプ
水セメント

比

○プレテンションスラブ橋桁
（JISA5373-2010)の中埋部

○ポストテンション方式合成桁橋（コ
ンポ橋の床版場所打ち部）
○鋼・コンクリート合成床版（（注）６）
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　橋梁において塩害の影響を考慮する場合における設計基準強度に対する呼び強度表
粗骨材 セメン

最　大 ト の

標準品 特注品 寸　法 種　類

(N/mm2) (N/mm2) (N/mm2) (N/mm2) (mm) (cm) (%以下) (kg/m3以上) (%)

24 24/3 24 －
20
又は
25

12 50 － 4.5±1.5 高炉B

24 24/3 24 －
20
又は
25

12 50 230 4.5±1.5 普通

30 30/3 30 －
20
又は
25

12 43 300 4.5±1.5 早強

30 30/3 30 －
20
又は
25

12 50 300 4.5±1.5 普通

36 36/3 36 －
20
又は
25

12 43 300 4.5±1.5 早強

40 40/3 40 －
20
又は
25

12 43 300 4.5±1.5 早強

使用箇所

○橋台、橋脚（鉄筋構造物）
○地覆、壁高欄

○プレテンション軽荷重スラブ橋桁
（JISA5373-2010)の中埋部
○非合成桁床版
○ＲＣのスラブ桁、ホロー桁

○ポストテンション桁の主桁
○ポストテンションブロック桁
○場所打ポステン桁（張出架設）

○プレテンションスラブ橋桁（JISA5373-
2010)の中埋部

○プレテンション桁橋桁（JISA5373-
2010)の各床版、横桁
○ポストテンション桁の各床版、横桁

○場所打ポステン桁（固定支保工架
設）

呼び強度
単位セメント量 空気量

設計基準
強度

許容
応力度

スランプ
水セメント

比
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２ コンクリートの夜間割増について 

コンクリートの施工が夜間となる場合には、夜間割増が必要となるので別途考慮すること。 

３ コンクリート工の適用範囲 

擁壁・函渠・橋台・橋脚・共同溝の各構造物のコンクリート打設は各構造物単位歩掛によるものとし、本コン

クリート工は適用できない。

４ コンクリートの打設工法の選定 

　　無筋・鉄筋構造物のコンクリートの人力打設区分は、打設地上高さ（-1.0m≦H≦1.0m）、日打設量

（10m3/日）等により選定するが以下に留意すること。

（1） 日打設量は、構造物の水平方向については、伸縮目地の２スパン（２０ｍ程度）として計算し決定する。

（2） ただし、一工事内に構造物が多数ある場合には現場条件等を考慮してポンプ打設を選択する。
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第５章 仮設工 

①仮設工

２ 工事用仮設材（鋼矢板、H 形鋼）を撤去しない場合の取扱いについて 

（１）当初設計で撤去として積算していたものを現地の都合等により、撤去しない場合。 

ア 設計計上単価

イ 運搬費

共通仮設の運搬費は、搬出する運搬費を変更設計で減額すること。

（２）当初設計から撤去しない場合 

ア 設計計上単価

なお、施工量が多い場合は事業主管課と協議すること。 

イ 運搬費は搬入のみ計上する。（中古品の場合のみ）

ウ 鋼矢板を撤去しない場合は、広幅鋼矢板を使用することも考慮して決定すること。

３ H 形鋼及び鋼矢板の賃料について 

H形鋼の賃料について、仮締切の腹起し切梁及び仮橋に用いる主桁、横桁等は鋼製山留材賃料とする。　

　その他の仮設に用いる H形鋼はH形鋼賃料とする。また、修理費及び損耗費については、「建設機械等損

料表」の建設用仮設材賃料積算基準による。なお、上記賃料については、「労務・資材単価表」による。 

賃料の減額補正については、賃料が減少する時点における賃料計上額を上限とし補正する。賃料が減

少する時点とは、賃料の適用区分が変わる時点（91日、181日、361日、721日、1081日）とする。

４ H 形鋼及び鋼矢板の標準長外の賃料について 

H形鋼及び鋼矢板の標準長外（スクラップ長未満を含む）を使用する場合は、市場の流通状況を確認の

上、賃料か購入かを決定すること。 

ただし、橋梁補修工事等で上空制限がある場合において、撤去時の矢板長がスクラップ長未満となる場

合は、賃料ではなく全損(市中価格×８０％)とする。 

１ 仮設材（仮排水路）の選定

仮設材（仮排水路）の選定については、現場条件（荷重条件等）によるとともに、選定可能な管材による経済

比較により決定するものであるが、仮設材（仮排水路）の損料率については、当面の間下記によるものとする。 

（１）鋼製品（コルゲートパイプ等）については「土木工事標準積算基準書第Ⅱ編第５章①仮設工」にお

ける「鋼材」を参考とする。

（２）コンクリート製品（ヒューム管等）は５０％とする。

（３）合成樹脂管（塩化ビニル管、高密度ポリエチレン管等）等

設置期間別 1 現場当り損料率（％） 

1 ヶ月未満 3 ヶ月未満 6 ヶ月未満 1 年未満 2 年未満 3 年未満 

30 45 55 65 75 85 

（４）現場条件等により現場発生品扱い（発注者に帰属）とする場合は除く。

（５）なお、施工量が多い場合は主管課と協議されたい。
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（１） 年度を越えて仮設物を継続使用するような計画は極力避ける。

（２） やむを得ず仮設物を継続使用する場合は次による。

ア 撤去費用は別途契約工事（仮設物を継続使用する工事）に計上する。

イ 「修理費及び損耗費」は別途契約工事に計上する。

ウ 別途契約工事の賃料は、当該工事（仮設物を設置した工事）の契約時点のものとし、撤去歩掛は別

途契約工事の契約時点のものとする。 

（３）空白期間ができないよう配慮するものとするが、仮に、空白期間が生じる場合は、当該期間について貸

借契約を締結すること。

６ 鋼矢板（H 形鋼）工について 

工事目的物として、鋼矢板、H型鋼を施工し、設計杭長以内で打ち止めた場合の取扱いについて鋼矢

板・H型鋼を打込の結果、複雑な地層による局部的な支持層の変更、および打込中支障物等により打込を

中止せざるを得ない場合等で設計杭長以内で打止めた場合の取扱いは以下による。 

（１） 打込費は、実打込長より精算する。

（２） 施工杭長と設計杭長との差について、材料費の計上は次のとおりとする。

ア 施工杭長が設計杭長より短縮した時に、切断した杭長がスクラップ長未満の時は、他に転用できない

ものと考えスクラップ扱いとし控除する。なお、スクラップ長については、物価資料による。

イ 施工杭長が設計杭長より短縮した時に、切断した杭長がスクラップ長以上の時は、他に転用できるも

のと考え施工杭長で精算する。

② 足場支保工

（１）足場工のうち、転落防止の為の安全ネットは、構造物との離隔が３０㎝以上の場合原則設置とする。

（２）枠組足場は、手摺り先行型枠組足場を標準とする。なお、施工時に資材の調達が困難な場合におい

５ 鋼矢板、仮橋、防護柵等仮設物件を撤去しないで次の工事に継続使用する場合の取扱い 
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③ 締切排水工

１ 参考資料（１）

１．排水方法の選定

排水方法（作業時排水、常時排水）の選定にあたっては、経済性だけでなく、築造構造物等の機能及び施工に与える影響を踏まえて決定

すること。 

  なお、作業時排水とした場合、湛水により構造物（仮設物含む）の機能又は品質、安全性が害され、排水後に手戻り等が生じるおそれのある

場合は常時排水を基本とする。 

（常時排水を選定する場合の例） 

・法面や既設構造物等の不安定化が考えられる場合

・型枠や足場等の変状、鉄筋や型枠へのゴミの付着により品質に影響を及ぼす場合（一時的に昼夜排水を必要とするものを除く）

・締切内の排水完了後でなければ、作業が開始できず、排水に相当な時間を要し作業時間が短縮される場合。  等
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２．排水量の算定

１） 適用範囲

仮設工のうち水門、樋門、樋管、橋台、橋脚、護岸、砂防ダムなどの水中締切、地中締切の排水工事に適用するものとし、ダム本体工事な

どの大規模工事の排水工事には適用しない。 

排水量の算定が水理公式などによる算出によらない場合は次式により算出することができる。 

　　　Qa＝ｑ１＋ｑ２＋ｑ３＋ｑ４（ｍ３／ｈ） 

ただし  Qa：時間当たり排水量（ｍ３／ｈ） 

ｑ１：土堤または土俵工法の透水量（ｍ３／ｈ） 

ｑ２：水中矢板工法の透水量（ｍ３／ｈ） 

ｑ３：地中矢板工法の透水量（ｍ３／ｈ） 

ｑ４：裏側からの湧水量（ｍ３／ｈ） 

（１）土堤または土俵

土堤または土俵による水中締切の場合の時間当たり透水量は次式により算出する。

Ｎ１・ｈ２・Ｌ 

ｑ１＝ （ｍ３／ｈ） 
２・ℓ 

ただし 

ｑ１：時間当たり透水量（ｍ３／ｈ） 

ℓ：平均透水長（外水位と内水位の 

水平距離）（ｍ） 

ｈ：水位差（外水位は排水期間中の 

平均水位、内水位は設計時の最下端時水位）（ｍ） 

Ｌ：締切延長（両サイドを含む実延長で目的物の堤防 

等の部分は除く）（ｍ） 

Ｎ１：透水常数（ｍ／ｈ） 

透水常数は土質により次表を標準とする。 

透水常数表（Ｎ１） 

土質 

土の有効径(mm) 

シルト 砂 粗砂 礫 

0.05 以下 0.05～0.25 0.25～1.0 1.0～5.0 

N１ 1.4×10－1 3.6 5.9×10 1.4×10３ 

（注）１ 土の有効径（土の有効径は掘削最下端部分の土質の粒径加積曲線の 10％に相当する粒径を言う）と、N１との関係は次式のとおり

である。 

N１＝96ｄ２・C 

ただし ｄ：土の有効径（㎜） 

 Ｃ：漏水係数 

  Ｃ＝1.16（実績より） 

２ N１は土の有効径による透水常数の中位の値であり、土の有効径が中位の値より著しく異なる場合は土の有効径に応じて増減す

る。 

３ N１は締切土の空隙、排水による土粒子の移動などの現場の状況により 20％の範囲内で増減することができる。 

４ 不透水層が地表面より相当深い所にある場合 

Ｋ・ｈ２   Ｋ・Ｈ・ｈ ｈ２ ２Ｋ・Ｈ 
透水量はｑ１＝ ＋ ＝ （Ｋ＋ ）となる。 

 ２ℓ       ℓ      ２ℓ       ｈ 

ただし、H：不透水層までの距離 

 K：透水係数 

本資料では不透水層までの距離に関係なく一括してとりまとめてあるため、透水常数は 

２Ｋ・Ｈ 
N１＝Ｋ＋ としている。 

 ｈ 

h


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（２）水中矢板

鋼矢板トレンチシートによる水中締切の場合の透水量は、次式により算出する。 

ｑ２＝N2×ｈ×L（ｍ３／ｈ） 

ただし 

ｑ２：時間当たり透水量（ｍ３／ｈ） 

ｈ：水位差（ｍ） 

L：締切延長（ｍ） 

N２：透水常数（ｍ／ｈ） 

透水常数は土質及び矢板の根入れ 

深さにより、次表を標準とする。 

透水常数表（Ｎ２） 

土質 

土の有効径(mm) 

根入れ深さ 
（ｈ１＋ｈ２）（ｍ） 

シルト 砂 粗砂 礫 

0.05 以下 0.05～0.25 0.25～1.0 1.0～5.0 

４以下 2.3×10－３ 5.8×10－２ 9.3×10－１ 22 

７ 〃 5.8×10－４ 1.2×10－２ 2.3×10－１ 5.8 

10 〃 2.3×10－４ 5.8×10－３ 9.3×10－２ 2.3 

13 〃 1.2×10－４ 2.3×10－３ 4.6×10－２ 1.2 

（注）１ 土の有効径と N２との関係は次表のとおりである。 

52 
N２＝ × ｄ２ × Ｃ 

 Ｘ２．５６ 
ただし  ｄ：土の有効径（㎜） 

ｘ：根入れ深さ（ｈ１＋ｈ２）（ｍ） 
  Ｃ：漏水係数 Ｃ＝1.16（実績より） 

２ N2 は土の有効径による透水常数の中位の値であり土の有効径が中位の値より著しく異なる場合は土の有効径に応じて増減

　　する。 
３ N２は空隙率、土粒子の移動など現場の状況により 20％の範囲内で増減することができる。 

４ 土俵または土堤と矢板との水中締切の場合を含んでいる。 
５ 矢板施工において玉石などが多い場合の付合せ不完全による漏水を含んでいる。 

（３）地中締切

矢板（木矢板を含む）による地中締切の場合の透水量は次式により算出する。 
ｑ３＝４・K・ｒ０・ｈ（ｍ３／ｈ） 

ただし  ｑ３：時間当たり透水量（ｍ３／ｈ） 

 ΣＬ 
ｒ０：床掘半径 （ｍ） 

２π 

  ΣＬ：床掘周長（ｍ） 

 ｈ：水位差（ｍ） 

 K：透水係数 
透水係数は土質により次表を標準とする。 

h

h2

h1

h
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透水係数（Ｋ） 

土質 

土の有効径(mm) 

シルト 砂 粗砂 礫 

0.05 以下 0.05～0.25 0.25～1.0 1.0～5.0 

Ｋ 1.6×10－２ 4.1×10－１ 6.7 1.6×10２ 

 （注）１ 土の有効径とＫとの関係は次式のとおりである。 
Ｋ＝12.6ｄ２ 

ただし     ｄ：土の有効径（㎜） 
２ 径は土の有効径による透水係数の中位の値であり、土の有効径が中位の値より著しく異なる場合は土の有効径に応じて

増減する。 

３ Ｋは矢板の施工状況、土粒子の移動などの現場の状況により 20％の範囲内で増減することができる。 

４ 土堤または土俵の中に矢板工のある場合の透水量は本項の算式により算出する。 

（４）裏側からの湧水量

土堤または土俵の締切工法において裏面の堤防などからの湧水量は次式により算出する。

  ｑ４＝Ｎ３・ｈ・Ｌ（ｍ３／ｈ） 

ただしｑ４：裏側からの時間当たり湧水量（ｍ３／ｈ） 

 ｈ：水位差（ｑ１、ｑ２の算定に使用したｈ）（ｍ） 

 Ｌ：目的物の堤防等の延長（ｍ） 

 Ｎ３：透水常数（ｍ／ｈ） 

  透水常数は土質により次表を標準とする。 

透水常数表（Ｎ３） 

土質 

土の有効径(mm)  

シルト 砂 粗砂 礫 

0.05 以下 0.05～0.25 0.25～1.0 1.0～5.0 

Ｎ３ 3.3×10－３ 8.7×10－２ 1.4 3.5×10 

(注) １ 土の有効径とＮ３との関係は次式のとおりである。 

Ｎ３＝2.68ｄ２ 

  ただし  ｄ：土の有効径（㎜） 

２ Ｎ３は土の有効径による透水常数の中位の値であり、土の有効径が中位の値より著しく異なる場合は土の有効径に応じて 

増減する。 

３ 次の現場の状況が予想される場合は 20％の範囲内で増すことができる。 

（１）伏流水により通水の危険性がある場合

（２）土質により流水にて水道ができると思われる場合

（３）その他
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２ 参考資料（２） 

水替日数の算出方法について 

(１) 水替日数算出の対象とする施工数量は、Ｌ.Ｗ.Ｌ＋30cm 以下の部分とする。

(２) 水替日数算出方法は、対象となる施工数量を標準作業量（水替日数算出にかかる標準作業量）で除

した値の積上げとする。

(３) 水替日数の合計は、端数を切り上げるものとする。ただし、査定設計においては切り捨てるものとする。

(４) 標準作業量は以下のとおりとする。

(５) 水替日数は、請負業者に予め施工計画の提出を求め、水替実績を把握して適正な日数を変更計上

するものとする。

例）○○工事施工計画書（工期 7／1～8／19） 当初設定工期  50 日 

変更工期     45 日 

工 種 ７  月 ８  月 備考 

土 工 

起 工 
1 21 3 12 

変 更 
1 18 1 9 

基  礎 工 

起 工 
21  24 

変 更 
18  20 

練積ブロック工 

起 工 
24 6 

変 更 
20 31 

水  替 工 

起 工 
21 26 ※水替日数 6 日

を想定 

変 更 
18  22 ※水替日数 5 日

を変更計上 

水替日数算出にかかる標準作業量 

※(水替日数 5日)

※(水替日数 6日) 
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水替日数の算出例 

１ 設計条件 

施工延長 Ｌ＝50ｍ 

２ 標準図 

３ 水替日数の算出 

計 算 式 計 

プレキャスト基礎 50.0m÷24m/日＝ 2.1 日 2.1 

コンクリートブロック
2.0×1.118×50.0＝ 111.8 ㎡ 

111.8 ㎡÷14 ㎡/日＝ 8.0 日 
  8.0

水替日数  計 
10.1 

≒11 日 

0
.3
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1
.0

0
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H
B
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1 
: 0
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対
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工
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既設

2回目締切
20m

1回目締切
30m
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水
替

対
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施
  
工

  
量

①標準断面図

②平面図（見取）

③展開図
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３ 仮締切工 

（１） 仮締切工の設計については現場の状況を検討して決めること。特に狭い河川において両岸を床

掘する場合は、両岸に締切をしないで河川の中央のみ計上するか、または架樋（損料扱い）排水工

とすること。 

（２） 仮締切高さは締切後の水位を想定し、これに若干の余裕（河川は L.W.L.＋30cm、海岸は H.W.L

　　　＋通常の余裕高）をみて決定すること。 

（３） 水深（仮締切の位置の L.W.L.を基準とする）0.3m 以下は原則として仮締切は計上しない。

④ 仮橋・仮桟橋工

仮橋・仮桟橋に使用する材料の損料等は、市場性を考慮し、以下により算出するものとする。

（１）下部工

種 別 材 料 費 

Ｈ 杭 
賃        料 

（労務・資材単価表のＨ形鋼賃料） 

覆工板受桁用桁受 

（Ｈ鋼） 

〃 

（労務・資材単価表の鋼製山留材賃料） 

横桁受・斜材・杭補強 
損        料 

（第Ⅱ編第５章①仮設工表 2.1 損料率による） 

（２）上部工 

ア 定義

標準歩掛の適用上の定義は次による。

・仮橋

橋の架替時に代替として架ける橋、又は工事用車両などを通行させるために架ける橋などをいう。

・作業構台

作業構台は、水上あるいは水中等での工事のために、陸からのアプローチとして、作業員や工

事用機械、材料等の運搬及び船舶の接岸や係留などのために設けられたり、工事用作業足場及

び資材置場等として利用されるものをいう。 

イ 上部工の損料

以下によるものとする。 

種 別 材 料 費 

主桁（Ｈ鋼） 
賃        料 

（労務・資材単価表の鋼製山留材賃料） 

覆  工  板 
〃 

（労務・資材単価表の覆工板賃料） 

横桁（Ｈ鋼） 
〃 

（労務・資材単価表の鋼製山留材賃料） 

添  接  板 
損        料 

（第Ⅱ編第５章①仮設工表 2.1 損料率による） 

・覆工板の供用月数は、0.5 ヶ月単位とする。

・H 鋼の供用日数は、仮設費（鋼矢板の賃料期間の算定）による。

・覆工板受桁については、実情を考慮し生材を標準とする。

ウ 上記（１）、（２）の材料費（修理費、損耗費）は建設機械等損料表（一般社団法人 日本建設機械施工

協会）等による。
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⑤ 土工用防護柵工

１ 取扱い

以下は参考事例として記載しているもので、適用にあたっては必ず現地状況を考慮し、安全性の確認

を行うこと。 

２ 適用 

（１）土工用防護柵（A タイプ・Ｂタイプ）は土工作業等で第三者への被害を防止する必要がある場合で現

場条件により適用を区分する。 

・防護柵（A タイプ）

家屋、現道、鉄道等に対する落石及び飛石等を防ぐ場合で、H＝10m 以下の場合に適用する。

（H 鋼間隔３ｍ）

・防護柵（B タイプ）

現道拡幅等で車線確保が必要で現場条件により土留を兼用する必要がある場合に適用する。

（H 鋼間隔 1.5ｍ）

(２)構造については、目的・現地状況により設計計算を行うこと。また、異常気象時（台風時等）にはシー

トを外す等の対策を行うこと。なお、安全のためステー（アンカー）を取ることが望ましい。

３ 積算 

（１） 土工用防護柵の設置撤去歩掛及び土留板、金網、シートの材料費は、土木工事標準積算基準

書第Ⅱ編第５章仮設工⑭仮設防護柵（切土及び発破防護柵工）によるものとする。

（２） 土工、基礎工は別途計上すること。

（３） 各タイプの防護柵材料費は別表を参考とする。 
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Ａタイプ（参考） 

防護柵材料費 

・Ａタイプ （90m2当り） 

名 称 単位 規 格 数 量 摘 要 

H 形 鋼 本 100×100×6×8 ℓ=11m 3 杭 用 

杭 材 

〃 松丸太末口 15cm ℓ＝3.0m 3 支 保 杭 用 

〃 松丸太末口 10cm ℓ=3.0m 3 支 保 杭 用 

〃 足場パイプ 48.6mm ℓ＝4.5m 12 横 桁 用 

金 網 ｍ２ 菱形 4mm×50mm 目 90.0 

シ ー ト 〃 2.7m×3.6m×0.5mm 90.0 

（注）１ H形鋼の賃料はH－200型を準用し、修理費は補助工法有として算出する。 

２ 足場パイプは賃料とする。

損　料　率 

賃　料：0.558ｔ 

表 2 . 2

表 2 . 2 

賃　料 

表 2 . 2 

表 2 . 2 

(S6096) 

足場パイプ
φ48.6mm L=4.5m
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Ｂタイプ（参考） 

足場パイプ
φ48.6mm L=3.0m
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・B タイプ

名 称 単位 規 格 数 量 摘 要 

H 形 鋼 本 
150×150×7×10 ℓ=11m 4 杭 用 

150×150×7×10 ℓ=2m 4 支 保 杭 用 

鋼 板 t 
（420×150×９）×4 枚 

0.035 
（250×250×９）×4 枚 

杭 材 本 足場パイプ 48.6mm ℓ＝3.0m 8 横 桁 用 

矢板（板） ｍ３ 
松板 厚 3.6cm 0.43 （12ｍ２） 

松板 厚 6.0cm 1.08 （18ｍ２） 

金 網 ｍ２ 菱形 4mm×50mm 目 30.0 

シ ー ト 〃 2.7m×3.6m×0.5mm 30.0 

製作加工費 本 4 支 保 杭 

（注）１ Ｈ型鋼の賃料はH－200型を準用し、修理費は補助工法有として算出する。 

２ Ｂタイプの支柱詳細図については別図を参考とする。なお、構造を別図の詳細図と

した場合は支柱１本当りについて製作加工費(T2H59)を加算する。この構造によらな

い場合は別途考慮すること。 

３ 足場パイプは賃料とする。 

（60ｍ2当り）

損　料　率 

賃　料：1.617ｔ 

表  2 . 1 

表  2  . 1 

表 2 . 1 

賃　料 

表 2 . 1 

表 2 . 2

表 2 . 2 

（S6098） 

Ⅱ-32



⑥ 仮設電力設備工

１  電力料金

(１） 基本料金

基本料金は、間接工事費の共通仮設費（役務費）に計上するものとする。

高圧電力（Ｂ）以上となる電力を必要とする場合は、中国電力（株）の電気供給約款、標準料金表を

参照のこと。 

（中国電力（株）のウェブサイト URL ： https://www.energia.co.jp/elec/b_menu/index.html） 

表１ 基本電力料金表 

(２） 電力量料金

電力量料金は、直接工事費に計上するものとする。

高圧電力（Ｂ）以上となる電力を必要とする場合は、中国電力㈱の電気供給約款、標準料金表を参

照のこと。 

(３） 燃料費調整額

燃料費調整額は、（２）電力量料金に別途加算するものとする。
単価については、中国電力(株)の燃料費調整単価表を参照のこと。

(４） 再生可能エネルギー発電促進賦課金

再生可能エネルギー発電促進賦課金は、（２）電力量料金に別途加算するものとする。
単価については、中国電力(株)の再生可能エネルギー発電促進賦課金単価表を参照のこと。

 

 

Ⅱ-33



２  電力設備用工事費負担金 

常時契約で一般供給設備の工事費負担金が発生する場合は、間接工事費の共通仮設費（役務費）に

計上する。 
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⑦ 交通誘導警備員

交通誘導警備員の計上方法は、以下のフロー図のとおりとする。

交通誘導警備員の計上方法フロー図

工事 or 業務委託 

工事 業務委託 

直接工事費（仮設

工）に計上 
直接経費に計上 

使用する諸経費率はどの業務か？ 

間接調査費に計上 

測量、設計等 地質調査 

Ⅱ-35



Ⅱ‐36 

 

⑧ 仮道（工事用道路、迂回路） 

 工事施工に伴って必要となる工事用道路、迂回路等については、これに要する費用を計上する。 

 

 （１）工事用道路 

工事箇所までの搬入路が狭く、掘削土や資材等の運搬を人力又は小車運搬で行なう必要がある場

合は、工事用道路等を設置し運搬する方法を取り入れ、最も経済的かつ現場に適した方法で積算す

ること。 

仮設として設置する工事用道路の幅員、盛土高さ等は、次図等を標準として積算するものとする。

ただし、これにより難い場合は、仮設計画ガイドブック等を参考に設計積算するものとする。（既設

堤防等の利用、幅員の拡幅等は別途考慮すること）  

なお、掘削土や材料等の運搬のため堤防上の補修を義務付ける場合には、特記仕様書等に明記す

ることとし、補修材料の種類・数量等も記載する。 
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工 事 用 道 路 標 準 断 面 図 

（４～10ｔ車使用の場合） 

 

  数量 100.0m 当たり  

Ｂ ＝30.0ｍ3（クラッシャラン）  

Ｂ’＝225.0ｍ3（盛土・真砂土・利用土等）  

Ｃ’＝225.0ｍ3（盛土・真砂土・利用土等）  

 借地面積＝5.5×100.0＝550.0ｍ2 

 

  工事用道路代価表（参考）                                                                              （100ｍ当り） 

名称 形状寸法 単位 数量 単価 金額 摘要（施工機械；歩掛） 

盛 土 真砂土又は利用土 ｍ3     

同上運搬 〃 〃    10t ダンプトラック；土砂等運搬 

同上敷均・締固 〃 〃 225   7t ブルドーザ＋振動ローラ 11～12t 

；路体（築堤）盛土 

クラッシャラン 50mm まで 〃 30    

整 地 〃 〃 30   0.8ｍ3バックホウ；敷均し（ルーズ） 

取除き掘削 砕石、真砂土又は利用土等 〃 255   0.8ｍ3バックホウ；掘削 

同上残土処理 砂利混り土 〃 255   10t ダンプトラック；土砂等運搬 

工事用シート 3.6m×5.4ｍ 枚 32   550ｍ2÷（3.6×5.4×0.9） 

計      100ｍ当り 

      １ｍ当り 

   

（注）１ 借地損料単価は宅地、宅地見込地、田、畑、雑種地については用地買収単価の６％×
工期（月）

１２ヶ月
 

     山林、その他については用地買収単価の５％×
工期（月）

１２ヶ月
とし、役務費に計上すること。 

２ 補償費（立毛補償、伐開補償等）については用地関係実務資料に基づいて別途計上することができる。  

３  設計図には必ず構造詳細図を明記すること。  

４  盛土及び運搬数量については、盛土材の土量変化率に応じて適正に計上する。  

５  クラッシャランは原則として新材を使用すること。  

６ 再生クラッシャランを使用する場合は、不要となり撤去する際に産業廃棄物として取り扱われるため、注意すること。  

７  クラッシャランの割増率は、現場条件により別途考慮することができる。 
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工 事 用 道 路 標 準 断 面 図 

（２ｔ車使用の場合） 

 
  数量 100.0m 当たり  

Ｂ ＝25.0ｍ3（クラッシャラン）  

Ｂ’＝175.0ｍ3（盛土・真砂土・利用土等）  

Ｃ’＝175.0ｍ3（盛土・真砂土・利用土等）  

 借地面積＝4.5×100.0＝450.0ｍ2 

 

  工事用道路代価表（参考）                                                                              （100ｍ当り） 

名称 形状寸法 単位 数量 単価 金額 摘要（施工機械；歩掛） 

盛 土 真砂土又は利用土 ｍ3     

同上運搬 〃 〃    2t ダンプトラック；土砂等運搬 

同上敷均・締固 〃 〃 175   3～4t 振動ローラ＋バックホウ 0.28m3 

；路体（築堤）盛土 

クラッシャラン 50mm まで 〃 25    

整 地 〃 〃 25   0.8m3バックホウ；敷均し（ルーズ） 

取除き掘削 砕石、真砂土又は利用土等 〃 200   0.13m3バックホウ；掘削 

同上残土処理 砂利混り土 〃 200   2t ダンプトラック；土砂等運搬 

工事用シート 3.6m×5.4ｍ 枚 26   450ｍ2÷（3.6×5.4×0.9） 

計      100ｍ当り 

      １ｍ当り 

   

（注）１ 借地損料単価は宅地、宅地見込地、田、畑、雑種地については用地買収単価の６％×
工期（月）

１２ヶ月
 

     山林、その他については用地買収単価の５％×
工期（月）

１２ヶ月
とし、役務費に計上すること。 

２ 補償費（立毛補償、伐開補償等）については用地関係実務資料に基づいて別途計上することができる。  

３  設計図には必ず構造詳細図を明記すること。  

４  盛土及び運搬数量については、盛土材の土量変化率に応じて適正に計上する。  

５  クラッシャランは原則として新材を使用すること。  

６ 再生クラッシャランを使用する場合は、不要となり撤去する際に産業廃棄物として取り扱われるため、注意すること。  

７  クラッシャランの割増率は、現場条件により別途考慮することができる。 
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⑨ 大型土のう工 

 工事で使用する袋材について、原則、耐候性土のうを用いることとする。 

 詳細については、令和６年３月６日付け令５技術管理第 733 号の１「大型土のうの適切な使用につい

て」を参照。 

 



 

 

 

 

第Ⅲ編 河 川 

 

 



 

河川工事で工事箇所が朔望平均満潮位以下の箇所にあり、潮待ち時における作業能率が低下する場合

は、労務歩掛を補正するものとし、下記を標準とする。 

但し、別途積上げできるものについてはこの限りでない。 

  ※潮待ち作業における補正について 

（注）構造物の作業位置がＬＷＬからＨＷＬにまたがる場合は構造物の重心位置を

算定し、割増率を決定する。 
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タイプライターテキスト


015196
タイプライターテキスト


015196
テキストボックス
構造物の
作業位置



① 治水事業

第１章　河川海岸

１－１  構造物等設計基準

（２） 法枠工

災害復旧事業などで法枠工を採用する場合は、原則として現場打コンクリート
施工とする。

設計に際しては、「護岸の力学設計法（平成 19年、財団法人国土技術研究セ

ンター発行）」による必要控厚を検証すること。

岩盤部法枠基礎

（１） 敷均し、締固め工

１）敷均し、締固め土量＝全盛土量－法面積×30cm
２）原則として機械による敷均し締固めを計上する。

機械による敷均しが不可能な箇所は人力敷均しとする。
３）原則とし表法は張芝（生芝）とする。裏法は筋芝等（生芝）で浸食を防止する。

機械施工の敷均し、締固めは一般共通編参照のこと。
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１－２ 周防高潮対策事業 

（１）積算歩掛について

・積算歩掛は共通編を参照のこと。

（２）一般土工

・①治水事業の１－１構造物等設計基準に準じる。

・特に河口部で、越波等に対し三面被覆構造とする場合は、海岸事業に準ずる。

（３）表法被覆工

・②海岸事業の２－３（５）表法被覆工に準じる。

（４）天端工

・天端工は極力既設天端を切込まない設計とする。

・周防高潮対策事業の天端高は打ち上げ高により設計するため、波の影響は限定的であることか

ら、原則として天端工の被覆は行わないので注意のこと。ただし、波の影響が大きい箇所につ

いてはこの限りではない。

・堤防天端高（胸壁部を除く）は原則として計画高潮位以上とする。

（５）裏法被覆工

・②海岸事業の２－５裏法被覆工に準ずる。

・周防高潮対策事業の天端高は打ち上げ高により設計するため、波の影響は限定的であることか

　ら、原則として裏法被覆工は筋芝工とする。ただし、波の影響大きい箇所についてはこの限り

　ではない。 

・法枠基礎工は、治水事業の設計基準参照のこと。

（６）根固工

・②海岸事業の２－６（１）根固工を準ずる。

（７）計画緒元

・地区別計画緒元については河川課に協議のこと。
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② 海岸事業

２－１

２－２

２－３

※「海岸保全施設の技術上の基準・同解説（平成30年8月）全国農地海岸保全協会ほかP.3-51」参照。
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２－１　積算歩掛について　　

015196
タイプライターテキスト
２－２　一般土工　　

015196
タイプライターテキスト
積算歩掛は共通編を参照のこと。

015196
タイプライターテキスト
２－３　表法被覆工　　

015196
タイプライターテキスト
（１）仮締切について
　
　１．仮締切について
　　　工事中における潮位、波高、波力、地形、土質及び工事の形態等を充分検討の上完全仮締切か
　　不完全仮締切にするかを決めること。

　２．不完全仮締切を採用する条件
　　　通常な状態における流水又は海水が侵入し、当該施設、隣接施設又は背後地に被害を与えない
　　もの。

　３．完全仮締切を採用する条件
　　　２以外のもの。





※「海岸保全施設の技術上の基準・同解説（平成30年8月）全国農地海岸保全協会ほかP.3-51」参照。

※「海岸保全施設の技術上の基準・同解説（平成30年8月）全国農地海岸保全協会ほかP.3-38,39」参照。

※「海岸保全施設の技術上の基準・同解説（平成30年8月）全国農地海岸保全協会ほかP.3-63」参照。

Ⅲ-5



・積算は「一般共通編」を参照のこと。

(3) 天端被覆工の排水

・天端被覆工の表面には、排水のために適当な横断勾配をつけること。

※「海岸保全施設の技術上の基準・同解説（平成30年8月）全国農地海岸保全協会ほかP.3-41,44,46」参照。
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２－４

２－５

２－６

(ロ) 天 端 幅    2.0～5.0ｍ（捨石３個並び以上、異形ブロック２個並び以上）

※「海岸保全施設の技術上の基準・同解説（平成30年8月）全国農地海岸保全協会ほかP.3-57」参照。
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※「海岸保全施設の技術上の基準・同解説（平成30年8月）全国農地海岸保全協会ほかP.3-41」参照。
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沖浦 沖浦西

3.90

宇部 下関

２－７

※「平成15年5月7日付け監理第210号　海岸・河川事業における設計潮位（瀬戸内海沿岸）について」参照。
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(2)各港潮位（T.P)日本海側

吉母 特牛 大浦 津黄 仙崎 萩 須佐 見島

設計潮位（H.H.W.L.) 2.01 1.79 1.70 1.70 1.65 1.65 1.55 1.29

朔望平均満潮面(H.W.L.) 1.04 0.88 0.86 0.88 0.85 0.75 0.70 0.58

平均水面（M.S.L.) 0.15 0.11 0.15 0.20 0.17 0.13 0.20 0

朔望平均干潮面（L.W.L.) -0.66 -0.62 -0.44 -0.42 -0.35 -0.35 -0.20 -0.52

基本水準面（C.D.L.) -0.56 -0.62 -0.44 -0.32 -0.35 -0.35 -0.20 -0.32

地点
潮位

※「平成20年9月1日付け平20河川第288号　河川局所管の河川・海岸事業における日本海沿岸の設計潮位の改訂につい
て」参照。
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第２章　河川維持工

① かごマット工（多段式）

突込式 並列式
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第３章 砂防工 

 ①砂防工の適用範囲 

  土木工事標準積算基準書 第Ⅲ編河川編 第３章砂防工の適用範囲は、以下のとおりと

する。 

１）砂防工（本堰堤，副堰堤，垂直壁，水叩き，側壁護岸等）の施工に適用する。 

２）砂防工のうち、流路工（護岸工、床固工、帯工等）は適用しない。 

  なお、工種区分については、土木工事標準積算基準書（山口県運用版）第Ⅰ編第２章②

２（１）のとおりとする。 

 

 

 



② 砂防指定地標識設置工

①第１種標識

砂防指定地の範囲および指定地内における制限行為について表示し、関係住民への周知
徹底を図る。

①第１種標識 ②第２種標識

③第３種標識（標柱）

「第Ⅵ編土木工事標準単価及び市場単価　⑧道路付属物設置工」による。 

（ア）砂防ダム周辺の草木の繁茂が著しい区域に設置する。 （イ）流路周辺に人家及び耕地がある区域に設置する。

②第２種標識

周辺が砂防指定地であることを明示する。

③第３種標識（標柱）

砂防指定地の境界を明示する。

※基礎部を除く各種標識の単価については、「公共工事設計労務・資材単価表」による。
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③ 砂防ソイルセメント工

 砂防ソイルセメント工法の配合試験については、別途積み上げ計上が必要な経費が

あるので留意すること。 

○積み上げ計上する必要経費

１．室内・室外（原位置）試験費 

砂防ソイルセメント工法は、集積された災害発生土砂等の不均一な土砂が主材となる場合もあり、採取

する土砂によって各種試験の回数や頻度が大きく変動する。 

  このような実態を踏まえ、砂防ソイルセメント工法における品質管理を「設計標準歩掛表（一般共通編）

共通仮設費-技術管理費」で規定する「特殊な品質管理」と解し、この対応に要する全ての試験費用を必要

経費として別途計上するものとする。 

なお、試験項目等については、「令和5年3月6日 令4砂防第415号 砂防ソイルセメントの配合試験に係る

積算運用ルールの統一化について（通知）」を参照すること。 

２．示方配合計画書作成費 

砂防ソイルセメントの示方配合計画書は、砂防ソイルセメント工法における品質管理を規定する重要な資

料であり、室内・室外（原位置）試験により得られた各種データを取り纏めた資料であるが、この作成に際

しては専門的な技術と知識が求められることから、「設計標準歩掛表（一般共通編）共通仮設費-技術管理

費」で規定する「特に技術的判断に必要な資料の作成」と解し、この対応に要する費用を必要経費として別

途計上するものとする。 

なお、示方配合計画書の作成については、「令和5年3月6日 令4砂防第415号 砂防ソイルセメントの配合

試験に係る積算運用ルールの統一化について（通知）」を参照すること。 

３．試験施工費 

砂防ソイルセメントの本施工前に、「本施工時の作業内容」及び「示方配合計画書で定めた設計強度の発

現」等を確認するための試験施工を実施すること。 

なお、試験施工における作業内容及び設計強度の発現等を確認するための試験項目は、「令和5年3月6日 

令4砂防第415号 砂防ソイルセメントの配合試験に係る積算運用ルールの統一化について（通知）」を参照

すること。 

４．注意点等 

①別途積み上げ計上する必要経費は、見積徴収等により単価等を取得のうえ共通仮設費の「技術管理費」に

て、個々の項目ごとに積み上げ計上すること。

※外部の専門コンサルタント等が提出した一式計上の見積書は内容の精査を必須とする。

②室外（原位置）試験の実施に際して発生する旅費交通費（宿泊費）等の経費についても、積算による精査

を前提に必要に応じて別途計上するものとする。

※旅費交通費；試料（土砂）採取場所までの移動に要するライトバンの運転経費など。

③工事受注者の現場代理人及び監理技術者（主任技術者）の人件費は、現場管理費に含まれており別途計上

する必要がないため、受注者から提出される見積書を精査する際に注意すること。
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① 地すべり防止区域指定地標識設置工

①第１種標識

地すべり防止区域の範囲および区域内における制限行為について表示し、
関係住民への周知徹底を図る。

②第２種標識

周辺が地すべり防止区域であることを明示する。

③第３種標識（標柱）

地すべり防止区域の境界を明示する。

※基礎部を除く各種標識の単価については、「公共工事設計労務・資材単価表」による。

①第１種標識 ②第２種標識

③第３種標識（標柱）

（ア）山間部、荒地等の草木の繁茂が著しい区域に設置する。 （イ）人家及び耕地がある区域に設置する。

第４章　地すべり防止工
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第５章 急傾斜地対策工

① 急傾斜地崩壊対策工事の調査

(１)簡易貫入試験 ( S6298 )
調査で行う簡易貫入試験は下記を標準とする。

簡易貫入試験（21ｍ当り）

名称 品種 単位 数量 摘要 

外業費 地質調査技師 人 0.90 

主任地質調査員 人 1.05 

普通作業員 人 1.05 

内業費 地質調査技師 人 0.42 

主任地質調査員 人 0.60 

材料費 コーン 個 0.38 

ロッド 本 0.22 

機器損料 日 1.00 

計 

注１） 地形、地質、植生等作業条件による歩掛の補正はしない。

注２） 測量が必要な場合には、別途計上する。 

（２）地表調査

「業務関係積算基準及び標準歩掛表 第２編 第３章 第３節 地すべり調査

３－２ 計画準備」を適用する。 
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② 急傾斜地崩壊対策工事の歩掛

１ 落石防護柵設置工（人力施工）
１）適用範囲

本資料は、傾斜地でトラッククレーンが使用できない箇所の擁壁上に人力に

より落石防護柵を設置する場合に適用する。 

また、材料運搬距離が 100～200m 又は持ち上げ高が 5～15m の場合に適用す

る。 

２）施工概要

標準施工フローは下図のとおりである。

３）施工歩掛

３－１ 材料運搬歩掛は次表（表３．１）を標準とする。

規格 名称 
単

位 

運搬距離（ｍ） 

100＜L≦120 120＜L≦140 140＜L≦160 160＜L≦180 180＜L≦200 

H=1.50 

D=3.0 

世話役 人 0.14 0.15 0.16 0.17 0.18 

普通作業員 人 0.67 0.72 0.77 0.81 0.86 

H=2.00 

D=3.0 

世話役 人 0.27 0.29 0.31 0.33 0.35 

普通作業員 人 0.89 0.96 1.02 1.09 1.15 

注１） 運搬距離は、トラック等の入らない場所より施工箇所までの運搬距離である。 

注２） 規格のＨは柵高、Ｄは支柱間隔である。 

３－２ 材料持ち上げ歩掛は、次表（表３．２）を標準とする。 

（設置延長 10m 当り） 

規格 名称 
単

位 

持ち上げ高（ｍ） 

5＜H≦10 10＜H≦15 

H=1.50 

D=3.0 

世話役 人 0.24 0.26 

普通作業員 人 0.41 0.45 

H=2.00 

D=3.0 

世話役 人 0.32 0.35 

普通作業員 人 0.51 0.56 

注１） 持ち上げ高は、15m までとする。なお、持ち上げは地上からとする。 

注２） 規格のＨは柵高、Ｄは支柱間隔である。 

３－３ 設置及び建込歩掛は、「第Ⅵ編土木工事標準単価及び市場単価編　②－４
防護柵設置工（落石防護柵）」による。 

支
柱
材
料
運
搬

支
柱
材
料
持
上

支
柱
建
込

ロ
ー
プ
架
け

金
網
取
付

ロ
ー
プ
・
金
網
材
料
運
搬

ロ
ー
プ
・
金
網
材
料
持
上

が適用範囲 

（施工延長10ｍ当り）
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３－４ 単価表 

（１）落石防護柵設置 １０ｍ当り単価表
名称 規格 単位 数量 備考 

材料運搬工 式 1 （２）単価表

材料持上工 式 1 （３）単価表

設置及び建込工 式 1 市場単価
計

（２）材料運搬 １０ｍ当り単価表 ( S6292 )
名称 規格 単位 数量 備考 

世話役 人 表３．１ 

普通作業員 人 表３．１ 

諸雑費 式 

計 

（３）材料持上げ １０ｍ当り単価表 ( S6294 )
名称 規格 単位 数量 備考 

世話役 人 表３．２ 

普通作業員 人 表３．２ 

諸雑費 式 

計 
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２ 仮設費

１）防護柵

ａ）工事用仮設防護柵は急傾斜地の傾斜角度、高さ、土質、工事の施工方法等を
　勘案の上、人身事故及び人家に影響を及ぼさない程度のものを別図より選定す
　る。 

ｂ）現地の実状により、別図以外の防護柵を計画する場合は別途積算し、附図を
　明示して使用する。 
ｃ）防護柵単価表 

注１）本表は設置及び撤去の歩掛である。 

注２）床堀、埋戻は諸雑費に含まれる。 

注３）Ｈ形鋼の賃料は、「建設仮設材賃料算定基準」による。この場合１５０型

　　は２００型の賃料を準用する。

注４）損料は「共通編 第Ⅱ編第５章①仮設工（Ⅱ-5-①-2）」の表２．１及び　

　　２．２を参照のこと。なお、土留板については表２．１、その他の木材は　

　　表２．２とする。
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土工用防護柵①型（Ｈ＝１．５ｍ） 

施工コード：S6310  

１０ｍ当り 
名  称 規 格 単位 数量 摘 要 

主 柱 松または杉丸太 200×φ12×10 本 m3 0.29 損料 

横 梁 松または杉丸太 400×φ 9× 5 本 m3 0.16 損料 

控 木 松または杉丸太 200×φ 9× 5 本 m3 0.08 損料 

控 杭 松または杉丸太 100×φ12× 5 本 m3 0.07 損料 

土 留  板 松または杉板 200×20×3.6×37.5枚 m3 0.5 損料 

諸 雑  費 式 1.0 
上 記 ま で の 合 計 金 額 の
10% 

普通作業員 人 5.9 

計 

土工用防護柵②型（Ｈ＝３．０ｍ） 

施工コード：S6312  

１０ｍ当り 
名  称 規 格 単位 数量 摘 要 

主 柱 松または杉丸太 400×φ12× 5 本 m3 0.29 損料 

横 梁 松または杉丸太 400×φ12× 5 本 m3 0.29 損料 

控 木 松または杉丸太 200×φ12× 5 本 m3 0.14 損料 

控 杭 松または杉丸太 150×φ12× 5 本 m3 0.11 損料 

土 留  板 松または杉板 200×20×3.6×75 枚 m3 1.1 損料 

諸 雑  費 式 1.0 
上 記 ま で の 合 計 金 額 の
10% 

と び  工 人 3.0 

普通作業員 人 6.4 

計 

土工用防護柵③型（Ｈ＝３．０ｍ） 

施工コード：S6312  

１０ｍ当り 
名  称 規 格 単位 数量 摘 要 

主 柱 松または杉丸太 400×φ12× 5 本 m3 0.29 損料 

横 梁 松または杉丸太 400×φ12× 5 本 m3 0.29 損料 

控 木 松または杉丸太 200×φ12× 5 本 m3 0.14 損料 

控 杭 松または杉丸太 150×φ12× 5 本 m3 0.11 損料 

筋 違 松または杉丸太 260×φ12×20 枚 m3 0.75 損料 
防 護 網 網目 φ4.0×40 ㎡ 30 損料

シ ー  ト ﾅｲﾛﾝｼｰﾄ 1.8m×5.4m×0.37mm ㎡ 30 損料 

諸 雑  費 式 1.0 
上記までの合計金額の
10% 

と び  工 人 3.2 

普通作業員 人 6.6 

計 
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土工用防護柵④型（Ｈ＝４．０ｍ） 

施工コード：S6314 

１０ｍ当り 
名  称 規 格 単位 数量 摘 要 

主 柱 単管 450×φ4.86× 5 本 m 22.5 損料○○円／m／日 

横 梁 単管 400×φ4.86× 5 本 m 20.0 損料○○円／m／日 

控 木 単管 300×φ4.86× 5 本 m 15.0 損料○○円／m／日 

筋 違 単管 300×φ4.86×20 本 m 60.0 損料○○円／m／日 

防 護  網 網目 φ4.0×40 ㎡ 40.0 損料

シ ー  ト ﾅｲﾛﾝｼｰﾄ 1.8m×5.4m×0.37mm ㎡ 40.0 損料 

諸 雑  費 式 1.0 
上記までの合計金額の
10% 

と び  工 人 3.9 

普通作業員 人 6.8 

計 

土工用防護柵⑤型（Ｈ＝４．０ｍ） 

施工コード：S6316 

１０ｍ当り 
名  称 規 格 単位 数量 摘 要 

主 柱 松または杉丸太 500×φ12× 5 本 m3 0.36 損料

横 梁 松または杉丸太 400×φ12× 5 本 m3 0.29 損料

控 木 松または杉丸太 280×φ12× 5 本 m3 0.20 損料

控 杭 松または杉丸太 150×φ12× 5 本 m3 0.11 損料

土 留  板 松または杉板 200×20×3.6×100 枚 m3 1.44 損料

諸 雑  費 式 1.0 上記までの合計金額の
10% 

と び  工 人 4.2 

普通作業員 人 7.8 

計 

土工用防護柵⑥型（Ｈ＝４．０ｍ） 

施工コード：S6316 

１０ｍ当り 
名  称 規 格 単位 数量 摘 要 

主 柱 松または杉丸太 500×φ12× 5 本 m3 0.36 損料

横 梁 松または杉丸太 400×φ12× 5 本 m3 0.29 損料

控 木 松または杉丸太 280×φ12× 5 本 m3 0.20 損料

控 杭 松または杉丸太 150×φ12× 5 本 m3 0.11 損料 

筋 違 松または杉丸太 290×φ12×20 本 m3 0.84 損料

防 護  網 網目 φ4.0×40 ㎡ 40.0 損料

シ ー  ト ﾅｲﾛﾝｼｰﾄ 1.8m×5.4m×0.37mm ㎡ 40.0 損料 

諸 雑  費 式 1.0 
上記までの合計金額の
10% 

と び  工 人 4.4 

普通作業員 人 7.9 

計 
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土工用防護柵⑦型（Ｈ＝４．０ｍ） 

施工コード：S6318 

１０ｍ当り 
名  称 規 格 単位 数量 摘 要 

主 柱 Ｈ 150×150×7×10×4,500× 5 本 t 0.700 
賃料は H-200 型を準用する。 

修理費は補助工法有として算出する。 

横 梁 Ｌ 75×75×6×4,000×10 本 t 0.274 損料 

土 留  板 松または杉板 200×20×3.6×100 枚 m3 1.44 損料 

諸 雑  費 式 1.0 上記までの合計金額の 10% 

と び  工 人 5.3 

普通作業員 人 8.9 

計 

土工用防護柵⑧型（Ｈ＝４．０ｍ） 

施工コード：S6318 

１０ｍ当り 
名  称 規 格 単位 数量 摘 要 

主 柱 Ｈ 150×150×7×10×4,500× 5 本 t 0.700 
賃料は H-200 型を準用する。 

修理費は補助工法有として算出する。 

横 梁 Ｌ 75×75×6×4,000×10 本 t 0.274 損料 

防 護  網 網目 φ4.0×40 ㎡ 40.0 損料 

シ ー  ト ﾅｲﾛﾝｼｰﾄ 1.8m×5.4m×0.37mm ㎡ 40.0 損料 

諸 雑  費 式 1.0 上記までの合計金額の 10% 

と び  工 人 4.9 

普通作業員 人 8.0 

計 

土工用防護柵⑨型（Ｈ＝５．０ｍ） 

施工コード：S6320 

１０ｍ当り 
名  称 規 格 単位 数量 摘 要 

主 柱 松または杉丸太 600×φ12× 5 本 m3 0.43 損料 

横 梁 松または杉丸太 400×φ12×7.5 本 m3 0.43 損料 

控 木 松または杉丸太 400×φ12× 5 本 m3 0.29 損料 

控 杭 松または杉丸太 150×φ12× 5 本 m3 0.11 損料 

土 留  板 松または杉板 200×20×3.6×125枚 m3 1.8 損料 

諸 雑  費 式 1.0 上 記 ま で の 合 計 金 額 の
10% 

と び  工 人 5.6 

普通作業員 人 9.9 

計 
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土工用防護柵⑩型（Ｈ＝５．０ｍ） 

施工コード：S6320 

１０ｍ当り 
名  称 規 格 単位 数量 摘 要 

主 柱 松または杉丸太 600×φ12× 5 本 m3 0.43 損料 

横 梁 松または杉丸太 400×φ12×7.5 本 m3 0.43 損料 

控 木 松または杉丸太 400×φ12× 5 本 m3 0.29 損料 

控 杭 松または杉丸太 150×φ12× 5 本 m3 0.11 損料 

筋 違 松または杉丸太 290×φ12×30 本 m3 1.25 損料 

防 護  網 網目 φ4.0×40 ㎡ 50.0 損料 

シ ー  ト ﾅｲﾛﾝｼｰﾄ 1.8m×5.4m×0.37mm ㎡ 50.0 損料 

諸 雑  費 式 1.0 上記までの合計金額の
10% 

と び  工 人 6.1 

普通作業員 人 10.1 

計 

土工用防護柵⑪型（Ｈ＝５．０ｍ） 

施工コード：S6322 

１０ｍ当り 
名  称 規 格 単位 数量 摘 要 

主 柱 Ｈ 150×150×7×10×5,800× 5 本 t 0.902
賃料は H-200 型を準用する。 

修理費は補助工法有として算出する。 

横 梁 Ｌ 75×75×6×4,000×12.5 本 t 0.343 損料

土 留  板 
松または杉板 200×20×3.6×125枚 m3 1.80 損料

諸 雑  費 式 1.0 上記までの合計金額の 10% 

と び  工 人 6.6 

普通作業員 人 10.8 

計 

土工用防護柵⑫型（Ｈ＝５．０ｍ） 

施工コード：S6322 

１０ｍ当り 
名  称 規 格 単位 数量 摘 要 

主 柱 Ｈ 150×150×7×10×5,800× 5 本 t 0.902

横 梁 Ｌ 75×75×6×4,000×12.5 本 t 0.343 損料

防 護  網 網目 φ4.0×40 ㎡ 50.0 損料

シ ー  ト ﾅｲﾛﾝｼｰﾄ 1.8m×5.4m×0.37mm ㎡ 50.0 損料 

諸 雑  費 式 1.0 上記までの合計金額の 10% 

と び  工 人 6.3 

普通作業員 人 9.8 

計 

賃料は H-200 型を準用する。 

修理費は補助工法有として算出する。 
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土工用防護柵使用基準 

  （昭和５８年７月５日付砂防第２１６号による） 

有効高さ 使用範囲 防護柵型 土質等 

１．５ｍ 斜面中間 ① 

３．０ｍ 

斜面勾配 45°未満 

斜面勾配 45°～60°掘削高 10m未満 

斜面勾配 60°以上、掘削高 7m 未満 

② 小崩落が予想される 

③ 
土質良好 

４．０ｍ 
斜面勾配 45°～60°掘削高 10m以上 

斜面勾配 60°以上、掘削高 7m～10m 

④ 土質良好 

⑤ 小崩落が予想される 

⑥ 土質良好 

⑦ 
小崩落が予想される 

人家との間に余裕がない 

⑧ 
土質良好 

人家との間に余裕がない 

⑨ 小崩落が予想される 

５．０ｍ 斜面勾配 60°以上、掘削高 10m 以上 

⑩ 土質良好 

⑪ 
小崩落が予想される 

人家との間に余裕がない 

⑫ 
土質良好 

人家との間に余裕がない 
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正面図

防護網¢4,0X40
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土留板または防護網

土留板200 X 36 X 2,000 

横梁L盟鋼6 X 75 X 75 

側面図
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0
0
0
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正面図
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③ 急傾斜地崩壊危険区域　指定地標識設置工

①第１種標識

急傾斜地崩壊危険区域の範囲および指定区域内における制限行為について表示し、
関係住民への周知徹底を図る。

②第２種標識（標柱）

②第２種標識（標柱）

（ア）山間部、荒地等の草木の繁茂が著しい区域に設置する。 （イ）人家及び耕地がある区域に設置する。

急傾斜地崩壊危険区域の境界を明示する。

※基礎部を除く各種標識の単価については、「公共工事設計労務・資材単価表」による。

①第１種標識
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長方形

015196
タイプライターテキスト
「第Ⅵ編土木工事標準単価及び市場単価編　⑧道路付属物設置工」による。
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第１章 舗装工 

① 舗装工標準歩掛の運用について 

１ 路盤工 

 （１）路 盤 工 
１）補充材厚決定の実測および算出方法 

① 横断方向は５点法とすること。位置については現地の実情にあった場所とする。 
② 横断方向は 20ｍ毎を標準とする。(現地の実情に応じて 10ｍ以下の場合も         

ある) 

③ 上記実測結果から各断面毎の立積を求め、その合計値を路盤面積で除し平均厚さ

を決定すること。 
※ 補充材については特記仕様書又は図面に厚さ、実測方法を明記し監督職員と協議

するように処置しておくこと。 
２） 施工区分（車道施工・歩道施工の区分） 

歩掛区分 施工 施 工 条 件 

車道・路肩部 機械 車道・支道・路肩・駐車帯等機械施工が可能な場合 

歩道部 人力 歩道等機械施工が出来ない場合 

（広幅歩道であっても歩道施工とする） 

車道等であっても以下のように機械施工が出来ない場合 

・情報ボックス布設、管渠埋設等の舗装復旧 

・集水桝等設置後の舗装復旧、局部打換等舗設面積が小規模で機械施工が不可能 等 

※ 舗装打換のうち舗装とりこわしから舗装までを即日のうちに施工する場合は、道

路編第Ⅳ編第３章「④道路打換え工」によること。 
３） 下層路盤 

   使用する骨材は再生クラッシャランを標準とし、最大粒径は下記のとおりとする。 
     路盤厚 12cm 未満 ･･･ 30mm   

12cm 以上 ･･･ 40mm 
４） 上層路盤 

    車道（本線）については粒度調整路盤（混合砕石）を標準とし、最大粒径は下

記のとおりとする。  
路盤厚 12cm 未満 ･･･ 30mm 
   12cm 以上 ･･･ 40mm 

   次の状況において鋼滓（スラグ）を使用する場合は、その影響に十分留意のこと。 
・ 道路に接近して飲料用井戸があるとき。 
・ 道路に沿って養魚地等があるとき。 
・ 地下水が路盤に浸透して水田等に流入することにより、影響があるとき。 
 
 
 
 
 



Ⅳ‐2 
 

 
２ アスファルト舗装工 

（１） アスファルト舗装工（レべリング層） 
１）  設計書の表示方法（修繕工事） 

    表層または基層と同時施工するレベリング層の表示方法は、規格欄に表層または

基層にレベリング層（当初は平均 1cm）を加えた厚さを記入し、数量欄には施工面積

を記入する。 

２）  変更設計 

    施工平均厚は次式による。 

                 Ｗ（合材検収トン数）            

        Ａ（施工面積）×2.35t／㎥（設計密度）×1.08（混合物の割増） 

 
（２） アスファルト舗装工（すり付） 
  車道のすり付け（修繕工事） 

  

 
[例] 

           Ｗ×Ｌ×Ｔ   

            ２ｔ 

    図面表示・・・工事延長面積（㎡） 

    積  算・・・工事延長面積＋車道摺付換算面積（㎡） 

 
 
 
 
 
 
 
 

工事区間 
工事延長 

車 道 舗 装 

工事終点 

車道摺付 
Ｌ＝○○ｍ Ｗ＝○○ｍ 

摺付部は、工事延長外とする。 

（２ｃｍ） 

（Ｔ） 
表層（ｔ） 

基層 レベリング 

（Ｌ） 

（２～３ｍ） 

赤外線ヒーター加熱・人力掘削 

カッター切断 

施工平均厚＝ 

摺付面積 ＝ ＝○○㎡／カ所 
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３ 排水工 

（１） アスファルト舗装工（レべリング層） 
  アスファルトカーバによるアスカーブ設置作業に適用する。 
 

１）アスカーブ機械舗設（標準タイプ） 

 

 
 ２）使用材料 

アスファルト混合物の使用数量については、次式により算出する。 
断面積（㎡）×１００ｍ×締固後密度（ｔ／㎥）×（１＋補正係数） （１００ｍ当り） 

名称 規格 単位 数量 適   要 

標準タイプ 細粒度アスファルト（１３） ｔ 5.15 
(0.1+0.2) 

2    
×0.15×100×2.1×(1+0.09) 
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第２章 付属施設 

① 路側工 

（１） 歩掛 
歩車道境界ブロック（山口県タイプ）、植樹帯用ブロックの積算は「道路編 第Ⅳ編第２

章付属施設③路側工」による。 
なお、巻き立てコンクリートについては、「共通編 第Ⅱ編第４章コンクリート工①コン

クリート工及び②型枠工」による。 

 

 
歩車道境界ブロック（長尺タイプ）の積算は、下表による。 
 
歩車道境界ブロック（長尺） 参考歩掛 

名称 規格 数量 単価 単位 摘要 

歩車道境界ブロック（長尺） 山口県タイプ  41.0  個  

土木一般世話役  1.0  人  

特殊作業員  2.0  人  

普通作業員  2.0  人  

トラッククレーン賃料 ４．９ｔ吊 1.0  日  

諸雑費  1.0  式 ８％ 

計（100ｍ当り）      

計（１ｍ当り）      

１．上表は、歩車道境界ブロック（長尺）据付の歩掛であり、基礎コンクリート、基礎

砕石の施工は、別途計上する。 
２．諸雑費は、目地モルタル、敷モルタル等の材料費であり、労務費、トラッククレー

ン賃料の合計額に８％を乗じた額を上限として計上する。 
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① 路面切削工（路面ヒーター）

１　適用範囲
　　舗装維持修繕工事等における、路面ヒーターによるアスファルト舗装路面の切削作業で、平均切削 
 深さ１ｃｍ（最大切削深さ２ｃｍ程度）の場合に適用する。

２　施工歩掛

路面切削工　施工歩掛
　（路面ヒーター）　 （１０㎡あたり）

名称 規格・仕様等 単位 数量 備考・摘要

土木一般世話役 人 0.46 加熱＋切削作業

特殊作業員 人 0.91 加熱＋切削作業

普通作業員 人 0.91 切削作業

路面ヒーター機械損料
ハンドガイド式
幅６０ｃｍ×長さ６０ｃｍ、１６万ｋＪ/ｈ

ｈ 2.7
点火バーナー装備、
ヒーター保護カバー装備

加熱用燃料（プロパンガス） ｋｇ 14.9

諸雑費 式 1 3%

合計 ㎡ 10

㎡ 1

（注）　１．諸雑費は下記事項の費用であり、労務費、機械損料及び燃料費の合計額に、3％を乗じた金
額を上限として計上する。

（１）切削作業に使用する諸器具（スコップ、ホウキ等）の費用
（２）切削に伴う段差すりつけに要する費用
２．廃材の積込、運搬および処分費は含まない。

第３章  道路維持修繕工

② 橋梁補修工（ひび割れ補修工）

１　低圧注入工法の使用材料について

(１)エポキシ系材料を使用する場合のロス率

エポキシ系材料を使用する場合の注入材のロス率は、+0.15を標準とする。
ただし、現場条件等により、これによりがたい場合は別途考慮する。

(２)低圧注入器具の設置間隔
低圧注入器具の設置間隔は、エポキシ系材料の場合は300mm、セメント系材料の場合は

　　150mmを標準とする。
ただし、現場条件等により、これによりがたい場合は別途考慮する。

２　充てん工法の使用材料について
　　充てん工法に使用する材料のロス率については、別途考慮する。
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　橋梁補修工事等において、既設舗装を切削、防水層を設置する場合などで既設床版への影響等を考
慮する場合（既設舗装を数cm残して削り、残った舗装を人力ではつる場合等）は、道路編 第Ⅳ編第３章
「①路面切削工」の適用範囲外であるため、留意すること。

　また、鋼床版上の舗装の撤去の場合は、床版や接合部のボルトを傷めやすいことから、施工方法につ
いて特に検討すること。

③ 路面切削工（橋面舗装）
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第４章 橋梁工

① 橋梁上部工積算参考資料

１ ＰＣ橋桁について

（１）ＰＣ橋桁の単価

ＰＣ橋桁の単価は、現着単価とし、土木工事標準積算基準書（山口県運用版）第Ⅰ

編 第１章総則　別紙１「設計計上資材単価決定要領」により決定する。

（２）製作工場一覧

会 社 名 工 場 名 工 場 所 在 地

極東興和(株) 江津ＰＣ工場 島根県江津市都野津町

(株)富士ピー・エス 九州小竹工場 福岡県鞍手郡小竹町御徳

２ ＰＣ架設設備損料等

(１) 架設工法別使用架設機械設備
架設工法別に組み合わせて使用できる標準架設機械設備は、「橋梁架設工事の積算

令和８年度版（一般社団法人日本建設機械施工協会）」の表３－４－１（Ｐ．３－
１４）によること。

(２) 複合損料

複合損料については、「橋梁架設工事の積算　令和８年度版（一般社団法人日本建

設機械施工協会）」Ｐ．３－１４～Ｐ．３－９２によること。

（３） 架設設備の運搬

桁架設設備の運搬は架橋位置から最も近い位置の機材基地からの距離で積算する。

山口県に近い機材基地は下表のとおりである。

会 社 名 基 地 所  在 地

極東興和(株) 広島県安芸高田市高宮町原田

(株)富士ピー・エス 福岡県朝倉郡筑前町篠隈

山口県に近いＰＣ桁製作工場は下表のとおりである。

ただし、福岡県からの輸送に関しては、関門トンネル通行可否を検討の上、選定を
行うものとする。
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３ 鋼橋製作工

（１） 桁輸送費

１）鋼橋の桁輸送費積算にあたっては、「道路編第Ⅳ編第７章橋梁工①鋼橋製作工 ５.桁

輸送費」によるものとする。県内または山口県に近い鋼橋等製作工場は下表のとおりである。

　なお、「道路編第Ⅳ編第７章①５.桁輸送費」に記載されている「ｔ当たり輸送単価」は、

地区、特大品、深夜早朝、冬期、悪路等の運賃割増を考慮したものであり、当該単価に加算

する必要はない。

会 社 名 工 場 名 工 場 所 在 地

日本ファブテック(株) 防府工場 防府市浜方

UBEマシナリー(株) 本社工場 宇部市大字小串字沖ノ山

新光産業(株) 宇部工場 宇部市大字厚南中央

宇部工業(株) 本社工場 宇部市大字妻崎開作

２）輸送経路については、部材の性格上長尺かつ質量が大きいものであるから、運搬車両

の最小回転半径、橋梁の耐荷力等を考慮し最短実距離程を決めなければならない。この

場合車両制限令を遵守する。

日本鉄塔工業(株) 北九州市若松区北浜若松工場
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４ 落橋防止装置・支承

　　各橋梁形式における、落橋防止装置及び支承の施工歩掛は下表のとおりとする。

タイプＡ タイプＢ

・鋼橋 鋼橋架設工 鋼橋架設工

・ﾌﾟﾚﾋﾞｰﾑ桁

・ﾎﾟｽﾄﾃﾝｼｮﾝＴ（Ｉ）桁

・ﾌﾟﾚﾃﾝｼｮﾝ桁

・ﾎﾟｽﾄﾃﾝｼｮﾝ場所打箱桁

（片持架設）

・ﾎﾟｽﾄﾃﾝｼｮﾝ場所打箱桁

（固定支保）

・ﾎﾟｽﾄﾃﾝｼｮﾝ場所打ﾎﾛｰｽﾗﾌﾞ

・ＲＣ場所打ﾎﾛｰｽﾗﾌﾞ

５ その他

　設計歩掛については、土木工事標準積算基準書によることを原則とするが、土木工事標準積算基準書
にないものは、一般社団法人日本建設機械施工協会発刊の「橋梁架設工事の積算」を参考とし、事業主
管課と協議して使用する。

ＰＣ橋架設工

鋼橋架設工

ＰＣ橋架設工 - ＰＣ橋架設工

ＰＣ橋片持架設工

鋼橋架設工 ＰＣ橋架設工
ﾎﾟｽﾄﾃﾝｼｮﾝ場所
打ﾎﾛｰｽﾗﾌﾞ橋工

ﾎﾟｽﾄﾃﾝｼｮﾝ場所
打ﾎﾛｰｽﾗﾌﾞ橋工

ﾎﾟｽﾄﾃﾝｼｮﾝ場所
打箱桁橋工

ＰＣ橋片持架設工

適用歩掛工種

支承設置

ゴム支承 無収縮モルタル
（材料費）

鋼製支承

落橋防止装置
（PC鋼棒・ｹｰﾌﾞﾙ）

区分

橋梁形式
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　道路改良事業等の実施にあたっては、「道路事業設計マニュアル」による。

第５章　道路改良

① 道路改良工事等の実施上の注意事項

１　全般について
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第Ⅵ編 土木工事標準単価及び市場単価 

 

 



① 区画線工

種 別 面積（cm2）
幅15cm換算
施工実延長

（m）

所要材料
換算長

（m）
面積（cm2）

幅15cm換算
施工実延長

（m）

所要材料
換算長

（m）

18,288.00 12.19 14.60 13,755.00 9.17 11.00

X 14,219.67 9.74 11.30 11,666.87 7.77 9.30

8 4,773.60 3.18 3.80 3,870.00 2.58 3.00

- 450.00 0.30 0.30 600.00 0.40 0.40

2 3,460.80 2.30 2.70 4,667.10 3.11 3.70

0 4,563.00 3.04 3.60 225.00 0.15 0.15

20 27,749.81 18.49 22.10 2,107.00 1.40 1.60

30 29,014.60 19.34 23.20 2,485.50 1.65 1.90

40 29,711.00 19.80 23.70 2,250.00 1.50 1.80

50 27,863.94 18.57 22.20 29,959.67 19.97 23.90

60 31,622.70 21.08 25.20 79,348.67 52.89 63.40

自 9,360.00 6.24 7.40 35,593.16 23.72 28.40

動 11,337.50 7.55 9.00 97,372.66 64.91 77.80

車 9,400.00 6.26 7.50 26,872.00 17.91 21.40

（
） 2,625.00 1.75 2.10 74,866.84 49.91 59.80

二 5,600.00 3.73 4.40 参考図系

輪 12,427.50 8.29 9.90 2,306.94 1.53 1.80

を 2,710.00 1.81 2.10 21,840.00 14.56 17.40

除 10,738.50 7.16 8.50 9,375.00 6.25 7.50

く 1,295.00 0.86 1.00 9,993.60 6.66 7.90

軽 10,632.25 7.09 9.10 13,371.54 8.91 10.60

両 11,450.00 7.63 9.30 14,486.90 9.65 11.50

バ 9,000.00 6.00 7.20 3,750.00 2.50 3.00

ス 7,907.50 5.27 6.30 24,765.82 16.51 19.80

専 11,250.00 7.50 9.00 26,567.00 17.71 21.20

用 15,750.00 10.50 12.60

（注） １　「種別」は標識令第10条の様式を示す。

２　文字、記号等の寸法図については「路面標示ハンドブック(一般社団法人　全国道路標識・標     
  示業協会)」を参考とすること。

2m×4m

直径4m

対角4m

1

3

7

9

直径2m

対角2m

0

■

-

３　積算に用いる数量は「所要材料換算長」とし、重複施工する部分を平均20％として見込んでい
  る。

文字、数字、記号の面積・延長換算表

種 別

優

先

◇

ℓ 5m

ℓ 5m

1m×2m

▽

ℓ 2m

ℓ 5m

ℓ 5m
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837

② ※　道路整備技術の手引き（案）より抜粋

(Ｎ　交通）

(Ｎ　～Ｎ　交通）

5

41
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838

(Ｎ　交通）5

(Ｎ　～Ｎ　交通）41

Ｎ　以上6
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)
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1：N

2

道路
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.
1
)

1

1：N

2

河川
H
(
直

高
)

H

h

H

L(
法
長
)

a(控長)

1
0
0

H

h

H

L(
法
長
)

H
(
直

高
)

a(控長)

3
0
0

裏込めコンクリート

積みブロック

天端コンクリート

裏込め材

胴込めコンクリート

基礎コンクリート

基礎砕石

b(裏込めコンクリート厚さ)

c(裏込め材厚さ：上端)=300

背面勾配

乱さない

良質土で埋戻す

積みブロック

裏込め材

胴込めコンクリート

基礎コンクリート

均しコンクリート

c(裏込め材厚さ：上端)=300

背面勾配

根
入
れ
h=
1.
00
m以

上
（
河
床
幅
w＞
3.
0m

）
根
入
れ
h=
0.
75
m以

上
（
河
床
幅
w≦
3.
0m

）
※
最
深
河
床
の
評
価
高
を
基
準
に
必
要
な
根
入
れ
を
確
保
す
る
こ
と

④ コンクリートブロック積工
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２－４　直高と法勾配

砂 防

第２－４表

直高(Ｈ)

法勾配

河 川

第２－５表

直高(Ｈ)

法勾配

　備考 直高が3.0m以下であっても、法勾配は1：0.5程度とすることが望ましい。
国土交通省制定「土木構造物標準設計第２巻（擁壁類）（平成12年度改定版）」参照
「護岸の力学設計法（（財）国土開発技術センター）P.26」参照
「多自然川づくりポイントブックⅢ（（公財）日本河川協会発行）P.38,39」参照

道 路

第２－６表

直高(Ｈ)

法勾配(盛土)

法勾配(切土)

　備考　　国土交通省制定「土木構造物標準設計第２巻（擁壁類）（平成12年度改定版）」参照

0m～5.0m

1：0.5

Ｈ≦1.5m

1：0.3

1.5m＜Ｈ≦3.0m

1：0.4

3.0m＜Ｈ≦5.0m

1：0.5

　備考 特に河床勾配が急で、三面張工法を採用するような渓流や、湾曲度の小さい箇所が連続
する渓流、流送される砂礫により護岸の摩擦や転石の衝突による護岸の破壊等の恐れが大
である渓流は４分・３分勾配を検討する。ただし、直高は3.0m未満とする。

「砂防技術基準（令和７年）山口県土木建築部砂防課P.4-159」参照

　ブロック積擁壁については、下記の「第２－４～６表」を標準とし、「道路土工-擁壁工指針（平
成24年度版）（社）日本道路協会」等により設計すること。

1：0.3 1：0.3 1：0.4

0～1.5m 1.5m～3.0m 3.0m～5.0m

1：0.3 1：0.4 1：0.5
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２－５　岩盤切付

第２－７表

工種 岩質 Ｂ(cm) ｔ(cm) 切付勾配 埋戻しコンクリート

 軟岩（Ⅰ） 10 50 1：0.2

 軟岩（Ⅱ）以上 10 30 1：0.1

 軟岩（Ⅰ） 15 50 1：0.2

 軟岩（Ⅱ）以上 15 30 1：0.1

２－６　その他

コンクリート
擁　　　　壁

ブロック積

(イ)河川護岸には原則として天端コンクリートを設置しない。なお、背後の状況等により、天
端コンクリートが必要となる場合は厚さ10cmとし、「多自然川づくりポイントブックⅢ（中小河
川に関する河道計画の技術基準；解説）」を参考に、天端コンクリートが目立たないよう工夫す
ること。

(ロ)ブロック積岩着部については、底面及び背面に捨コンクリート（平均厚t=5cm)を計上する。

(ハ)ブロック積岩着部の床掘は、掘削（現場制約あり）により積算するものとする。
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（河川） （道路）

小口止工標準構造図

1:
ｍ

1:
(n
-1
)

1:
n

（河川 通常（土砂）基礎）
1:
n

1:
(n

-1
)

1:
ｍ

1:
n

1:
(n
-1
)

1:
ｍ

1:
ｍ

床付面

ブロックor天端Con上端

裏込部下端

ブロックor天端Con上端

床付面

ガードレール基礎均し
Conの下端

（河川 岩着基礎）

1:
(n
-1
)

1:
ｍ1:

n

（道路 通常（土砂）基礎）

1:
ｍ

天端Con上端

床付面

（道路天端にガードレール基礎を設置する場合）

1:n  擁壁前面勾配
1:m  床掘勾配

： 床掘計画線

1:n  擁壁前面勾配
1:m  床掘勾配

： 床掘計画線

小口止工構造図（参考）

　13　L=0.6m
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013970
テキストボックス
　２－８　小口止コンクリート

　　　小口止コンクリートの水平打継目を設ける場合は、用心鉄筋（D13)を配置すること。

013970
線



（天端コンクリートを設置する場合）

（天端にガードレール基礎を設置する場合）

小口止工標準展開図
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⑤ 土木工事標準単価全般について 
 

 

１  標準単価を運用できない範囲において、特別調査等別途考慮するものは、設計計上資材単価決定要領

によること。 
 

２  標準単価の工程算出については、基準書の各工種に記載の日当り標準施工量及び物価資料に記載の

日当り標準施工量により算出するものとする。 

 

３ 各工種の運用 

（１）区画線工 

①  区画線消去作業は、溶融式、ペイント式、供用区間、未供用区間の区別がなく、いずれの場合につい

てもこの標準単価を適用できる。 

②  仮区画線で長期的な仮設、警察協議等により溶融式、ペイント式自走を施工する場合は標準単価を

適用する。なお、粘着テープ、手作業によるペイント塗布、ローラー塗布による仮区画線は、共通仮設費

率分に含まれるものとする。 

③  区画線消去に伴う削りかすの処分については、廃棄物の処理及び清掃に関する法律により適正に処

理するものとする。なお、処分に要する費用は、標準単価に含んでいるが、産業廃棄物税については含

まれていないので、別途考慮すること。 

 

（２）高視認性区画線工 

①  区画線消去に伴う削りかすの処分については、廃棄物の処理及び清掃に関する法律により適正に処

理するものとする。なお、処分に要する費用は、標準単価に含んでいるが、産業廃棄物税については含

まれていないので、別途考慮すること。 

 

（３）橋梁塗装工 

① 工場塗装工については「第Ⅳ編第７章②橋梁塗装工（工場塗装及び塗装前処理）」により積算するも

のとする。 

② 橋梁塗替塗装の素地調整で発生するケレンかすの処分については、廃棄物処理及び清掃に関する

法律により適正に処理するものとする。 

また、残塗料及び空缶等の処分に要する費用は共通仮設費（準備費）に含まれる。 
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⑥ 市場単価全般について 
 

 

１  加算率（施工規模）について、変更時に数量の増減・工種の追加等により加算率が変わる場合は、 加算

率を変更するものとする。 
 

 

２  市場単価を運用できない範囲において、特別調査等別途考慮するものは、設計計上資材単価決定要領

によること。 
 

 

３  市場単価の工程算出については、基準書第Ⅰ編第 12 章⑤市場単価の１日当たり標準施工量により算出

するものとする。 
 

 

４  通常勤務すべき時間帯（８時～１７時）を変更して、作業時間が夜間（２０時～６時）にかかる場合は、市場

単価の中で補正を設定しているので、労務費の調整係数は１.０とする。 

なお、１日の作業時間を制限する場合においても、同様の扱いとする。 

 

５  適用範囲や加算率等の考え方については、「基準書第Ⅵ編土木工事標準単価・市場単価」、「土木コスト

情報各工種のよくあるお問い合わせ」及び「土木施工単価の解説」を参照すること。 
 

 

６ 各工種の運用 

（１）インターロッキングブロック工 

①  一般的構造断面で施工する場合に部分的にあるハンドホールや蓋部の施工についても市場単価が

適用できる。また、この場合ブロックを薄いもので施工することとなるが、使用するブロックは一般部の厚

さで計上すること（数量を区分する必要はない）。なお、キャブの蓋に連続して設置または撤去する場合

は市場単価が適用できない。 

 

（２）－１ 防護柵設置工（ガードレール、ガードパイプ、横断・転落防止柵） 

① 各防護柵の土中建込は、建込方法（機械建込・人力建込）を問わず適用できる。 

（２）－２ 防護柵設置工（落石防護柵、落石防止網） 

①  落石防護柵について 

排土工（除石開閉口）の有無にかかわらず市場単価が適用できる。なお、排土口部の支柱設置は、

端末支柱に類似した支柱構造であれば、端末支柱設置が適用できる。但し、排土口部の支柱構造を

これ以外に指定する場合は、支柱構造により別途積み上げ計上すること。 

②  落石防止網について 

   落石防止網の撤去は市場単価では適用できないので、別途見積等によること。 

 

（３）法面工（モルタル吹付工、コンクリート吹付工、植生基材吹付工、客土吹付工、種子散布工、 植生マット工、

繊維ネット工、植生シート工、植生筋工、筋芝工、張芝工、枠内吹付工（モルタル・コンクリート・植生基材

吹付工）、吹付法枠工） 

① モルタル吹付工、コンクリート吹付工で水抜パイプ、土砂流出防止網及び目地材の有無によらず適

用でき、その材料費を計上する必要はない。 

② 客土等吹付材料、種子散布工の種子は、気候、風土等により適する材料が異なるので採用にあたっ

ては十分注意すること。なお、市場単価が適用できる種子は「基準書第Ⅵ編市場単価 第２章⑥－１

法面工」の表２．６「主体種子」に限定されるため、これ以外の種子を主体に使用する場合は別途考慮

すること。 

③ モルタル吹付工 

１） モルタル吹付工の配合は、セメント１：砂４を標準とする。 

２） モルタル吹付は、土圧などの外力に抵抗できるものではないが、法面全体が均質でなく、気象によ

る変化もあるので、クラック防止等のためにラスを挿入することを原則とする。 

④ 吹付枠工  

１） 吹付材料の配合 

市場単価では、コンクリート・モルタルの区分及び配合の仕様は問わず適用できるが、現地の施工
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にあたっては、モルタル吹付を標準とする。 

⑤ 植生シート工における環境品（「循環型」及び「分解（腐食）型」）の主な製品は下表のと おり。 

植生シート（肥料袋無・環境品） 
 

タ イ プ 製 品 名 

循環型 ハリシバモック、張りウッド 

分解（腐食）型 ペパール 
 

 

（４）橋梁付属物工（橋梁用伸縮継手装置設置工、橋梁用埋設型伸縮継手装置設置工） 

① 橋梁用伸縮継手設置工における新設の市場単価は先付工法を問わず適用できるが、選択した工法

により、発生する廃材の運搬及び処分費を計上すること。 

 

（５）薄層カラー舗装 

① 加算率（施工規模）については、一工事の各工区（工種）ごとの数量により判定する。 

 

（６）道路標識設置工 

① 加算率（施工規模）については、一工事の各工区（工種）ごとの施工量により判定する。 

② 単柱等の取付金具について（市場単価・標識板設置）路線番号・警戒標識等の取付金具は一般的

にＵバンド、Ｍ型バンドの二種類である。Ｕ型は単柱とか複柱の取付金具であり、Ｍ型は一本の支柱の

両面板を取り付ける場合に使用するものとする。 

Ｕ型バンド  

標識１枚当たりの組数は下記による。 

φ76.3 以下････････････････････････ ２組  

φ89.1（２倍以上）･･････････････････ ３組  

φ89.1（1.6 倍以下）････････････････ ２組 

③  取付金具の単価について  

補助案内板や既製品標識板を計上する場合の取付金具の材料単価は物価資料等によること。 

 

（７）道路付属物設置工 

① 加算率（施工規模）については、一工事の各工区（工種）ごとの施工量により判定する。 
 

（８）軟弱地盤処理工（サンドドレーン工、サンドコンパクションパイル工） 

① サンドドレーン工、サンドコンパクションパイル工に使用する砂の種類は「道路土工－軟弱地盤対策

工指針」による。 
 

（９）鉄筋挿入工（ロックボルト工） 

① 加算率（施工規模）については、一工事の現場条件Ⅰ～Ⅲそれぞれの施工数量で判断する。 

 

 

 

 



 

 

 

 

第Ⅸ編 機械設備 
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第１章 一般共通 

 

土木工事標準積算基準書（機械編）の「基準の解説」について、以下のとおり適用する。 

 

６ 材料費等の価格等の取扱い 

 材料費等の決定方法は、土木工事標準積算基準書（山口県運用版）第Ⅰ編 第１章の「設

計計上資材単価決定要領」による。 

 

７ 随意契約方式により工事を発注する場合の共通仮設費，現場管理費，設計技術費及び一

般管理費等の調整 

 土木工事標準積算基準書（山口県運用版）第Ⅰ編 第４章による。 

 

11 施工箇所が点在する工事の積算について 

 土木工事標準積算基準書（山口県運用版）第Ⅰ編 第 11章による。 

 

 

 



 

 

 

 

第Ⅹ編 港 湾 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

第１部 

港湾土木請負工事積算基準 
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第１章 総 則 

 

 １節 総 則 

 

    本積算基準は、港湾課所管事業に適用するものとする。港湾課所管事業以外に適用する場合

は、当該事業所管課に確認をすること。 

本積算基準は、「港湾編請負工事積算基準 国土交通省港湾局」を補足するものである。た

だし、重複して記載のある項目については、原則として本積算基準を使用するものとする。 

 

  １．実施設計書・図面等の作成上の注意事項 

 

   1-(1) 測量方法 

 

   1-(1)-1 起終点の設定法 

 

    1)  陸より海に突出している防波堤、突堤、防砂堤、導流堤等は陸側を起点とし、海側を 

      終点とする。 

 

    2） 陸と離れて海上にある防波堤等は陸より海に向いて左側を起点とし、右側を終点とす 

      る。 

 

    3） 岸壁、物揚場および護岸等は陸より海に向いて左側を起点とし、右側を終点とする。 

      ただし、主施設の取付となっている護岸は、主施設の（終）点を起点とする。 

 

    4） 河川、運河を横断する橋りょう、水門、こう門等の施設については、上流または奥地 

      より海に向いて左側を起点とし、右側を終点とする。 

 

   1-(1)-2 縦横断の測量法 

 

    横断面図は起点より終点方向へ向って作図する。 

 

    1）防波堤、導流堤、防砂堤、突堤 

 

      縦断方向の基準線は防波堤等の上部工を中心とし、その測点間隔は原則として 10～20m 

     とするが、断面等の変化が大きい個所がある場合は、変化する個所ごとに中間点を設ける。 

      また、横断方向の測点間隔は 2～5m とする。 

 

    2）岸壁、物揚場 

 

      縦断方向の基準線は岸壁等の上部工の前面を法線とし、その測点間隔は原則として 10～ 

     20m とするが、断面等の変化が大きい個所がある場合は、変化する個所ごとに中間点を設 

     ける。 

      また、横断方向の測点間隔は 2～5m とする。 

 

    3）護岸、堤防等 

 

      測点間隔は原則として 20～50m とするが、断面等の変化が大きい個所がある場合は変化 

     する個所ごとに中間点を設ける。 

      また、横断方向の測点間隔は 2～5m とする。 

 

 

 

   1-(2) ブロックについて 

 

     1) 消波工の発注について 

       消波工を発注する際には、設計図書に施工方法（層積 or 乱積）を明記し、施工管理 

      を行うこと。 

 

 



Ⅹ‐2 
 

     2) ブロックの製作・仮置・据付 

       ブロックの製作、仮置、据付は年次別表を添付し、過年度施工、当該年度分を明確に 

      する。 

 

 

        （例） 

 

 

 

 

名称 

 

   全 体 前年度 今年度 次年度  

 摘 要 

 

製

作 

仮

置 

据

付 

製

作 

仮

置 

据

付 

製

作 

仮

置 

据

付 

製

作 

仮

置 

据

付 

Ａ型  30  30  30   5   0   0  10  15  15  15  15  15    25.2t 

Ｂ型  25  25  25   5   0   0  10  10  10   5  15  15  19.0t 

 

 

           3) 図面の着色について 

       縦断図は次の様式で製作、仮置、据付を明らかにし、過年度施工（前年度を除く）は 

      黒、前年度は黄、当年度は赤、翌年度以降は青で着色のこと。 
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  ２．設計書の作成要領 

 

   2-(1) 設計書の記入例 

 

    設計書は、本工事費内訳表・工種明細表・科目内訳表・施工代価表により構成し、記入要領 

   は下記によることとする。 

    本工事費内訳表に記載する項目は、費目（レベル０）及び部位区分（レベル１）、大区  

   分（レベル２）とし、中区分（レベル３）以下については、工種明細表以下に記載するも  

   のとする。 

 

         （例） 

                     本 工 事 費 内 訳 表 

名称・規格など 数量 単位 単 価 金 額 備 考 
本工事費 
 （○○費） 

 
 

 
 

 
 

 
 

X1000 
 

 航路・泊地工 
 

 
 

 
一式 

 
 

 
******** 

Y1*** 
 

  浚渫工 
 

 
１ 

 
一式 

 
******* 

 
******** 

Y2*** 
明第*****表 

  土捨工 
 

 
１ 

 
一式 

 
******* 

 
******** 

Y2*** 
明第*****表 

 上部工 
 

 
 

 
一式 

 
 

 
 

Y1*** 
 

    上部コンクリート工 
 

 
１ 

 
一式 

 
******* 

 
******** 

Y2*** 
明第*****表 

       
                                                  … 

      
直接工事費 
 

 
 

 
 

 
 

 
******** 

 
 

 事業損失防止施設費 
 

 
 

 
 

 
 

 
******** 

Z*** 
 

  （積み上げによる加算額） 
 

 
１ 

 
一式 

 
******* 

 
******** 

Y2*** 
明第*****表 

 回航費 
 

 
 

 
 

 
 

 
******** 

Z*** 
 

  （積み上げによる加算額） 
 

 
１ 

 
一式 

 
******* 

 
******** 

Y2*** 
明第*****表 

      
                                                … 

      
 共通仮設費（率分） 
 

 
 

 
 

 
 

 
******** 

 
 

共通仮設費計 
 

 
 

 
 

 
 

 
******** 

 
 

純工事費計 
 

 
 

 
 

 
 

 
******** 

 
 

現場管理費 
 

 
 

 
 

 
 

 
******** 

 
 

工事原価計 
 

 
 

 
 

 
 

 
******** 

 
 

一般管理費（率分） 
 

 
 

 
 

 
 

 
******** 

 
 

契約保証費 
 

 
 

 
 

 
 

 
******** 

 
 

一般管理費計 
 

 
 

 
 

 
 

 
******** 

 
 

工事価格 
 

 
 

 
 

 
 

 
******** 

 
 

消費税相当額 
 

 
 

 
 

 
 

 
******** 

 
 

工事費計 
 

 
 

 
 

 
 

 
******** 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

本工事費 
 （○×費） 

 
 

 
 

 
 

 
******** 

X*000 
 

 航路・泊地工 
 

 
 

 
一式 

 
 

 
******** 

Y1*** 
 

  浚渫工 
 

 
     １ 

 
一式 

 
******* 

 
******** 

Y2*** 
明第*****表 

      
                                                … 

      
工事費計 
 

 
 

 
 

 
 

 
******** 
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本工事費 
 （××費） 

 
 

 
 

 
 

 
******** 

X*000 
 

      
                                                … 

         鋼矢板工        工種明細表                          明第*****表 

名称・規格など 数量 単位 単 価 金 額 備 考 
導材工 
  

 
 

 
一式 

 
 

 
 

Y3*** 
 

 導材設置撤去 
 

 
*** 

 
組 

 
******* 

 
******** 

S**** 
単第*****表 

鋼矢板準備工 
 

 
      

 
一式 

 
  

 
******** 

Y3*** 
 

 鋼矢板準備 
 

 
     

 
一式 

 
  

 
******** 

Y4*** 
 

  鋼矢板材料 
 

 
*** 

 
一式 

 
******* 

 
******** 

S**** 
単第*****表 

  鋼矢板荷下ろし 
 

 
*** 

 
毎 

 
******* 

 
******** 

S**** 
単第*****表 

 鋼矢板運搬 
 

 
    

 
一式 

 
    

 
******** 

Y4*** 
 

       
                                              … 
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   2-(2) 合併施工及び合冊工事にかかる精算額の算出 

 

     合併施工及び合冊工事の精算額算出における、各事業（各施設費目）の経費負担額は、１ 

    円単位で算出するものとする。ただし、端数処理にあたっては、補助率の高い事業（施設費 

    目）の端数を切り捨てるものとする。 

 

    （端数処理の例） 

     ・「補助事業」と「単独事業」 → 「補助事業」の端数を切り捨て 

           例１                                                     （単位：円、消費税含む） 

   請負額  

（精算額） 

設計額 算 式 

全体設計額 

 

 補助事業分 

 

 

 単独事業分 

 

    16,170,000 

 

    14,921,114 

 

 

     1,248,886 

 

    16,327,500 

 

    15,066,450 

 

 

     1,261,050 

 

 

 

(16,170,000×15,066,450) 

  ÷16,327,500 ≒ 14,921,114 

 

16,170,000－14,921,114 

   ＝ 1,248,886 

          ※設計額の算出は各事業（施設）ごとに積算し、諸経費は同時按分する。 

 

 

          ・同一補助事業で、補助率が複数ある場合（補助率の異なる事業どうしも同様） 

       → 補助率が高いものから端数を切捨て、最も補助率の少ないものの端数を切り上げ 

 

           例２                                                     （単位：円、消費税含む） 

   請負額  

（精算額） 

設計額 算 式 

全体設計額 

 

 施設Ａ費 

（補助率１／２） 

 

 施設Ｂ費 

（補助率１／３） 

    16,170,000 

 

    14,921,114 

 

 

     1,248,886 

 

    16,327,500 

 

    15,066,450 

 

 

     1,261,050 

 

 

 

(16,170,000×15,066,450) 

  ÷16,327,500 ≒ 14,921,114 

 

16,170,000－14,921,114 

   ＝ 1,248,886 

          ※設計額の算出は各事業（施設）ごとに積算し、諸経費は同時按分する。 

 

 

           例３                                                     （単位：円、消費税含む） 

   請負額  

（精算額） 

設計額 算 式 

全体設計額 

 

 施設Ａ費 

 （補助率5／10） 

 

 施設Ｂ費 

 （補助率4／10） 

 

  単独費 

 

    16,800,000 

 

    14,945,021 

 

 

     1,250,886 

 

 

       604,093 

 

   16,936,500 

 

   15,066,450 

 

 

    1,261,050 

 

 

      609,000 

 

 

 

(16,800,000×15,066,450) 

  ÷16,936,500 ≒ 14,945,021 

 

(16,800,000×1,261,050) 

   ÷16,936,500 ≒ 1,250,886 

 

16,800,000-14,945,021-1,250,88

6 

   ＝ 604,093 

          ※設計額の算出は各事業（施設）ごとに積算し、諸経費は同時按分する。 
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  ３．工事価格 

 

     工事価格は、1,000 円単位とする。工事価格の 1,000 円単位での調整は、一般管理費等で

行うものとし、一般管理費等の計算額より、端数処理前の工事価格の 1,000 円未満の金額を

除いた額を計上する。 

 

 

 

  ４．設計変更 

 

     設計変更時の積算については、土木工事標準積算基準書（山口県運用版）第Ⅰ編 第 13 章 

設計変更による。 

 

 

 

  ５．金抜設計書作成上の注意事項 

 

    ・材料割増率、浚渫の余堀等の表示方法 

基礎捨石、裏込捨石、置換え砂等の割増を含めない純捨石量等及び、浚渫の余堀を含めな

い純土量等は施工計画書に明示すること。 

浚渫工の図面には余堀線を表示しない 

 

 

 

  ６．空港土木工事について 

 

    ①歩掛及び施工管理の取扱い 

空港関係の歩掛及び施工管理については、必要に応じて以下によるものとする。 

     ・令和８年度版 空港請負工事積算基準（R8.4） 国土交通省航空局 

     ・空港土木工事共通仕様書 国土交通省航空局 

     

②歩掛及び施工管理の取扱い 

適用する「歩掛・施工パッケージ」「経費基準」の年度を記載すること。 

 

 ◇積算条件書への記載例◇ 

  本工事の積算は「令和○年度 土木工事標準積算基準書」を適用していますが、 

  経費基準については「令和○年度版 空港請負工事積算基準（国土交通省）」を適用

しています。 

 

 

 

  ７．各港の潮位 
 

     設計、積算に使用する各港の潮位については、「各港潮位表」のとおりとする。 



-2.00

-1.00

+0.00

+1.00

+2.00

+3.00

+6.00

+5.00

+4.00

-3.00

設計高潮位(H.H.W.L) +4.40

高潮警報潮位 +2.80

高潮注意報潮位 +2.30

設計津波潮位(L1津波高) +2.76

L2津波高(参考) +3.70

朔望平均満潮位 +1.80

平均満潮面 +1.21

東京湾平均海面(T.P.) +0.00
平均水面 -0.05

平均干潮面 -1.21

朔望平均干潮面 -2.00

基本水準面(C.D.L) -2.15

埴生港

基準 T.P.(m) C.D.L(m)

設計高潮位(H.H.W.L) 4.40 6.55

既往最高潮位 不明 不明

高潮警報潮位 2.80 4.95

高潮注意報潮位 2.30 4.45

L2津波高(参考) 3.70 5.85

設計津波潮位(L1津波高) 2.76 4.91

朔望平均満潮位 1.80 3.95

平均満潮面 1.21 3.36

東京湾平均海面 0.00 2.15

平均水面 -0.05 2.10

平均干潮面 -1.21 0.94

朔望平均干潮面 -2.00 0.15

基本水準面 -2.15 0.00

既往最低潮位 不明 不明

【T.P.(m)】

-2.00

-1.00

+0.00

+1.00

+2.00

+3.00

+6.00

+5.00

+4.00

-3.00

設計高潮位(H.H.W.L) +4.42

高潮警報潮位 +2.80

高潮注意報潮位 +2.40

設計津波潮位(L1津波高) +2.76

L2津波高(参考) +3.80

朔望平均満潮位 +1.88

平均満潮面 +1.23

東京湾平均海面(T.P.) +0.00

平均水面 +0.08

平均干潮面 -0.94

朔望平均干潮面 -1.96

基本水準面(C.D.L) -2.02

下関港 ※下関市港湾局所管

基準 T.P.(m) C.D.L(m)

設計高潮位(H.H.W.L) 4.42 6.44

既往最高潮位(1999.9.24) 4.08 6.10

高潮警報潮位 2.80 4.82

高潮注意報潮位 2.40 4.42

L2津波高(参考) 3.80 5.82

設計津波潮位(L1津波高) 2.76 4.78

朔望平均満潮位 1.88 3.90

平均満潮面 1.23 3.25

東京湾平均海面 0.00 2.02

平均水面 0.08 2.10

平均干潮面 -0.94 -1.08

朔望平均干潮面 -1.96 0.06

基本水準面 -2.02 0.00

既往最低潮位(1984.2.18) -2.73 -0.71

【T.P.(m)】

既往最高潮位 +4.08

既往最低潮位 -2.73

-2.00

-1.00

+0.00

+1.00

+2.00

+3.00

+6.00

+5.00

+4.00

-3.00

設計高潮位(H.H.W.L) +4.19

高潮警報潮位 +2.80

高潮注意報潮位 +2.30

設計津波潮位(L1津波高) +2.76

L2津波高(参考) +3.70

朔望平均満潮位 +1.79

平均満潮面 +1.20

東京湾平均海面(T.P.) +0.00
平均水面 -0.06

平均干潮面 -1.22

朔望平均干潮面 -2.01

基本水準面(C.D.L) -2.16

厚狭港

基準 T.P.(m) C.D.L(m)

設計高潮位(H.H.W.L) 4.19 6.35

既往最高潮位 不明 不明

高潮警報潮位 2.80 4.96

高潮注意報潮位 2.30 4.46

L2津波高(参考) 3.70 5.86

設計津波潮位(L1津波高) 2.76 4.92

朔望平均満潮位 1.79 3.95

平均満潮面 1.20 3.36

東京湾平均海面 0.00 2.16

平均水面 -0.06 2.10

平均干潮面 -1.22 0.94

朔望平均干潮面 -2.01 0.15

基本水準面 -2.16 0.00

既往最低潮位 不明 不明

【T.P.(m)】

-2.00

-1.00

+0.00

+1.00

+2.00

+3.00

+6.00

+5.00

+4.00

-3.00

設計高潮位(H.H.W.L) +4.31

高潮警報潮位 +2.80

高潮注意報潮位 +2.40

設計津波潮位(L1津波高) +2.76

L2津波高(参考) +3.80

朔望平均満潮位 +1.81

平均満潮面 +1.23

東京湾平均海面(T.P.) +0.00
平均水面 -0.01

平均干潮面 -1.21

朔望平均干潮面 -2.04

基本水準面(C.D.L) -2.11

下関港 ※下関市港湾局所管を除く

基準 T.P.(m) C.D.L(m)

設計高潮位(H.H.W.L) 4.31 6.42

既往最高潮位(1999.9.24) 4.08 6.19

高潮警報潮位 2.80 4.91

高潮注意報潮位 2.40 4.51

L2津波高(参考) 3.80 5.91

設計津波潮位(L1津波高) 2.76 4.87

朔望平均満潮位 1.81 3.92

平均満潮面 1.23 3.34

東京湾平均海面 0.00 2.11

平均水面 -0.01 2.10

平均干潮面 -1.21 0.90

朔望平均干潮面 -2.04 0.07

基本水準面 -2.11 0.00

既往最低潮位(1984.2.18) -2.73 -0.62

【T.P.(m)】

既往最高潮位 +4.08

既往最低潮位 -2.73
Ⅹ-7



-2.00

-1.00

+0.00

+1.00

+2.00

+3.00

+6.00

+5.00

+4.00

-3.00

設計高潮位(H.H.W.L) +3.72

高潮警報潮位 +2.70

高潮注意報潮位 +2.20

設計津波潮位(L1津波高) +2.56

L2津波高(参考) +3.20

朔望平均満潮位 +1.62

平均満潮面 +1.08

東京湾平均海面(T.P.) +0.00
平均水面 -0.03

平均干潮面 -0.95

朔望平均干潮面 -1.68

基本水準面(C.D.L) -2.03

丸尾港

基準 T.P.(m) C.D.L(m)

設計高潮位(H.H.W.L) 3.72 5.75

既往最高潮位 不明 不明

高潮警報潮位 2.70 4.73

高潮注意報潮位 2.20 4.23

L2津波高(参考) 3.20 5.23

設計津波潮位(L1津波高) 2.56 4.59

朔望平均満潮位 1.62 3.65

平均満潮面 1.08 3.11

東京湾平均海面 0.00 2.03

平均水面 -0.03 2.00

平均干潮面 -0.95 1.08

朔望平均干潮面 -1.68 0.35

基本水準面 -2.03 0.00

既往最低潮位 不明 不明

【T.P.(m)】

-2.00

-1.00

+0.00

+1.00

+2.00

+3.00

+6.00

+5.00

+4.00

-3.00

設計高潮位(H.H.W.L) +4.18

高潮警報潮位 +2.80

高潮注意報潮位 +2.30

設計津波潮位(L1津波高) +2.76

L2津波高(参考) +3.40

朔望平均満潮位 +1.78

平均満潮面 +1.19

東京湾平均海面(T.P.) +0.00
平均水面 -0.07

平均干潮面 -1.23

朔望平均干潮面 -2.02

基本水準面(C.D.L) -2.17

小野田港

基準 T.P.(m) C.D.L(m)

設計高潮位(H.H.W.L) 4.18 6.35

既往最高潮位(1999.10.26) 2.21 4.38

高潮警報潮位 2.80 4.97

高潮注意報潮位 2.30 4.47

L2津波高(参考) 3.40 5.57

設計津波潮位(L1津波高) 2.76 4.93

朔望平均満潮位 1.78 3.95

平均満潮面 1.19 3.36

東京湾平均海面 0.00 2.17

平均水面 -0.07 2.10

平均干潮面 -1.23 0.94

朔望平均干潮面 -2.02 0.15

基本水準面 -2.17 0.00

既往最低潮位(1999.12.25) -2.64 -0.47

【T.P.(m)】
既往最低潮位 -2.64

既往最高潮位 +2.21

-2.00

-1.00

+0.00

+1.00

+2.00

+3.00

+6.00

+5.00

+4.00

-3.00

設計高潮位(H.H.W.L) +4.12

高潮警報潮位 +2.80

高潮注意報潮位 +2.30

設計津波潮位(L1津波高) +2.56

L2津波高(参考) +3.20

朔望平均満潮位 +1.62

平均満潮面 +1.08

東京湾平均海面(T.P.) +0.00
平均水面 -0.03

平均干潮面 -0.95

朔望平均干潮面 -1.68

基本水準面(C.D.L) -2.03

山口港

基準 T.P.(m) C.D.L(m)

設計高潮位(H.H.W.L) 4.12 6.15

既往最高潮位 不明 不明

高潮警報潮位 2.80 4.83

高潮注意報潮位 2.30 4.33

L2津波高(参考) 3.20 5.23

設計津波潮位(L1津波高) 2.56 4.59

朔望平均満潮位 1.62 3.65

平均満潮面 1.08 3.11

東京湾平均海面 0.00 2.03

平均水面 -0.03 2.00

平均干潮面 -0.95 1.08

朔望平均干潮面 -1.68 0.35

基本水準面 -2.03 0.00

既往最低潮位 不明 不明

【T.P.(m)】

-2.00

-1.00

+0.00

+1.00

+2.00

+3.00

+6.00

+5.00

+4.00

-3.00

設計高潮位(H.H.W.L) +3.85

高潮警報潮位 +2.70

高潮注意報潮位 +2.20

設計津波潮位(L1津波高) +2.35

L2津波高(参考) +2.90

朔望平均満潮位 +1.75

平均満潮面 +1.18

東京湾平均海面(T.P.) +0.00
平均水面 -0.01

平均干潮面 -1.16

朔望平均干潮面 -1.95

基本水準面(C.D.L) -2.11

宇部港

基準 T.P.(m) C.D.L(m)

設計高潮位(H.H.W.L) 3.85 5.96

既往最高潮位(1999.9.24) 3.62 5.73

高潮警報潮位 2.70 4.81

高潮注意報潮位 2.20 4.31

L2津波高(参考) 2.90 5.01

設計津波潮位(L1津波高) 2.35 4.46

朔望平均満潮位 1.75 3.86

平均満潮面 1.18 3.29

東京湾平均海面 0.00 2.11

平均水面 -0.01 2.10

平均干潮面 -1.16 0.95

朔望平均干潮面 -1.95 0.16

基本水準面 -2.11 0.00

既往最低潮位(1983.1.1) -2.56 -0.45

【T.P.(m)】

既往最低潮位 -2.56

既往最高潮位 +3.62

Ⅹ-8



-2.00

-1.00

+0.00

+1.00

+2.00

+3.00

+6.00

+5.00

+4.00

-3.00

設計高潮位(H.H.W.L) +3.76

高潮警報潮位 +2.80

高潮注意報潮位 +2.30

設計津波潮位(L1津波高) +2.23

L2津波高(参考) +3.20

朔望平均満潮位 +1.56

平均満潮面 +1.04

東京湾平均海面(T.P.) +0.00
平均水面 -0.04

平均干潮面 -0.93

朔望平均干潮面 -1.64

基本水準面(C.D.L) -1.94

青江港

基準 T.P.(m) C.D.L(m)

設計高潮位(H.H.W.L) 3.76 5.70

既往最高潮位 不明 不明

高潮警報潮位 2.80 4.74

高潮注意報潮位 2.30 4.24

L2津波高(参考) 3.20 5.14

設計津波潮位(L1津波高) 2.23 4.17

朔望平均満潮位 1.56 3.50

平均満潮面 1.04 2.98

東京湾平均海面 0.00 1.94

平均水面 -0.04 1.90

平均干潮面 -0.93 1.01

朔望平均干潮面 -1.64 0.30

基本水準面 -1.94 0.00

既往最低潮位 不明 不明

【T.P.(m)】

-2.00

-1.00

+0.00

+1.00

+2.00

+3.00

+6.00

+5.00

+4.00

-3.00

設計高潮位(H.H.W.L) +3.82

高潮警報潮位 +2.80

高潮注意報潮位 +2.30

設計津波潮位(L1津波高) +2.56

L2津波高(参考) +3.20

朔望平均満潮位 +1.62

平均満潮面 +1.08

東京湾平均海面(T.P.) +0.00
平均水面 -0.03

平均干潮面 -0.95

朔望平均干潮面 -1.68

基本水準面(C.D.L) -2.03

山口東港

基準 T.P.(m) C.D.L(m)

設計高潮位(H.H.W.L) 3.82 5.85

既往最高潮位 不明 不明

高潮警報潮位 2.80 4.83

高潮注意報潮位 2.30 4.33

L2津波高(参考) 3.20 5.23

設計津波潮位(L1津波高) 2.56 4.59

朔望平均満潮位 1.62 3.65

平均満潮面 1.08 3.11

東京湾平均海面 0.00 2.03

平均水面 -0.03 2.00

平均干潮面 -0.95 1.08

朔望平均干潮面 -1.68 0.35

基本水準面 -2.03 0.00

既往最低潮位 不明 不明

【T.P.(m)】

-2.00

-1.00

+0.00

+1.00

+2.00

+3.00

+6.00

+5.00

+4.00

-3.00

設計高潮位(H.H.W.L) +4.02

高潮警報潮位 +3.20

高潮注意報潮位 +2.70

設計津波潮位(L1津波高) +2.23

L2津波高(参考) +3.00

朔望平均満潮位 +1.54

平均満潮面 +1.02

東京湾平均海面(T.P.) +0.00
平均水面 -0.06

平均干潮面 -0.95

朔望平均干潮面 -1.66

基本水準面(C.D.L) -1.86

三田尻中関港

基準 T.P.(m) C.D.L(m)

設計高潮位(H.H.W.L) 4.02 5.88

既往最高潮位(1999.9.24) 2.96 4.82

高潮警報潮位 3.20 5.06

高潮注意報潮位 2.70 4.56

L2津波高(参考) 3.00 4.86

設計津波潮位(L1津波高) 2.23 4.09

朔望平均満潮位 1.54 3.40

平均満潮面 1.02 2.88

東京湾平均海面 0.00 1.86

平均水面 -0.06 1.80

平均干潮面 -0.95 0.91

朔望平均干潮面 -1.66 0.20

基本水準面 -1.86 0.00

既往最低潮位(1986.1.11) -2.27 -0.41

【T.P.(m)】

既往最低潮位 -2.27

既往最高潮位 +2.96

-2.00

-1.00

+0.00

+1.00

+2.00

+3.00

+6.00

+5.00

+4.00

-3.00

設計高潮位(H.H.W.L) +4.01

高潮警報潮位 +2.80

高潮注意報潮位 +2.30

設計津波潮位(L1津波高) +2.56

L2津波高(参考) +3.20

朔望平均満潮位 +1.61

平均満潮面 +1.07

東京湾平均海面(T.P.) +0.00
平均水面 -0.04

平均干潮面 -0.96

朔望平均干潮面 -1.69

基本水準面(C.D.L) -2.04

秋穂港

基準 T.P.(m) C.D.L(m)

設計高潮位(H.H.W.L) 4.01 6.05

既往最高潮位 不明 不明

高潮警報潮位 2.80 4.84

高潮注意報潮位 2.30 4.34

L2津波高(参考) 3.20 5.24

設計津波潮位(L1津波高) 2.56 4.60

朔望平均満潮位 1.61 3.65

平均満潮面 1.07 3.11

東京湾平均海面 0.00 2.04

平均水面 -0.04 2.00

平均干潮面 -0.96 1.08

朔望平均干潮面 -1.69 0.35

基本水準面 -2.04 0.00

既往最低潮位 不明 不明

【T.P.(m)】Ⅹ-9



-2.00

-1.00

+0.00

+1.00

+2.00

+3.00

+6.00

+5.00

+4.00

-3.00

設計高潮位(H.H.W.L) +3.60

高潮警報潮位 +2.80

高潮注意報潮位 +2.30

設計津波潮位(L1津波高) +2.43

L2津波高(参考) +3.50

朔望平均満潮位 +1.47

平均満潮面 +0.98

東京湾平均海面(T.P.) +0.00

平均水面 -0.05

平均干潮面 -0.91

朔望平均干潮面 -1.57

基本水準面(C.D.L) -1.85

徳山下松港（ 光）

基準 T.P.(m) C.D.L(m)

設計高潮位(H.H.W.L) 3.60 5.45

既往最高潮位 不明 不明

高潮警報潮位 2.80 4.65

高潮注意報潮位 2.30 4.15

L2津波高(参考) 3.50 5.35

設計津波潮位(L1津波高) 2.43 4.28

朔望平均満潮位 1.47 3.32

平均満潮面 0.98 2.83

東京湾平均海面 0.00 1.85

平均水面 -0.05 1.80

平均干潮面 -0.91 0.94

朔望平均干潮面 -1.57 0.28

基本水準面 -1.85 0.00

既往最低潮位 不明 不明

【T.P.(m)】

-2.00

-1.00

+0.00

+1.00

+2.00

+3.00

+6.00

+5.00

+4.00

-3.00

設計高潮位(H.H.W.L) +3.90

高潮警報潮位 +3.00

高潮注意報潮位 +2.50

設計津波潮位(L1津波高) +2.31

L2津波高(参考) +3.50

朔望平均満潮位 +1.49

平均満潮面 +0.99

東京湾平均海面(T.P.) +0.00

平均水面 -0.06

平均干潮面 -0.94

朔望平均干潮面 -1.61

基本水準面(C.D.L) -1.86

徳山下松港（ 徳山）

基準 T.P.(m) C.D.L(m)

設計高潮位(H.H.W.L) 3.90 5.76

既往最高潮位(1991.9.27) 2.81 4.67

高潮警報潮位 3.00 4.86

高潮注意報潮位 2.50 4.36

L2津波高(参考) 3.50 5.36

設計津波潮位(L1津波高) 2.31 4.17

朔望平均満潮位 1.49 3.35

平均満潮面 0.99 2.85

東京湾平均海面 0.00 1.86

平均水面 -0.06 1.80

平均干潮面 -0.94 0.92

朔望平均干潮面 -1.61 0.25

基本水準面 -1.86 0.00

既往最低潮位(1995.12.25) -2.03 -0.17

【T.P.(m)】

既往最低潮位 -2.03

既往最高潮位 +2.81

-2.00

-1.00

+0.00

+1.00

+2.00

+3.00

+6.00

+5.00

+4.00

-3.00

設計高潮位(H.H.W.L) +3.47

高潮警報潮位 +2.50

高潮注意報潮位 +2.00

設計津波潮位(L1津波高) +2.43

L2津波高(参考) +3.80

朔望平均満潮位 +1.42

平均満潮面 +0.95

東京湾平均海面(T.P.) +0.00

平均水面 -0.04

平均干潮面 -0.87

朔望平均干潮面 -1.50

基本水準面(C.D.L) -1.74

平生港

基準 T.P.(m) C.D.L(m)

設計高潮位(H.H.W.L) 3.47 5.21

既往最高潮位 不明 不明

高潮警報潮位 2.50 4.24

高潮注意報潮位 2.00 3.74

L2津波高(参考) 3.80 5.54

設計津波潮位(L1津波高) 2.43 4.17

朔望平均満潮位 1.42 3.16

平均満潮面 0.95 2.69

東京湾平均海面 0.00 1.74

平均水面 -0.04 1.70

平均干潮面 -0.87 0.87

朔望平均干潮面 -1.50 0.24

基本水準面 -1.74 0.00

既往最低潮位 不明 不明

【T.P.(m)】

-2.00

-1.00

+0.00

+1.00

+2.00

+3.00

+6.00

+5.00

+4.00

-3.00

設計高潮位(H.H.W.L) +3.90

高潮警報潮位 +2.70

高潮注意報潮位 +2.20

設計津波潮位(L1津波高) +2.43

L2津波高(参考) +3.20

朔望平均満潮位 +1.52

平均満潮面 +1.01

東京湾平均海面(T.P.) +0.00

平均水面 -0.06

平均干潮面 -0.96

朔望平均干潮面 -1.64

基本水準面(C.D.L) -1.86

徳山下松港（ 下松）

基準 T.P.(m) C.D.L(m)

設計高潮位(H.H.W.L) 3.90 5.76

既往最高潮位 不明 不明

高潮警報潮位 2.70 4.56

高潮注意報潮位 2.20 4.06

L2津波高(参考) 3.20 5.06

設計津波潮位(L1津波高) 2.43 4.29

朔望平均満潮位 1.52 3.38

平均満潮面 1.01 2.87

東京湾平均海面 0.00 1.86

平均水面 -0.06 1.80

平均干潮面 -0.96 0.90

朔望平均干潮面 -1.64 0.22

基本水準面 -1.86 0.00

既往最低潮位 不明 不明

【T.P.(m)】Ⅹ-10



-2.00

-1.00

+0.00

+1.00

+2.00

+3.00

+6.00

+5.00

+4.00

-3.00

設計高潮位(H.H.W.L) +3.74

高潮警報潮位 +2.50

高潮注意報潮位 +2.10

設計津波潮位(L1津波高) +2.60

L2津波高(参考) +3.70

朔望平均満潮位 +1.53

平均満潮面 +1.02

東京湾平均海面(T.P.) +0.00

平均水面 -0.04

平均干潮面 -0.93

朔望平均干潮面 -1.61

基本水準面(C.D.L) -1.84

小松港

基準 T.P.(m) C.D.L(m)

設計高潮位(H.H.W.L) 3.74 5.58

既往最高潮位 不明 不明

高潮警報潮位 2.50 4.34

高潮注意報潮位 2.10 3.94

L2津波高(参考) 3.70 5.54

設計津波潮位(L1津波高) 2.60 4.44

朔望平均満潮位 1.53 3.37

平均満潮面 1.02 2.86

東京湾平均海面 0.00 1.84

平均水面 -0.04 1.80

平均干潮面 -0.93 0.91

朔望平均干潮面 -1.61 0.23

基本水準面 -1.84 0.00

既往最低潮位 不明 不明

【T.P.(m)】

-2.00

-1.00

+0.00

+1.00

+2.00

+3.00

+6.00

+5.00

+4.00

-3.00

設計高潮位(H.H.W.L) +3.42

高潮警報潮位 +2.50

高潮注意報潮位 +2.00

設計津波潮位(L1津波高) +2.43

L2津波高(参考) +3.60

朔望平均満潮位 +1.42

平均満潮面 +0.95

東京湾平均海面(T.P.) +0.00

平均水面 -0.04

平均干潮面 -0.87

朔望平均干潮面 -1.50

基本水準面(C.D.L) -1.74

室津港

基準 T.P.(m) C.D.L(m)

設計高潮位(H.H.W.L) 3.42 5.16

既往最高潮位 不明 不明

高潮警報潮位 2.50 4.24

高潮注意報潮位 2.00 3.74

L2津波高(参考) 3.60 5.34

設計津波潮位(L1津波高) 2.43 4.17

朔望平均満潮位 1.42 3.16

平均満潮面 0.95 2.69

東京湾平均海面 0.00 1.74

平均水面 -0.04 1.70

平均干潮面 -0.87 0.87

朔望平均干潮面 -1.50 0.24

基本水準面 -1.74 0.00

既往最低潮位 不明 不明

【T.P.(m)】

-2.00

-1.00

+0.00

+1.00

+2.00

+3.00

+6.00

+5.00

+4.00

-3.00

設計高潮位(H.H.W.L) +3.74

高潮警報潮位 +2.50

高潮注意報潮位 +2.10

設計津波潮位(L1津波高) +2.60

L2津波高(参考) +3.80

朔望平均満潮位 +1.53

平均満潮面 +1.02

東京湾平均海面(T.P.) +0.00

平均水面 -0.04

平均干潮面 -0.93

朔望平均干潮面 -1.61

基本水準面(C.D.L) -1.84

笠佐港

基準 T.P.(m) C.D.L(m)

設計高潮位(H.H.W.L) 3.74 5.58

既往最高潮位 不明 不明

高潮警報潮位 2.50 4.34

高潮注意報潮位 2.10 3.94

L2津波高(参考) 3.80 5.64

設計津波潮位(L1津波高) 2.60 4.44

朔望平均満潮位 1.53 3.37

平均満潮面 1.02 2.86

東京湾平均海面 0.00 1.84

平均水面 -0.04 1.80

平均干潮面 -0.93 0.91

朔望平均干潮面 -1.61 0.23

基本水準面 -1.84 0.00

既往最低潮位 不明 不明

【T.P.(m)】

-2.00

-1.00

+0.00

+1.00

+2.00

+3.00

+6.00

+5.00

+4.00

-3.00

設計高潮位(H.H.W.L) +3.93

高潮警報潮位 +2.50

高潮注意報潮位 +2.10

設計津波潮位(L1津波高) +2.60

L2津波高(参考) +3.80

朔望平均満潮位 +1.53

平均満潮面 +1.02

東京湾平均海面(T.P.) +0.00

平均水面 -0.04

平均干潮面 -0.97

朔望平均干潮面 -1.61

基本水準面(C.D.L) -1.84

柳井港

基準 T.P.(m) C.D.L(m)

設計高潮位(H.H.W.L) 3.93 5.77

既往最高潮位 不明 不明

高潮警報潮位 2.50 4.34

高潮注意報潮位 2.10 3.94

L2津波高(参考) 3.80 5.64

設計津波潮位(L1津波高) 2.60 4.44

朔望平均満潮位 1.53 3.37

平均満潮面 1.02 2.86

東京湾平均海面 0.00 1.84

平均水面 -0.04 1.80

平均干潮面 -0.93 0.91

朔望平均干潮面 -1.61 0.23

基本水準面 -1.84 0.00

既往最低潮位 不明 不明

【T.P.(m)】Ⅹ-11



-2.00

-1.00

+0.00

+1.00

+2.00

+3.00

+6.00

+5.00

+4.00

-3.00

設計高潮位(H.H.W.L) +3.14

高潮警報潮位 +2.50

高潮注意報潮位 +2.10

設計津波潮位(L1津波高) +2.60

L2津波高(参考) +3.30

朔望平均満潮位 +1.44

平均満潮面 +0.94

東京湾平均海面(T.P.) +0.00

平均水面 -0.03

平均干潮面 -0.93

朔望平均干潮面 -1.57

基本水準面(C.D.L) -1.83

沖浦港

基準 T.P.(m) C.D.L(m)

設計高潮位(H.H.W.L) 3.14 4.97

既往最高潮位 不明 不明

高潮警報潮位 2.50 4.33

高潮注意報潮位 2.10 3.93

L2津波高(参考) 3.30 5.13

設計津波潮位(L1津波高) 2.60 4.43

朔望平均満潮位 1.44 3.27

平均満潮面 0.94 2.77

東京湾平均海面 0.00 1.83

平均水面 -0.03 1.80

平均干潮面 -0.93 0.90

朔望平均干潮面 -1.57 0.26

基本水準面 -1.83 0.00

既往最低潮位 不明 不明

【T.P.(m)】

-2.00

-1.00

+0.00

+1.00

+2.00

+3.00

+6.00

+5.00

+4.00

-3.00

設計高潮位(H.H.W.L) +3.93

高潮警報潮位 +2.50

高潮注意報潮位 +2.10

設計津波潮位(L1津波高) +2.60

L2津波高(参考) +3.80

朔望平均満潮位 +1.53

平均満潮面 +1.02

東京湾平均海面(T.P.) +0.00

平均水面 -0.04

平均干潮面 -0.93

朔望平均干潮面 -1.61

基本水準面(C.D.L) -1.84

大畠港

基準 T.P.(m) C.D.L(m)

設計高潮位(H.H.W.L) 3.93 5.77

既往最高潮位 不明 不明

高潮警報潮位 2.50 4.34

高潮注意報潮位 2.10 3.94

L2津波高(参考) 3.80 5.64

設計津波潮位(L1津波高) 2.60 4.44

朔望平均満潮位 1.53 3.37

平均満潮面 1.02 2.86

東京湾平均海面 0.00 1.84

平均水面 -0.04 1.80

平均干潮面 -0.93 0.91

朔望平均干潮面 -1.61 0.23

基本水準面 -1.84 0.00

既往最低潮位 不明 不明

【T.P.(m)】

-2.00

-1.00

+0.00

+1.00

+2.00

+3.00

+6.00

+5.00

+4.00

-3.00

設計高潮位(H.H.W.L) +3.24

高潮警報潮位 +2.50

高潮注意報潮位 +2.10

設計津波潮位(L1津波高) +2.60

L2津波高(参考) +3.30

朔望平均満潮位 +1.44

平均満潮面 +0.94

東京湾平均海面(T.P.) +0.00

平均水面 -0.03

平均干潮面 -0.93

朔望平均干潮面 -1.57

基本水準面(C.D.L) -1.83

安下庄港

基準 T.P.(m) C.D.L(m)

設計高潮位(H.H.W.L) 3.24 5.07

既往最高潮位(1997.9.16) 1.93 3.76

高潮警報潮位 2.50 4.33

高潮注意報潮位 2.10 3.93

L2津波高(参考) 3.30 5.13

設計津波潮位(L1津波高) 2.60 4.43

朔望平均満潮位 1.44 3.27

平均満潮面 0.94 2.77

東京湾平均海面 0.00 1.83

平均水面 -0.03 1.80

平均干潮面 -0.93 0.90

朔望平均干潮面 -1.57 0.26

基本水準面 -1.83 0.00

既往最低潮位(1996.2.19) -2.02 -0.19

【T.P.(m)】

既往最低潮位 -2.02

既往最高潮位 +1.93

-2.00

-1.00

+0.00

+1.00

+2.00

+3.00

+6.00

+5.00

+4.00

-3.00

設計高潮位(H.H.W.L) +3.04

高潮警報潮位 +2.50

高潮注意報潮位 +2.10

設計津波潮位(L1津波高) +2.60

L2津波高(参考) +3.30

朔望平均満潮位 +1.44

平均満潮面 +0.94

東京湾平均海面(T.P.) +0.00

平均水面 -0.03

平均干潮面 -0.93

朔望平均干潮面 -1.57

基本水準面(C.D.L) -1.83

沖浦西港

基準 T.P.(m) C.D.L(m)

設計高潮位(H.H.W.L) 3.04 4.87

既往最高潮位 不明 不明

高潮警報潮位 2.50 4.33

高潮注意報潮位 2.10 3.93

L2津波高(参考) 3.30 5.13

設計津波潮位(L1津波高) 2.60 4.43

朔望平均満潮位 1.44 3.27

平均満潮面 0.94 2.77

東京湾平均海面 0.00 1.83

平均水面 -0.03 1.80

平均干潮面 -0.93 0.90

朔望平均干潮面 -1.57 0.26

基本水準面 -1.83 0.00

既往最低潮位 不明 不明

【T.P.(m)】Ⅹ-12



-2.00

-1.00

+0.00

+1.00

+2.00

+3.00

+6.00

+5.00

+4.00

-3.00

設計高潮位(H.H.W.L) +2.88

高潮警報潮位 +2.50

高潮注意報潮位 +2.10

設計津波潮位(L1津波高) +2.33

L2津波高(参考) +2.80

朔望平均満潮位 +1.48

平均満潮面 +0.98

東京湾平均海面(T.P.) +0.00

平均水面 -0.01

平均干潮面 -1.16

朔望平均干潮面 -1.88

基本水準面(C.D.L) -1.91

油良港

基準 T.P.(m) C.D.L(m)

設計高潮位(H.H.W.L) 2.88 4.79

既往最高潮位 不明 不明

高潮警報潮位 2.50 4.41

高潮注意報潮位 2.10 4.01

L2津波高(参考) 2.80 4.71

設計津波潮位(L1津波高) 2.33 4.24

朔望平均満潮位 1.48 3.39

平均満潮面 0.98 2.89

東京湾平均海面 0.00 1.91

平均水面 -0.01 1.90

平均干潮面 -1.16 0.75

朔望平均干潮面 -1.88 0.03

基本水準面 -1.91 0.00

既往最低潮位 不明 不明

【T.P.(m)】

-2.00

-1.00

+0.00

+1.00

+2.00

+3.00

+6.00

+5.00

+4.00

-3.00

設計高潮位(H.H.W.L) +2.98

高潮警報潮位 +2.50

高潮注意報潮位 +2.10

設計津波潮位(L1津波高) +2.33

L2津波高(参考) +2.60

朔望平均満潮位 +1.48

平均満潮面 +0.98

東京湾平均海面(T.P.) +0.00

平均水面 -0.01

平均干潮面 -1.16

朔望平均干潮面 -1.88

基本水準面(C.D.L) -1.91

伊保田港

基準 T.P.(m) C.D.L(m)

設計高潮位(H.H.W.L) 2.98 4.89

既往最高潮位 不明 不明

高潮警報潮位 2.50 4.41

高潮注意報潮位 2.10 4.01

L2津波高(参考) 2.60 4.51

設計津波潮位(L1津波高) 2.33 4.24

朔望平均満潮位 1.48 3.39

平均満潮面 0.98 2.89

東京湾平均海面 0.00 1.91

平均水面 -0.01 1.90

平均干潮面 -1.16 0.75

朔望平均干潮面 -1.88 0.03

基本水準面 -1.91 0.00

既往最低潮位 不明 不明

【T.P.(m)】

-2.00

-1.00

+0.00

+1.00

+2.00

+3.00

+6.00

+5.00

+4.00

-3.00

設計高潮位(H.H.W.L) +2.88

高潮警報潮位 +2.50

高潮注意報潮位 +2.10

設計津波潮位(L1津波高) +2.33

L2津波高(参考) +2.80

朔望平均満潮位 +1.48

平均満潮面 +0.98

東京湾平均海面(T.P.) +0.00

平均水面 -0.01

平均干潮面 -1.16

朔望平均干潮面 -1.88

基本水準面(C.D.L) -1.91

日良居港

基準 T.P.(m) C.D.L(m)

設計高潮位(H.H.W.L) 2.88 4.79

既往最高潮位 不明 不明

高潮警報潮位 2.50 4.41

高潮注意報潮位 2.10 4.01

L2津波高(参考) 2.80 4.71

設計津波潮位(L1津波高) 2.33 4.24

朔望平均満潮位 1.48 3.39

平均満潮面 0.98 2.89

東京湾平均海面 0.00 1.91

平均水面 -0.01 1.90

平均干潮面 -1.16 0.75

朔望平均干潮面 -1.88 0.03

基本水準面 -1.91 0.00

既往最低潮位 不明 不明

【T.P.(m)】

-2.00

-1.00

+0.00

+1.00

+2.00

+3.00

+6.00

+5.00

+4.00

-3.00

設計高潮位(H.H.W.L) +2.98

高潮警報潮位 +2.50

高潮注意報潮位 +2.10

設計津波潮位(L1津波高) +2.33

L2津波高(参考) +2.80

朔望平均満潮位 +1.48

平均満潮面 +0.98

東京湾平均海面(T.P.) +0.00

平均水面 -0.01

平均干潮面 -1.16

朔望平均干潮面 -1.88

基本水準面(C.D.L) -1.91

白木港

基準 T.P.(m) C.D.L(m)

設計高潮位(H.H.W.L) 2.98 4.89

既往最高潮位 不明 不明

高潮警報潮位 2.50 4.41

高潮注意報潮位 2.10 4.01

L2津波高(参考) 2.80 4.71

設計津波潮位(L1津波高) 2.33 4.24

朔望平均満潮位 1.48 3.39

平均満潮面 0.98 2.89

東京湾平均海面 0.00 1.91

平均水面 -0.01 1.90

平均干潮面 -1.16 0.75

朔望平均干潮面 -1.88 0.03

基本水準面 -1.91 0.00

既往最低潮位 不明 不明

【T.P.(m)】Ⅹ-13



-2.00

-1.00

+0.00

+1.00

+2.00

+3.00

+6.00

+5.00

+4.00

-3.00

設計高潮位(H.H.W.L) +3.70

高潮警報潮位 +2.70

高潮注意報潮位 +2.40

設計津波潮位(L1津波高) +2.33

L2津波高(参考) +2.80

朔望平均満潮位 +1.75

平均満潮面 +1.21

東京湾平均海面(T.P.) +0.00

平均水面 -0.01

平均干潮面 -1.03

朔望平均干潮面 -1.75

基本水準面(C.D.L) -1.91

由宇港

基準 T.P.(m) C.D.L(m)

設計高潮位(H.H.W.L) 3.70 5.61

既往最高潮位 不明 不明

高潮警報潮位 2.70 4.61

高潮注意報潮位 2.40 4.31

L2津波高(参考) 2.80 4.71

設計津波潮位(L1津波高) 2.33 4.24

朔望平均満潮位 1.75 3.66

平均満潮面 1.21 3.12

東京湾平均海面 0.00 1.91

平均水面 -0.01 1.90

平均干潮面 -1.03 0.88

朔望平均干潮面 -1.75 0.16

基本水準面 -1.91 0.00

既往最低潮位 不明 不明

【T.P.(m)】

-2.00

-1.00

+0.00

+1.00

+2.00

+3.00

+6.00

+5.00

+4.00

-3.00

設計高潮位(H.H.W.L) +2.88

高潮警報潮位 +2.50

高潮注意報潮位 +2.10

設計津波潮位(L1津波高) +2.33

L2津波高(参考) +2.80

朔望平均満潮位 +1.48

平均満潮面 +0.98

東京湾平均海面(T.P.) +0.00

平均水面 -0.01

平均干潮面 -1.16

朔望平均干潮面 -1.88

基本水準面(C.D.L) -1.91

久賀港

基準 T.P.(m) C.D.L(m)

設計高潮位(H.H.W.L) 2.88 4.79

既往最高潮位(1997.9.16) 2.03 3.94

高潮警報潮位 2.50 4.41

高潮注意報潮位 2.10 4.01

L2津波高(参考) 2.80 4.71

設計津波潮位(L1津波高) 2.33 4.24

朔望平均満潮位 1.48 3.39

平均満潮面 0.98 2.89

東京湾平均海面 0.00 1.91

平均水面 -0.01 1.90

平均干潮面 -1.16 0.75

朔望平均干潮面 -1.88 0.03

基本水準面 -1.91 0.00

既往最低潮位(1997.1.10) -2.36 -0.45

【T.P.(m)】

既往最低潮位 -2.36

既往最高潮位 +2.03

-2.00

-1.00

+0.00

+1.00

+2.00

+3.00

+6.00

+5.00

+4.00

-3.00

設計高潮位(H.H.W.L) +3.70

高潮警報潮位 +2.70

高潮注意報潮位 +2.40

設計津波潮位(L1津波高) +2.33

L2津波高(参考) +3.00

朔望平均満潮位 +1.80

平均満潮面 +1.25

東京湾平均海面(T.P.) +0.00

平均水面 -0.01

平均干潮面 -1.06

朔望平均干潮面 -1.80

基本水準面(C.D.L) -2.01

岩国港

基準 T.P.(m) C.D.L(m)

設計高潮位(H.H.W.L) 3.70 5.71

既往最高潮位(1991.9.27) 3.08 5.09

高潮警報潮位 2.70 4.71

高潮注意報潮位 2.40 4.41

L2津波高(参考) 3.00 5.01

設計津波潮位(L1津波高) 2.33 4.34

朔望平均満潮位 1.80 3.81

平均満潮面 1.25 3.26

東京湾平均海面 0.00 2.01

平均水面 -0.01 2.00

平均干潮面 -1.06 0.95

朔望平均干潮面 -1.80 0.21

基本水準面 -2.01 0.00

既往最低潮位(1999.2.16) -2.50 -0.49

【T.P.(m)】

既往最低潮位 -2.50

既往最高潮位 +3.08

-2.00

-1.00

+0.00

+1.00

+2.00

+3.00

+6.00

+5.00

+4.00

-3.00

設計高潮位(H.H.W.L) +3.31

高潮警報潮位 +2.50

高潮注意報潮位 +2.10

設計津波潮位(L1津波高) +2.33

L2津波高(参考) +2.60

朔望平均満潮位 +1.71

平均満潮面 +1.19

東京湾平均海面(T.P.) +0.00

平均水面 -0.01

平均干潮面 -1.01

朔望平均干潮面 -1.71

基本水準面(C.D.L) -1.91

柱島港

基準 T.P.(m) C.D.L(m)

設計高潮位(H.H.W.L) 3.31 5.22

既往最高潮位 不明 不明

高潮警報潮位 2.50 4.41

高潮注意報潮位 2.10 4.01

L2津波高(参考) 2.60 4.51

設計津波潮位(L1津波高) 2.33 4.24

朔望平均満潮位 1.71 3.62

平均満潮面 1.19 3.10

東京湾平均海面 0.00 1.91

平均水面 -0.01 1.90

平均干潮面 -1.01 0.90

朔望平均干潮面 -1.71 0.20

基本水準面 -1.91 0.00

既往最低潮位 不明 不明

【T.P.(m)】Ⅹ-14



-2.00

-1.00

+0.00

+1.00

+2.00

+3.00

+6.00

+5.00

+4.00

-3.00

設計高潮位(H.H.W.L) +2.01
高潮警報潮位 +2.10

高潮注意報潮位 +1.60

設計津波潮位(L1津波高) +1.65

L2津波高(参考) +2.65

朔望平均満潮位 +1.04

東京湾平均海面(T.P.) +0.00

朔望平均干潮面 -0.66

基本水準面(C.D.L) -0.56

安岡漁港

基準 T.P.(m) C.D.L(m)

設計高潮位(H.H.W.L) 2.01 2.57

既往最高潮位 1.61 2.17

高潮警報潮位 2.10 2.66

高潮注意報潮位 1.60 2.16

L2津波高(参考) 2.65 3.21

設計津波潮位(L1津波高) 1.65 2.21

朔望平均満潮位 1.04 1.60

平均満潮面 不明 不明

東京湾平均海面 0.00 0.56

平均水面 0.15 0.71

平均干潮面 不明 不明

朔望平均干潮面 -0.66 -0.10

基本水準面 -0.56 0.00

既往最低潮位 不明 不明

【T.P.(m)】

既往最高潮位 +1.61

平均水面 +0.15

-2.00

-1.00

+0.00

+1.00

+2.00

+3.00

+6.00

+5.00

+4.00

-3.00

設計高潮位(H.H.W.L) +2.01

高潮警報潮位 +2.10

高潮注意報潮位 +1.60

設計津波潮位(L1津波高) +1.65

L2津波高(参考) +2.61

朔望平均満潮位 +1.04

東京湾平均海面(T.P.) +0.00

平均水面 +0.15

朔望平均干潮面 -0.66

基本水準面(C.D.L) -0.56

下関漁港

基準 T.P.(m) C.D.L(m)

設計高潮位(H.H.W.L) 2.01 2.57

既往最高潮位 1.80 2.36

高潮警報潮位 2.10 2.66

高潮注意報潮位 1.60 2.16

L2津波高(参考) 2.61 3.17

設計津波潮位(L1津波高) 1.65 2.21

朔望平均満潮位 1.04 1.60

平均満潮面 不明 不明

東京湾平均海面 0.00 0.56

平均水面 0.15 0.71

平均干潮面 不明 不明

朔望平均干潮面 -0.66 -0.10

基本水準面 -0.56 0.00

既往最低潮位 不明 不明

【T.P.(m)】

既往最高潮位 +1.88

既往最高潮位 +1.61

-2.00

-1.00

+0.00

+1.00

+2.00

+3.00

+6.00

+5.00

+4.00

-3.00

設計高潮位(H.H.W.L) +2.01
高潮警報潮位 +2.10

高潮注意報潮位 +1.60

L2津波高(参考) +2.45

朔望平均満潮位 +1.04

東京湾平均海面(T.P.) +0.00

朔望平均干潮面 -0.66

基本水準面(C.D.L) -0.56

吉見漁港

基準 T.P.(m) C.D.L(m)

設計高潮位(H.H.W.L) 2.01 2.57

既往最高潮位 1.61 2.17

高潮警報潮位 2.10 2.66

高潮注意報潮位 1.60 2.16

L2津波高(参考) 2.45 3.01

設計津波潮位(L1津波高) 1.65 2.21

朔望平均満潮位 1.04 1.60

平均満潮面 不明 不明

東京湾平均海面 0.00 0.56

平均水面 0.15 0.71

平均干潮面 不明 不明

朔望平均干潮面 -0.66 -0.10

基本水準面 -0.56 0.00

既往最低潮位 不明 不明

【T.P.(m)】

設計津波潮位(L1津波高) +1.65

平均水面 +0.15

-2.00

-1.00

+0.00

+1.00

+2.00

+3.00

+6.00

+5.00

+4.00

-3.00

設計高潮位(H.H.W.L) +2.01
高潮警報潮位 +2.10

高潮注意報潮位 +1.60

設計津波潮位(L1津波高) +1.65
L2津波高(参考) +1.74

朔望平均満潮位 +1.04

東京湾平均海面(T.P.) +0.00

朔望平均干潮面 -0.66

基本水準面(C.D.L) -0.56

六連島漁港

基準 T.P.(m) C.D.L(m)

設計高潮位(H.H.W.L) 2.01 2.57

既往最高潮位 不明 不明

高潮警報潮位 2.10 2.66

高潮注意報潮位 1.60 2.16

L2津波高(参考) 1.74 2.30

設計津波潮位(L1津波高) 1.65 2.21

朔望平均満潮位 1.04 1.60

平均満潮面 不明 不明

東京湾平均海面 0.00 0.56

平均水面 0.15 0.71

平均干潮面 不明 不明

朔望平均干潮面 -0.66 -0.10

基本水準面 -0.56 0.00

既往最低潮位 不明 不明

【T.P.(m)】

平均水面 +0.15

Ⅹ-15



-2.00

-1.00

+0.00

+1.00

+2.00

+3.00

+6.00

+5.00

+4.00

-3.00

設計高潮位(H.H.W.L) +2.01
高潮警報潮位 +2.10

高潮注意報潮位 +1.60

設計津波潮位(L1津波高) +1.65

L2津波高(参考) +3.58

朔望平均満潮位 +1.04

東京湾平均海面(T.P.) +0.00

朔望平均干潮面 -0.66

基本水準面(C.D.L) -0.56

室津下漁港

基準 T.P.(m) C.D.L(m)

設計高潮位(H.H.W.L) 2.01 2.57

既往最高潮位 1.44 2.00

高潮警報潮位 2.10 2.66

高潮注意報潮位 1.60 2.16

L2津波高(参考) 3.58 4.14

設計津波潮位(L1津波高) 1.65 2.21

朔望平均満潮位 1.04 1.60

平均満潮面 不明 不明

東京湾平均海面 0.00 0.56

平均水面 0.15 0.71

平均干潮面 不明 不明

朔望平均干潮面 -0.66 -0.10

基本水準面 -0.56 0.00

既往最低潮位 不明 不明

【T.P.(m)】

既往最高潮位 +1.44

平均水面 +0.15

-2.00

-1.00

+0.00

+1.00

+2.00

+3.00

+6.00

+5.00

+4.00

-3.00

設計高潮位(H.H.W.L) +2.01
高潮警報潮位 +2.10

高潮注意報潮位 +1.60

設計津波潮位(L1津波高) +1.65

L2津波高(参考) +3.33

朔望平均満潮位 +1.04

東京湾平均海面(T.P.) +0.00

朔望平均干潮面 -0.66

基本水準面(C.D.L) -0.56

吉母漁港

基準 T.P.(m) C.D.L(m)

設計高潮位(H.H.W.L) 2.01 2.57

既往最高潮位 1.77 2.33

高潮警報潮位 2.10 2.66

高潮注意報潮位 1.60 2.16

L2津波高(参考) 3.33 3.89

設計津波潮位(L1津波高) 1.65 2.21

朔望平均満潮位 1.04 1.60

平均満潮面 不明 不明

東京湾平均海面 0.00 0.56

平均水面 0.15 0.71

平均干潮面 不明 不明

朔望平均干潮面 -0.66 -0.10

基本水準面 -0.56 0.00

既往最低潮位 不明 不明

【T.P.(m)】

既往最高潮位 +1.77

平均水面 +0.15

-2.00

-1.00

+0.00

+1.00

+2.00

+3.00

+6.00

+5.00

+4.00

-3.00

設計高潮位(H.H.W.L) +2.01
高潮警報潮位 +2.10

高潮注意報潮位 +1.60

設計津波潮位(L1津波高) +1.65

L2津波高(参考) +4.34

朔望平均満潮位 +1.04

東京湾平均海面(T.P.) +0.00

朔望平均干潮面 -0.66

基本水準面(C.D.L) -0.56

涌田漁港

基準 T.P.(m) C.D.L(m)

設計高潮位(H.H.W.L) 2.01 2.57

既往最高潮位 1.44 2.00

高潮警報潮位 2.10 2.66

高潮注意報潮位 1.60 2.16

L2津波高(参考) 4.34 4.90

設計津波潮位(L1津波高) 1.65 2.21

朔望平均満潮位 1.04 1.60

平均満潮面 不明 不明

東京湾平均海面 0.00 0.56

平均水面 0.15 0.71

平均干潮面 不明 不明

朔望平均干潮面 -0.66 -0.10

基本水準面 -0.56 0.00

既往最低潮位 不明 不明

【T.P.(m)】

既往最高潮位 +1.44

平均水面 +0.15

-2.00

-1.00

+0.00

+1.00

+2.00

+3.00

+6.00

+5.00

+4.00

-3.00

設計高潮位(H.H.W.L) +2.01
高潮警報潮位 +2.10

高潮注意報潮位 +1.60

設計津波潮位(L1津波高) +1.65

L2津波高(参考) +3.09

朔望平均満潮位 +1.04

東京湾平均海面(T.P.) +0.00

朔望平均干潮面 -0.66

基本水準面(C.D.L) -0.56

蓋井島漁港

基準 T.P.(m) C.D.L(m)

設計高潮位(H.H.W.L) 2.01 2.57

既往最高潮位 1.77 2.33

高潮警報潮位 2.10 2.66

高潮注意報潮位 1.60 2.16

L2津波高(参考) 3.09 3.65

設計津波潮位(L1津波高) 1.65 2.21

朔望平均満潮位 1.04 1.60

平均満潮面 不明 不明

東京湾平均海面 0.00 0.56

平均水面 0.15 0.71

平均干潮面 不明 不明

朔望平均干潮面 -0.66 -0.10

基本水準面 -0.56 0.00

既往最低潮位 不明 不明

【T.P.(m)】

既往最高潮位 +1.77

平均水面 +0.15
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-2.00

-1.00

+0.00

+1.00

+2.00

+3.00

+6.00

+5.00

+4.00

-3.00

設計高潮位(H.H.W.L) +2.01
高潮警報潮位 +2.10

高潮注意報潮位 +1.60

設計津波潮位(L1津波高) +1.65

L2津波高(参考) +4.11

朔望平均満潮位 +1.04

東京湾平均海面(T.P.) +0.00

朔望平均干潮面 -0.66

基本水準面(C.D.L) -0.56

宇賀漁港

基準 T.P.(m) C.D.L(m)

設計高潮位(H.H.W.L) 2.01 2.57

既往最高潮位 1.44 2.00

高潮警報潮位 2.10 2.66

高潮注意報潮位 1.60 2.16

L2津波高(参考) 4.11 4.67

設計津波潮位(L1津波高) 1.65 2.21

朔望平均満潮位 1.04 1.60

平均満潮面 不明 不明

東京湾平均海面 0.00 0.56

平均水面 0.15 0.71

平均干潮面 不明 不明

朔望平均干潮面 -0.66 -0.10

基本水準面 -0.56 0.00

既往最低潮位 不明 不明

【T.P.(m)】

既往最高潮位 +1.44

平均水面 +0.15

-2.00

-1.00

+0.00

+1.00

+2.00

+3.00

+6.00

+5.00

+4.00

-3.00

設計高潮位(H.H.W.L) +2.01
高潮警報潮位 +2.10

高潮注意報潮位 +1.60

設計津波潮位(L1津波高) +1.65

L2津波高(参考) +3.70

朔望平均満潮位 +1.04

東京湾平均海面(T.P.) +0.00

朔望平均干潮面 -0.66

基本水準面(C.D.L) -0.56

川棚漁港

基準 T.P.(m) C.D.L(m)

設計高潮位(H.H.W.L) 2.01 2.57

既往最高潮位 1.44 2.00

高潮警報潮位 2.10 2.66

高潮注意報潮位 1.60 2.16

L2津波高(参考) 3.70 4.26

設計津波潮位(L1津波高) 1.65 2.21

朔望平均満潮位 1.04 1.60

平均満潮面 不明 不明

東京湾平均海面 0.00 0.56

平均水面 0.15 0.71

平均干潮面 不明 不明

朔望平均干潮面 -0.66 -0.10

基本水準面 -0.56 0.00

既往最低潮位 不明 不明

【T.P.(m)】

既往最高潮位 +1.44

平均水面 +0.15

-2.00

-1.00

+0.00

+1.00

+2.00

+3.00

+6.00

+5.00

+4.00

-3.00

設計高潮位(H.H.W.L) +1.79

高潮警報潮位 +2.10

高潮注意報潮位 +1.60

設計津波潮位(L1津波高) +1.35

L2津波高(参考) +3.68

朔望平均満潮位 +0.88

東京湾平均海面(T.P.) +0.00

平均水面 +0.11

基本水準面(C.D.L) -0.62

朔望平均干潮面 -0.62

二見漁港

基準 T.P.(m) C.D.L(m)

設計高潮位(H.H.W.L) 1.79 2.41

既往最高潮位 不明 不明

高潮警報潮位 2.10 2.72

高潮注意報潮位 1.60 2.22

L2津波高(参考) 3.68 4.30

設計津波潮位(L1津波高) 1.35 1.97

朔望平均満潮位 0.88 1.50

平均満潮面 不明 不明

東京湾平均海面 0.00 0.62

平均水面 0.11 0.73

平均干潮面 不明 不明

朔望平均干潮面 -0.62 0.00

基本水準面 -0.62 0.00

既往最低潮位 不明 不明

【T.P.(m)】

-2.00

-1.00

+0.00

+1.00

+2.00

+3.00

+6.00

+5.00

+4.00

-3.00

設計高潮位(H.H.W.L) +2.01
高潮警報潮位 +2.10

高潮注意報潮位 +1.60

設計津波潮位(L1津波高) +1.65

L2津波高(参考) +4.36

朔望平均満潮位 +1.04

東京湾平均海面(T.P.) +0.00

朔望平均干潮面 -0.66

基本水準面(C.D.L) -0.56

小串漁港

基準 T.P.(m) C.D.L(m)

設計高潮位(H.H.W.L) 2.01 2.57

既往最高潮位 1.44 2.00

高潮警報潮位 2.10 2.66

高潮注意報潮位 1.60 2.16

L2津波高(参考) 4.36 4.92

設計津波潮位(L1津波高) 1.65 2.21

朔望平均満潮位 1.04 1.60

平均満潮面 不明 不明

東京湾平均海面 0.00 0.56

平均水面 0.15 0.71

平均干潮面 不明 不明

朔望平均干潮面 -0.66 -0.10

基本水準面 -0.56 0.00

既往最低潮位 不明 不明

【T.P.(m)】

既往最高潮位 +1.44

平均水面 +0.15
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-2.00

-1.00

+0.00

+1.00

+2.00

+3.00

+6.00

+5.00

+4.00

-3.00

設計高潮位(H.H.W.L) +1.79
高潮警報潮位 +2.10

高潮注意報潮位 +1.60

設計津波潮位(L1津波高) +1.35

L2津波高(参考) +3.95

朔望平均満潮位 +0.88

東京湾平均海面(T.P.) +0.00

平均水面 +0.11

基本水準面(C.D.L) -0.62

朔望平均干潮面 -0.62

肥中漁港

基準 T.P.(m) C.D.L(m)

設計高潮位(H.H.W.L) 1.79 2.41

既往最高潮位 1.18 1.80

高潮警報潮位 2.10 2.72

高潮注意報潮位 1.60 2.22

L2津波高(参考) 3.95 4.57

設計津波潮位(L1津波高) 1.35 1.97

朔望平均満潮位 0.88 1.50

平均満潮面 不明 不明

東京湾平均海面 0.00 0.62

平均水面 0.11 0.73

平均干潮面 不明 不明

朔望平均干潮面 -0.62 0.00

基本水準面 -0.62 0.00

既往最低潮位 不明 不明

【T.P.(m)】

既往最高潮位 +1.18

-2.00

-1.00

+0.00

+1.00

+2.00

+3.00

+6.00

+5.00

+4.00

-3.00

設計高潮位(H.H.W.L) +1.79
高潮警報潮位 +2.10

高潮注意報潮位 +1.60

設計津波潮位(L1津波高) +1.35

L2津波高(参考) +3.95

朔望平均満潮位 +0.88

東京湾平均海面(T.P.) +0.00

平均水面 +0.11

基本水準面(C.D.L) -0.62

朔望平均干潮面 -0.62

矢玉漁港

基準 T.P.(m) C.D.L(m)

設計高潮位(H.H.W.L) 1.79 2.41

既往最高潮位 不明 不明

高潮警報潮位 2.10 2.72

高潮注意報潮位 1.60 2.22

L2津波高(参考) 3.95 4.57

設計津波潮位(L1津波高) 1.35 1.97

朔望平均満潮位 0.88 1.50

平均満潮面 不明 不明

東京湾平均海面 0.00 0.62

平均水面 0.11 0.73

平均干潮面 不明 不明

朔望平均干潮面 -0.62 0.00

基本水準面 -0.62 0.00

既往最低潮位 不明 不明

【T.P.(m)】

-2.00

-1.00

+0.00

+1.00

+2.00

+3.00

+6.00

+5.00

+4.00

-3.00

設計高潮位(H.H.W.L) +1.79

高潮警報潮位 +2.10

高潮注意報潮位 +1.60

設計津波潮位(L1津波高) +1.35

L2津波高(参考) +3.88

朔望平均満潮位 +0.88

東京湾平均海面(T.P.) +0.00

平均水面 +0.11

基本水準面(C.D.L) -0.62

朔望平均干潮面 -0.62

特牛港

基準 T.P.(m) C.D.L(m)

設計高潮位(H.H.W.L) 1.79 2.41

既往最高潮位 不明 不明

高潮警報潮位 2.10 2.72

高潮注意報潮位 1.60 2.22

L2津波高(参考) 3.88 4.50

設計津波潮位(L1津波高) 1.35 1.97

朔望平均満潮位 0.88 1.50

平均満潮面 不明 不明

東京湾平均海面 0.00 0.62

平均水面 0.11 0.73

平均干潮面 不明 不明

朔望平均干潮面 -0.62 0.00

基本水準面 -0.62 0.00

既往最低潮位 不明 不明

【T.P.(m)】

-2.00

-1.00

+0.00

+1.00

+2.00

+3.00

+6.00

+5.00

+4.00

-3.00

設計高潮位(H.H.W.L) +1.79

高潮警報潮位 +2.10

高潮注意報潮位 +1.60

設計津波潮位(L1津波高) +1.35

L2津波高(参考) +4.75

朔望平均満潮位 +0.88

東京湾平均海面(T.P.) +0.00

平均水面 +0.11

基本水準面(C.D.L) -0.62

朔望平均干潮面 -0.62

和久漁港

基準 T.P.(m) C.D.L(m)

設計高潮位(H.H.W.L) 1.79 2.41

既往最高潮位 1.18 1.80

高潮警報潮位 2.10 2.72

高潮注意報潮位 1.60 2.22

L2津波高(参考) 4.75 5.37

設計津波潮位(L1津波高) 1.35 1.97

朔望平均満潮位 0.88 1.50

平均満潮面 不明 不明

東京湾平均海面 0.00 0.62

平均水面 0.11 0.73

平均干潮面 不明 不明

朔望平均干潮面 -0.62 0.00

基本水準面 -0.62 0.00

既往最低潮位 不明 不明

【T.P.(m)】

既往最高潮位 +1.18
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-2.00

-1.00

+0.00

+1.00

+2.00

+3.00

+6.00

+5.00

+4.00

-3.00

設計高潮位(H.H.W.L) +1.79

高潮警報潮位 +2.10

高潮注意報潮位 +1.60
設計津波潮位(L1津波高) +1.35

朔望平均満潮位 +0.88

東京湾平均海面(T.P.) +0.00

平均水面 +0.11

基本水準面(C.D.L) -0.62

朔望平均干潮面 -0.62

島戸漁港

基準 T.P.(m) C.D.L(m)

設計高潮位(H.H.W.L) 1.79 2.41

既往最高潮位 1.18 1.80

高潮警報潮位 2.10 2.72

高潮注意報潮位 1.60 2.22

L2津波高(参考) 4.05 4.67

設計津波潮位(L1津波高) 1.35 1.97

朔望平均満潮位 0.88 1.50

平均満潮面 不明 不明

東京湾平均海面 0.00 0.62

平均水面 0.11 0.73

平均干潮面 不明 不明

朔望平均干潮面 -0.62 0.00

基本水準面 -0.62 0.00

既往最低潮位 不明 不明

【T.P.(m)】

L2津波高(参考) +4.05

既往最高潮位 +1.18

-2.00

-1.00

+0.00

+1.00

+2.00

+3.00

+6.00

+5.00

+4.00

-3.00

設計高潮位(H.H.W.L) +1.79

高潮警報潮位 +2.10

高潮注意報潮位 +1.60

設計津波潮位(L1津波高) +1.80

朔望平均満潮位 +0.88

東京湾平均海面(T.P.) +0.00

平均水面 +0.11

基本水準面(C.D.L) -0.62

朔望平均干潮面 -0.62

角島漁港

基準 T.P.(m) C.D.L(m)

設計高潮位(H.H.W.L) 1.79 2.41

既往最高潮位 1.18 1.80

高潮警報潮位 2.10 2.72

高潮注意報潮位 1.60 2.22

L2津波高(参考) 6.48 7.10

設計津波潮位(L1津波高) 1.80 2.42

朔望平均満潮位 0.88 1.50

平均満潮面 不明 不明

東京湾平均海面 0.00 0.62

平均水面 0.11 0.73

平均干潮面 不明 不明

朔望平均干潮面 -0.62 0.00

基本水準面 -0.62 0.00

既往最低潮位 不明 不明

【T.P.(m)】

L2津波高(参考) +6.48

既往最高潮位 +1.18

-2.00

-1.00

+0.00

+1.00

+2.00

+3.00

+6.00

+5.00

+4.00

-3.00

設計高潮位(H.H.W.L) +1.79

高潮警報潮位 +2.10

高潮注意報潮位 +1.60
設計津波潮位(L1津波高) +1.35

朔望平均満潮位 +0.88

東京湾平均海面(T.P.) +0.00

平均水面 +0.11

基本水準面(C.D.L) -0.62

朔望平均干潮面 -0.62

阿川漁港

基準 T.P.(m) C.D.L(m)

設計高潮位(H.H.W.L) 1.79 2.41

既往最高潮位 1.18 1.80

高潮警報潮位 2.10 2.72

高潮注意報潮位 1.60 2.22

L2津波高(参考) 3.47 4.09

設計津波潮位(L1津波高) 1.35 1.97

朔望平均満潮位 0.88 1.50

平均満潮面 不明 不明

東京湾平均海面 0.00 0.62

平均水面 0.11 0.73

平均干潮面 不明 不明

朔望平均干潮面 -0.62 0.00

基本水準面 -0.62 0.00

既往最低潮位 不明 不明

【T.P.(m)】

L2津波高(参考) +3.47

既往最高潮位 +1.18

-2.00

-1.00

+0.00

+1.00

+2.00

+3.00

+6.00

+5.00

+4.00

-3.00

設計高潮位(H.H.W.L) +1.79

高潮警報潮位 +2.10

高潮注意報潮位 +1.60

設計津波潮位(L1津波高) +1.80

朔望平均満潮位 +0.88

東京湾平均海面(T.P.) +0.00

平均水面 +0.11

基本水準面(C.D.L) -0.62

朔望平均干潮面 -0.62

角島港

基準 T.P.(m) C.D.L(m)

設計高潮位(H.H.W.L) 1.79 2.41

既往最高潮位 不明 不明

高潮警報潮位 2.10 2.72

高潮注意報潮位 1.60 2.22

L2津波高(参考) 3.75 4.37

設計津波潮位(L1津波高) 1.80 2.42

朔望平均満潮位 0.88 1.50

平均満潮面 不明 不明

東京湾平均海面 0.00 0.62

平均水面 0.11 0.73

平均干潮面 不明 不明

朔望平均干潮面 -0.62 0.00

基本水準面 -0.62 0.00

既往最低潮位 不明 不明

【T.P.(m)】

L2津波高(参考) +3.75
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-2.00

-1.00

+0.00

+1.00

+2.00

+3.00

+6.00

+5.00

+4.00

-3.00

設計高潮位(H.H.W.L) +1.70
高潮警報潮位 +1.50

高潮注意報潮位 +1.00

設計津波潮位(L1津波高) +1.35

L2津波高(参考) +2.16

朔望平均満潮位 +0.86

東京湾平均海面(T.P.) +0.00
平均水面 +0.15

朔望平均干潮面 -0.44

基本水準面(C.D.L) -0.44

久津漁港

基準 T.P.(m) C.D.L(m)

設計高潮位(H.H.W.L) 1.70 2.14

既往最高潮位 1.16 1.60

高潮警報潮位 1.50 1.94

高潮注意報潮位 1.00 1.44

L2津波高(参考) 2.16 2.60

設計津波潮位(L1津波高) 1.35 1.79

朔望平均満潮位 0.86 1.30

平均満潮面 不明 不明

東京湾平均海面 0.00 0.44

平均水面 0.15 0.59

平均干潮面 不明 不明

朔望平均干潮面 -0.44 0.00

基本水準面 -0.44 0.00

既往最低潮位 不明 不明

【T.P.(m)】

既往最高潮位 +1.16

-2.00

-1.00

+0.00

+1.00

+2.00

+3.00

+6.00

+5.00

+4.00

-3.00

設計高潮位(H.H.W.L) +1.70
高潮警報潮位 +1.50

高潮注意報潮位 +1.00

設計津波潮位(L1津波高) +1.35

L2津波高(参考) +4.29

朔望平均満潮位 +0.86

東京湾平均海面(T.P.) +0.00

平均水面 +0.15

朔望平均干潮面 -0.44

基本水準面(C.D.L) -0.44

大浦漁港(南側地区)

基準 T.P.(m) C.D.L(m)

設計高潮位(H.H.W.L) 1.70 2.14

既往最高潮位 1.16 1.60

高潮警報潮位 1.50 1.94

高潮注意報潮位 1.00 1.44

L2津波高(参考) 4.29 4.73

設計津波潮位(L1津波高) 1.35 1.79

朔望平均満潮位 0.86 1.30

平均満潮面 不明 不明

東京湾平均海面 0.00 0.44

平均水面 0.15 0.59

平均干潮面 不明 不明

朔望平均干潮面 -0.44 0.00

基本水準面 -0.44 0.00

既往最低潮位 不明 不明

【T.P.(m)】

既往最高潮位 +1.16

-2.00

-1.00

+0.00

+1.00

+2.00

+3.00

+6.00

+5.00

+4.00

-3.00

設計高潮位(H.H.W.L) +1.70
高潮警報潮位 +1.50

高潮注意報潮位 +1.00

設計津波潮位(L1津波高) +1.35

L2津波高(参考) +2.18

朔望平均満潮位 +0.86

東京湾平均海面(T.P.) +0.00
平均水面 +0.15

朔望平均干潮面 -0.44

基本水準面(C.D.L) -0.44

久原漁港

基準 T.P.(m) C.D.L(m)

設計高潮位(H.H.W.L) 1.70 2.14

既往最高潮位 1.16 1.60

高潮警報潮位 1.50 1.94

高潮注意報潮位 1.00 1.44

L2津波高(参考) 2.18 2.62

設計津波潮位(L1津波高) 1.35 1.79

朔望平均満潮位 0.86 1.30

平均満潮面 不明 不明

東京湾平均海面 0.00 0.44

平均水面 0.15 0.59

平均干潮面 不明 不明

朔望平均干潮面 -0.44 0.00

基本水準面 -0.44 0.00

既往最低潮位 不明 不明

【T.P.(m)】

既往最高潮位 +1.16

-2.00

-1.00

+0.00

+1.00

+2.00

+3.00

+6.00

+5.00

+4.00

-3.00

設計高潮位(H.H.W.L) +1.70

高潮警報潮位 +1.50

高潮注意報潮位 +1.00

設計津波潮位(L1津波高) +1.97

L2津波高(参考) +7.08

朔望平均満潮位 +0.86

東京湾平均海面(T.P.) +0.00
平均水面 +0.15

朔望平均干潮面 -0.44

基本水準面(C.D.L) -0.44

大浦漁港(北側地区)

基準 T.P.(m) C.D.L(m)

設計高潮位(H.H.W.L) 1.70 2.14

既往最高潮位 1.16 1.60

高潮警報潮位 1.50 1.94

高潮注意報潮位 1.00 1.44

L2津波高(参考) 7.08 7.52

設計津波潮位(L1津波高) 1.97 2.41

朔望平均満潮位 0.86 1.30

平均満潮面 不明 不明

東京湾平均海面 0.00 0.44

平均水面 0.15 0.59

平均干潮面 不明 不明

朔望平均干潮面 -0.44 0.00

基本水準面 -0.44 0.00

既往最低潮位 不明 不明

【T.P.(m)】

既往最高潮位 +1.16

Ⅹ-20



-2.00

-1.00

+0.00

+1.00

+2.00

+3.00

+6.00

+5.00

+4.00

-3.00

設計高潮位(H.H.W.L) +1.70
高潮警報潮位 +1.50

高潮注意報潮位 +1.00

設計津波潮位(L1津波高) +1.35

L2津波高(参考) +4.18

朔望平均満潮位 +0.86

東京湾平均海面(T.P.) +0.00
平均水面 +0.15

朔望平均干潮面 -0.54

基本水準面(C.D.L) -0.44

油谷港

基準 T.P.(m) C.D.L(m)

設計高潮位(H.H.W.L) 1.70 2.14

既往最高潮位 不明 不明

高潮警報潮位 1.50 1.94

高潮注意報潮位 1.00 1.44

L2津波高(参考) 4.18 4.62

設計津波潮位(L1津波高) 1.35 1.79

朔望平均満潮位 0.86 1.30

平均満潮面 不明 不明

東京湾平均海面 0.00 0.44

平均水面 0.15 0.59

平均干潮面 不明 不明

朔望平均干潮面 -0.54 -0.10

基本水準面 -0.44 0.00

既往最低潮位 不明 不明

【T.P.(m)】

-2.00

-1.00

+0.00

+1.00

+2.00

+3.00

+6.00

+5.00

+4.00

-3.00

設計高潮位(H.H.W.L) +1.70
高潮警報潮位 +1.50

高潮注意報潮位 +1.00

設計津波潮位(L1津波高) +1.35

L2津波高(参考) +3.93

朔望平均満潮位 +0.86

東京湾平均海面(T.P.) +0.00
平均水面 +0.15

朔望平均干潮面 -0.44

基本水準面(C.D.L) -0.44

伊上漁港

基準 T.P.(m) C.D.L(m)

設計高潮位(H.H.W.L) 1.70 2.14

既往最高潮位 1.16 1.60

高潮警報潮位 1.50 1.94

高潮注意報潮位 1.00 1.44

L2津波高(参考) 3.93 4.37

設計津波潮位(L1津波高) 1.35 1.79

朔望平均満潮位 0.86 1.30

平均満潮面 不明 不明

東京湾平均海面 0.00 0.44

平均水面 0.15 0.59

平均干潮面 不明 不明

朔望平均干潮面 -0.44 0.00

基本水準面 -0.44 0.00

既往最低潮位 不明 不明

【T.P.(m)】

既往最高潮位 +1.16

-2.00

-1.00

+0.00

+1.00

+2.00

+3.00

+6.00

+5.00

+4.00

-3.00

設計高潮位(H.H.W.L) +1.70

高潮警報潮位 +1.50

高潮注意報潮位 +1.00

設計津波潮位(L1津波高) +1.97

L2津波高(参考) +4.32

朔望平均満潮位 +0.88

東京湾平均海面(T.P.) +0.00
平均水面 +0.20

朔望平均干潮面 -0.42
基本水準面(C.D.L) -0.32

川尻漁港

基準 T.P.(m) C.D.L(m)

設計高潮位(H.H.W.L) 1.70 2.02

既往最高潮位 1.68 2.00

高潮警報潮位 1.50 1.82

高潮注意報潮位 1.00 1.32

L2津波高(参考) 4.32 4.64

設計津波潮位(L1津波高) 1.97 2.29

朔望平均満潮位 0.88 1.20

平均満潮面 不明 不明

東京湾平均海面 0.00 0.32

平均水面 0.20 0.52

平均干潮面 不明 不明

朔望平均干潮面 -0.42 -0.10

基本水準面 -0.32 0.00

既往最低潮位 不明 不明

【T.P.(m)】

既往最高潮位 +1.68

-2.00

-1.00

+0.00

+1.00

+2.00

+3.00

+6.00

+5.00

+4.00

-3.00

設計高潮位(H.H.W.L) +1.70
高潮警報潮位 +1.50

高潮注意報潮位 +1.00

設計津波潮位(L1津波高) +1.35

L2津波高(参考) +4.18

朔望平均満潮位 +0.86

東京湾平均海面(T.P.) +0.00
平均水面 +0.15

朔望平均干潮面 -0.44

基本水準面(C.D.L) -0.44

掛淵漁港

基準 T.P.(m) C.D.L(m)

設計高潮位(H.H.W.L) 1.70 2.14

既往最高潮位 1.16 1.60

高潮警報潮位 1.50 1.94

高潮注意報潮位 1.00 1.44

L2津波高(参考) 4.18 4.62

設計津波潮位(L1津波高) 1.35 1.79

朔望平均満潮位 0.86 1.30

平均満潮面 不明 不明

東京湾平均海面 0.00 0.44

平均水面 0.15 0.59

平均干潮面 不明 不明

朔望平均干潮面 -0.44 0.00

基本水準面 -0.44 0.00

既往最低潮位 不明 不明

【T.P.(m)】

既往最高潮位 +1.16
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-2.00

-1.00

+0.00

+1.00

+2.00

+3.00

+6.00

+5.00

+4.00

-3.00

設計高潮位(H.H.W.L) +1.65

高潮警報潮位 +1.50

高潮注意報潮位 +1.00

設計津波潮位(L1津波高) +1.62

L2津波高(参考) +3.05

朔望平均満潮位 +0.85

東京湾平均海面(T.P.) +0.00
平均水面 +0.17

朔望平均干潮面 -0.35

基本水準面(C.D.L) -0.35

黄波戸漁港

基準 T.P.(m) C.D.L(m)

設計高潮位(H.H.W.L) 1.65 2.00

既往最高潮位 1.47 1.82

高潮警報潮位 1.50 1.85

高潮注意報潮位 1.00 1.35

L2津波高(参考) 3.05 3.40

設計津波潮位(L1津波高) 1.62 1.97

朔望平均満潮位 0.85 1.20

平均満潮面 不明 不明

東京湾平均海面 0.00 0.35

平均水面 0.17 0.52

平均干潮面 不明 不明

朔望平均干潮面 -0.35 0.00

基本水準面 -0.35 0.00

既往最低潮位 不明 不明

【T.P.(m)】

既往最高潮位 +1.47

-2.00

-1.00

+0.00

+1.00

+2.00

+3.00

+6.00

+5.00

+4.00

-3.00

設計高潮位(H.H.W.L) +1.70

高潮警報潮位 +1.50

高潮注意報潮位 +1.00

設計津波潮位(L1津波高) +1.97

L2津波高(参考) +4.43

朔望平均満潮位 +0.88

東京湾平均海面(T.P.) +0.00
平均水面 +0.20

朔望平均干潮面 -0.42
基本水準面(C.D.L) -0.32

立石漁港

基準 T.P.(m) C.D.L(m)

設計高潮位(H.H.W.L) 1.70 2.02

既往最高潮位 1.68 2.00

高潮警報潮位 1.50 1.82

高潮注意報潮位 1.00 1.32

L2津波高(参考) 4.43 4.75

設計津波潮位(L1津波高) 1.97 2.29

朔望平均満潮位 0.88 1.20

平均満潮面 不明 不明

東京湾平均海面 0.00 0.32

平均水面 0.20 0.52

平均干潮面 不明 不明

朔望平均干潮面 -0.42 -0.10

基本水準面 -0.32 0.00

既往最低潮位 不明 不明

【T.P.(m)】

既往最高潮位 +1.68

-2.00

-1.00

+0.00

+1.00

+2.00

+3.00

+6.00

+5.00

+4.00

-3.00

設計高潮位(H.H.W.L) +1.65

高潮警報潮位 +1.50

高潮注意報潮位 +1.00

設計津波潮位(L1津波高) +1.62

L2津波高(参考) +2.83

朔望平均満潮位 +0.85

東京湾平均海面(T.P.) +0.00
平均水面 +0.17

朔望平均干潮面 -0.35

基本水準面(C.D.L) -0.35

湊漁港

基準 T.P.(m) C.D.L(m)

設計高潮位(H.H.W.L) 1.65 2.00

既往最高潮位 1.65 2.00

高潮警報潮位 1.50 1.85

高潮注意報潮位 1.00 1.35

L2津波高(参考) 2.83 3.18

設計津波潮位(L1津波高) 1.62 1.97

朔望平均満潮位 0.85 1.20

平均満潮面 不明 不明

東京湾平均海面 0.00 0.35

平均水面 0.17 0.52

平均干潮面 不明 不明

朔望平均干潮面 -0.35 0.00

基本水準面 -0.35 0.00

既往最低潮位 不明 不明

【T.P.(m)】

既往最高潮位 +1.65

-2.00

-1.00

+0.00

+1.00

+2.00

+3.00

+6.00

+5.00

+4.00

-3.00

設計高潮位(H.H.W.L) +1.70

高潮警報潮位 +1.50

高潮注意報潮位 +1.00

設計津波潮位(L1津波高) +1.97

L2津波高(参考) +5.39

朔望平均満潮位 +0.88

東京湾平均海面(T.P.) +0.00
平均水面 +0.20

朔望平均干潮面 -0.42
基本水準面(C.D.L) -0.32

津黄漁港

基準 T.P.(m) C.D.L(m)

設計高潮位(H.H.W.L) 1.70 2.02

既往最高潮位 1.68 2.00

高潮警報潮位 1.50 1.82

高潮注意報潮位 1.00 1.32

L2津波高(参考) 5.39 5.71

設計津波潮位(L1津波高) 1.97 2.29

朔望平均満潮位 0.88 1.20

平均満潮面 不明 不明

東京湾平均海面 0.00 0.32

平均水面 0.20 0.52

平均干潮面 不明 不明

朔望平均干潮面 -0.42 -0.10

基本水準面 -0.32 0.00

既往最低潮位 不明 不明

【T.P.(m)】

既往最高潮位 +1.68
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-2.00

-1.00

+0.00

+1.00

+2.00

+3.00

+6.00

+5.00

+4.00

-3.00

設計高潮位(H.H.W.L) +1.65
高潮警報潮位 +1.50

高潮注意報潮位 +1.00

設計津波潮位(L1津波高) +1.67
L2津波高(参考) +2.90

朔望平均満潮位 +0.85

東京湾平均海面(T.P.) +0.00
平均水面 +0.17

朔望平均干潮面 -0.35

基本水準面(C.D.L) -0.35

仙崎港

基準 T.P.(m) C.D.L(m)

設計高潮位(H.H.W.L) 1.65 2.00

既往最高潮位 不明 不明

高潮警報潮位 1.50 1.85

高潮注意報潮位 1.00 1.35

L2津波高(参考) 2.90 3.25

設計津波潮位(L1津波高) 1.67 2.02

朔望平均満潮位 0.85 1.20

平均満潮面 不明 不明

東京湾平均海面 0.00 0.35

平均水面 0.17 0.52

平均干潮面 不明 不明

朔望平均干潮面 -0.35 0.00

基本水準面 -0.35 0.00

既往最低潮位 不明 不明

【T.P.(m)】

-2.00

-1.00

+0.00

+1.00

+2.00

+3.00

+6.00

+5.00

+4.00

-3.00

設計高潮位(H.H.W.L) +1.65

高潮警報潮位 +1.50
高潮注意報潮位 +1.00

設計津波潮位(L1津波高) +1.62

L2津波高(参考) +2.89

朔望平均満潮位 +0.85

東京湾平均海面(T.P.) +0.00
平均水面 +0.17

朔望平均干潮面 -0.35

基本水準面(C.D.L) -0.35

仙崎漁港(西側地区)

基準 T.P.(m) C.D.L(m)

設計高潮位(H.H.W.L) 1.65 2.00

既往最高潮位 0.69 1.04

高潮警報潮位 1.50 1.85

高潮注意報潮位 1.00 1.35

L2津波高(参考) 2.89 3.24

設計津波潮位(L1津波高) 1.62 1.97

朔望平均満潮位 0.85 1.20

平均満潮面 不明 不明

東京湾平均海面 0.00 0.35

平均水面 0.17 0.52

平均干潮面 不明 不明

朔望平均干潮面 -0.35 0.00

基本水準面 -0.35 0.00

既往最低潮位 不明 不明

【T.P.(m)】

既往最高潮位 +0.69

-2.00

-1.00

+0.00

+1.00

+2.00

+3.00

+6.00

+5.00

+4.00

-3.00

設計高潮位(H.H.W.L) +1.65

高潮警報潮位 +1.50

高潮注意報潮位 +1.00

設計津波潮位(L1津波高) +1.67

L2津波高(参考) +3.20

朔望平均満潮位 +0.85

東京湾平均海面(T.P.) +0.00
平均水面 +0.17

朔望平均干潮面 -0.35

基本水準面(C.D.L) -0.35

通漁港

基準 T.P.(m) C.D.L(m)

設計高潮位(H.H.W.L) 1.65 2.00

既往最高潮位 1.65 2.00

高潮警報潮位 1.50 1.85

高潮注意報潮位 1.00 1.35

L2津波高(参考) 3.20 3.55

設計津波潮位(L1津波高) 1.67 2.02

朔望平均満潮位 0.85 1.20

平均満潮面 不明 不明

東京湾平均海面 0.00 0.35

平均水面 0.17 0.52

平均干潮面 不明 不明

朔望平均干潮面 -0.35 0.00

基本水準面 -0.35 0.00

既往最低潮位 不明 不明

【T.P.(m)】

既往最高潮位 +1.65

-2.00

-1.00

+0.00

+1.00

+2.00

+3.00

+6.00

+5.00

+4.00

-3.00

設計高潮位(H.H.W.L) +1.65

高潮警報潮位 +1.50
高潮注意報潮位 +1.00

設計津波潮位(L1津波高) +1.67
L2津波高(参考) +2.14

朔望平均満潮位 +0.85

東京湾平均海面(T.P.) +0.00
平均水面 +0.17

朔望平均干潮面 -0.35

基本水準面(C.D.L) -0.35

仙崎漁港(東側地区)

基準 T.P.(m) C.D.L(m)

設計高潮位(H.H.W.L) 1.65 2.00

既往最高潮位 0.69 1.04

高潮警報潮位 1.50 1.85

高潮注意報潮位 1.00 1.35

L2津波高(参考) 2.14 2.49

設計津波潮位(L1津波高) 1.67 2.02

朔望平均満潮位 0.85 1.20

平均満潮面 不明 不明

東京湾平均海面 0.00 0.35

平均水面 0.17 0.52

平均干潮面 不明 不明

朔望平均干潮面 -0.35 0.00

基本水準面 -0.35 0.00

既往最低潮位 不明 不明

【T.P.(m)】

既往最高潮位 +0.69
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-2.00

-1.00

+0.00

+1.00

+2.00

+3.00

+6.00

+5.00

+4.00

-3.00

設計高潮位(H.H.W.L) +1.65

高潮警報潮位 +1.50
高潮注意報潮位 +1.00

設計津波潮位(L1津波高) +2.04

朔望平均満潮位 +0.75

東京湾平均海面(T.P.) +0.00
平均水面 +0.13

朔望平均干潮面 -0.35

基本水準面(C.D.L) -0.35

三見漁港

基準 T.P.(m) C.D.L(m)

設計高潮位(H.H.W.L) 1.65 2.00

既往最高潮位 0.61 0.96

高潮警報潮位 1.50 1.85

高潮注意報潮位 1.00 1.35

L2津波高(参考) 3.74 4.09

設計津波潮位(L1津波高) 2.04 2.39

朔望平均満潮位 0.75 1.10

平均満潮面 不明 不明

東京湾平均海面 0.00 0.35

平均水面 0.13 0.48

平均干潮面 不明 不明

朔望平均干潮面 -0.35 0.00

基本水準面 -0.35 0.00

既往最低潮位 不明 不明

【T.P.(m)】

既往最高潮位 +0.61

L2津波高(参考) +3.74

-2.00

-1.00

+0.00

+1.00

+2.00

+3.00

+6.00

+5.00

+4.00

-3.00

設計高潮位(H.H.W.L) +1.65

高潮警報潮位 +1.50
高潮注意報潮位 +1.00

設計津波潮位(L1津波高) +1.67

朔望平均満潮位 +0.85

東京湾平均海面(T.P.) +0.00
平均水面 +0.17

朔望平均干潮面 -0.35

基本水準面(C.D.L) -0.35

小島漁港

基準 T.P.(m) C.D.L(m)

設計高潮位(H.H.W.L) 1.65 2.00

既往最高潮位 1.65 2.00

高潮警報潮位 1.50 1.85

高潮注意報潮位 1.00 1.35

L2津波高(参考) 1.96 2.31

設計津波潮位(L1津波高) 1.67 2.02

朔望平均満潮位 0.85 1.20

平均満潮面 不明 不明

東京湾平均海面 0.00 0.35

平均水面 0.17 0.52

平均干潮面 不明 不明

朔望平均干潮面 -0.35 0.00

基本水準面 -0.35 0.00

既往最低潮位 不明 不明

【T.P.(m)】

既往最高潮位 +1.65

L2津波高(参考) +1.96

-2.00

-1.00

+0.00

+1.00

+2.00

+3.00

+6.00

+5.00

+4.00

-3.00

設計高潮位(H.H.W.L) +1.65

高潮警報潮位 +1.50
高潮注意報潮位 +1.00

設計津波高(L1津波) +1.55

朔望平均満潮位 +0.75

東京湾平均海面(T.P.) +0.00
平均水面 +0.13

朔望平均干潮面 -0.35

基本水準面(C.D.L) -0.35

相島漁港

基準 T.P.(m) C.D.L(m)

設計高潮位(H.H.W.L) 1.65 2.00

既往最高潮位 不明 不明

高潮警報潮位 1.50 1.85

高潮注意報潮位 1.00 1.35

L2津波高(参考) 3.31 3.66

設計津波潮位(L1津波高) 1.55 1.90

朔望平均満潮位 0.75 1.10

平均満潮面 不明 不明

東京湾平均海面 0.00 0.35

平均水面 0.13 0.48

平均干潮面 不明 不明

朔望平均干潮面 -0.35 0.00

基本水準面 -0.35 0.00

既往最低潮位 不明 不明

【T.P.(m)】

L2津波高(参考) +3.31

-2.00

-1.00

+0.00

+1.00

+2.00

+3.00

+6.00

+5.00

+4.00

-3.00

設計高潮位(H.H.W.L) +1.65

高潮警報潮位 +1.50
高潮注意報潮位 +1.00

設計津波潮位(L1津波高) +1.67

朔望平均満潮位 +0.85

東京湾平均海面(T.P.) +0.00
平均水面 +0.17

朔望平均干潮面 -0.35

基本水準面(C.D.L) -0.35

野波瀬漁港

基準 T.P.(m) C.D.L(m)

設計高潮位(H.H.W.L) 1.65 2.00

既往最高潮位 1.65 2.00

高潮警報潮位 1.50 1.85

高潮注意報潮位 1.00 1.35

L2津波高(参考) 1.98 2.33

設計津波潮位(L1津波高) 1.67 2.02

朔望平均満潮位 0.85 1.20

平均満潮面 不明 不明

東京湾平均海面 0.00 0.35

平均水面 0.17 0.52

平均干潮面 不明 不明

朔望平均干潮面 -0.35 0.00

基本水準面 -0.35 0.00

既往最低潮位 不明 不明

【T.P.(m)】

既往最高潮位 +1.65

L2津波高(参考) +1.98
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-2.00

-1.00

+0.00

+1.00

+2.00

+3.00

+6.00

+5.00

+4.00

-3.00

設計高潮位(H.H.W.L) +1.65

高潮警報潮位 +1.50

高潮注意報潮位 +1.00

設計津波潮位(L1津波高) +1.92

朔望平均満潮位 +0.75

東京湾平均海面(T.P.) +0.00
平均水面 +0.13

朔望平均干潮面 -0.35

基本水準面(C.D.L) -0.35

萩漁港(嫁泣地区以外)

基準 T.P.(m) C.D.L(m)

設計高潮位(H.H.W.L) 1.65 2.00

既往最高潮位 1.15 1.50

高潮警報潮位 1.50 1.85

高潮注意報潮位 1.00 1.35

L2津波高(参考) 2.97 3.32

設計津波潮位(L1津波高) 1.92 2.27

朔望平均満潮位 0.75 1.10

平均満潮面 不明 不明

東京湾平均海面 0.00 0.35

平均水面 0.13 0.48

平均干潮面 不明 不明

朔望平均干潮面 -0.35 0.00

基本水準面 -0.35 0.00

既往最低潮位 不明 不明

【T.P.(m)】

L2津波高(参考) +2.97

既往最高潮位 +1.15

-2.00

-1.00

+0.00

+1.00

+2.00

+3.00

+6.00

+5.00

+4.00

-3.00

設計高潮位(H.H.W.L) +1.65

高潮警報潮位 +1.50
高潮注意報潮位 +1.00

設計津波潮位(L1津波高) +2.52

朔望平均満潮位 +0.75

東京湾平均海面(T.P.) +0.00
平均水面 +0.13

朔望平均干潮面 -0.35

基本水準面(C.D.L) -0.35

玉江漁港(橋本川左岸側)

基準 T.P.(m) C.D.L(m)

設計高潮位(H.H.W.L) 1.65 2.00

既往最高潮位 0.61 0.96

高潮警報潮位 1.50 1.85

高潮注意報潮位 1.00 1.35

L2津波高(参考) 3.33 3.68

設計津波潮位(L1津波高) 2.52 2.87

朔望平均満潮位 0.75 1.10

平均満潮面 不明 不明

東京湾平均海面 0.00 0.35

平均水面 0.13 0.48

平均干潮面 不明 不明

朔望平均干潮面 -0.35 0.00

基本水準面 -0.35 0.00

既往最低潮位 不明 不明

【T.P.(m)】

L2津波高(参考) +3.33

既往最高潮位 +0.61

-2.00

-1.00

+0.00

+1.00

+2.00

+3.00

+6.00

+5.00

+4.00

-3.00

設計高潮位(H.H.W.L) +1.65

高潮警報潮位 +1.50

高潮注意報潮位 +1.00

設計津波潮位(L1津波高) +1.92

朔望平均満潮位 +0.75

東京湾平均海面(T.P.) +0.00
平均水面 +0.13

朔望平均干潮面 -0.35

基本水準面(C.D.L) -0.35

萩港

基準 T.P.(m) C.D.L(m)

設計高潮位(H.H.W.L) 1.65 2.00

既往最高潮位 不明 不明

高潮警報潮位 1.50 1.85

高潮注意報潮位 1.00 1.35

L2津波高(参考) 3.38 3.73

設計津波潮位(L1津波高) 1.92 2.27

朔望平均満潮位 0.75 1.10

平均満潮面 不明 不明

東京湾平均海面 0.00 0.35

平均水面 0.13 0.48

平均干潮面 不明 不明

朔望平均干潮面 -0.35 0.00

基本水準面 -0.35 0.00

既往最低潮位 不明 不明

【T.P.(m)】

L2津波高(参考) +3.38

-2.00

-1.00

+0.00

+1.00

+2.00

+3.00

+6.00

+5.00

+4.00

-3.00

設計高潮位(H.H.W.L) +1.65

高潮警報潮位 +1.50
高潮注意報潮位 +1.00

設計津波高(L1津波) +1.92

朔望平均満潮位 +0.75

東京湾平均海面(T.P.) +0.00
平均水面 +0.13

朔望平均干潮面 -0.35

基本水準面(C.D.L) -0.35

玉江漁港(橋本川右岸側)

基準 T.P.(m) C.D.L(m)

設計高潮位(H.H.W.L) 1.65 2.00

既往最高潮位 0.61 0.96

高潮警報潮位 1.50 1.85

高潮注意報潮位 1.00 1.35

L2津波高(参考) 3.15 3.50

設計津波潮位(L1津波高) 1.92 2.27

朔望平均満潮位 0.75 1.10

平均満潮面 不明 不明

東京湾平均海面 0.00 0.35

平均水面 0.13 0.48

平均干潮面 不明 不明

朔望平均干潮面 -0.35 0.00

基本水準面 -0.35 0.00

既往最低潮位 不明 不明

【T.P.(m)】

L2津波高(参考) +3.15

既往最高潮位 +0.61
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-2.00

-1.00

+0.00

+1.00

+2.00

+3.00

+6.00

+5.00

+4.00

-3.00

設計高潮位(H.H.W.L) +1.65

高潮警報潮位 +1.50
高潮注意報潮位 +1.00

設計津波潮位(L1津波高) +1.55

朔望平均満潮位 +0.75

東京湾平均海面(T.P.) +0.00
平均水面 +0.13

朔望平均干潮面 -0.35

基本水準面(C.D.L) -0.35

大島漁港

基準 T.P.(m) C.D.L(m)

設計高潮位(H.H.W.L) 1.65 2.00

既往最高潮位 0.71 1.06

高潮警報潮位 1.50 1.85

高潮注意報潮位 1.00 1.35

L2津波高(参考) 3.78 4.13

設計津波潮位(L1津波高) 1.55 1.90

朔望平均満潮位 0.75 1.10

平均満潮面 不明 不明

東京湾平均海面 0.00 0.35

平均水面 0.13 0.48

平均干潮面 不明 不明

朔望平均干潮面 -0.35 0.00

基本水準面 -0.35 0.00

既往最低潮位 不明 不明

【T.P.(m)】

L2津波高(参考) +3.78

既往最高潮位 +0.71

-2.00

-1.00

+0.00

+1.00

+2.00

+3.00

+6.00

+5.00

+4.00

-3.00

設計高潮位(H.H.W.L) +1.65
高潮警報潮位 +1.50

高潮注意報潮位 +1.00

設計津波潮位(L1津波高) +2.13

朔望平均満潮位 +0.75

東京湾平均海面(T.P.) +0.00
平均水面 +0.13

朔望平均干潮面 -0.35

基本水準面(C.D.L) -0.35

萩漁港(嫁泣地区)

基準 T.P.(m) C.D.L(m)

設計高潮位(H.H.W.L) 1.65 2.00

既往最高潮位 1.15 1.50

高潮警報潮位 1.50 1.85

高潮注意報潮位 1.00 1.35

L2津波高(参考) 3.05 3.40

設計津波潮位(L1津波高) 2.13 2.48

朔望平均満潮位 0.75 1.10

平均満潮面 不明 不明

東京湾平均海面 0.00 0.35

平均水面 0.13 0.48

平均干潮面 不明 不明

朔望平均干潮面 -0.35 0.00

基本水準面 -0.35 0.00

既往最低潮位 不明 不明

【T.P.(m)】

L2津波高(参考) +3.05

既往最高潮位 +1.15

-2.00

-1.00

+0.00

+1.00

+2.00

+3.00

+6.00

+5.00

+4.00

-3.00

設計高潮位(H.H.W.L) +1.65
高潮警報潮位 +1.60

高潮注意報潮位 +1.10

設計津波潮位(L1津波高) +2.13

朔望平均満潮位 +0.75

東京湾平均海面(T.P.) +0.00
平均水面 +0.13

朔望平均干潮面 -0.35

基本水準面(C.D.L) -0.35

奈古漁港(奈古地区)

基準 T.P.(m) C.D.L(m)

設計高潮位(H.H.W.L) 1.65 2.00

既往最高潮位 1.35 1.70

高潮警報潮位 1.60 1.95

高潮注意報潮位 1.10 1.45

L2津波高(参考) 3.56 3.91

設計津波潮位(L1津波高) 2.13 2.48

朔望平均満潮位 0.75 1.10

平均満潮面 不明 不明

東京湾平均海面 0.00 0.35

平均水面 0.13 0.48

平均干潮面 不明 不明

朔望平均干潮面 -0.35 0.00

基本水準面 -0.35 0.00

既往最低潮位 不明 不明

【T.P.(m)】

L2津波高(参考) +3.56

既往最高潮位 +1.35

-2.00

-1.00

+0.00

+1.00

+2.00

+3.00

+6.00

+5.00

+4.00

-3.00

設計高潮位(H.H.W.L) +1.65
高潮警報潮位 +1.50

高潮注意報潮位 +1.00

設計津波潮位(L1津波高) +2.13

朔望平均満潮位 +0.75

東京湾平均海面(T.P.) +0.00
平均水面 +0.13

朔望平均干潮面 -0.35

基本水準面(C.D.L) -0.35

大井漁港

基準 T.P.(m) C.D.L(m)

設計高潮位(H.H.W.L) 1.65 2.00

既往最高潮位 0.61 0.96

高潮警報潮位 1.50 1.85

高潮注意報潮位 1.00 1.35

L2津波高(参考) 3.78 4.13

設計津波潮位(L1津波高) 2.13 2.48

朔望平均満潮位 0.75 1.10

平均満潮面 不明 不明

東京湾平均海面 0.00 0.35

平均水面 0.13 0.48

平均干潮面 不明 不明

朔望平均干潮面 -0.35 0.00

基本水準面 -0.35 0.00

既往最低潮位 不明 不明

【T.P.(m)】

L2津波高(参考) +3.78

既往最高潮位 +0.61
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-2.00

-1.00

+0.00

+1.00

+2.00

+3.00

+6.00

+5.00

+4.00

-3.00

設計高潮位(H.H.W.L) +1.55
高潮警報潮位 +1.60

高潮注意報潮位 +1.10

設計津波潮位(L1津波高) +2.06

朔望平均満潮位 +0.70

東京湾平均海面(T.P.) +0.00
平均水面 +0.20

朔望平均干潮面 -0.20

基本水準面(C.D.L) -0.20

宇田郷漁港

基準 T.P.(m) C.D.L(m)

設計高潮位(H.H.W.L) 1.55 1.75

既往最高潮位 1.50 1.70

高潮警報潮位 1.60 1.80

高潮注意報潮位 1.10 1.30

L2津波高(参考) 4.10 4.30

設計津波潮位(L1津波高) 2.06 2.26

朔望平均満潮位 0.70 0.90

平均満潮面 不明 不明

東京湾平均海面 0.00 0.20

平均水面 0.20 0.40

平均干潮面 不明 不明

朔望平均干潮面 -0.20 0.00

基本水準面 -0.20 0.00

既往最低潮位 不明 不明

【T.P.(m)】

L2津波高(参考) +4.10

既往最高潮位 +1.50

-2.00

-1.00

+0.00

+1.00

+2.00

+3.00

+6.00

+5.00

+4.00

-3.00

設計高潮位(H.H.W.L) +1.65
高潮警報潮位 +1.60

高潮注意報潮位 +1.10

設計津波潮位(L1津波高) +2.06

朔望平均満潮位 +0.75

東京湾平均海面(T.P.) +0.00
平均水面 +0.13

朔望平均干潮面 -0.35

基本水準面(C.D.L) -0.35

奈古漁港(木与地区)

基準 T.P.(m) C.D.L(m)

設計高潮位(H.H.W.L) 1.65 2.00

既往最高潮位 1.35 1.70

高潮警報潮位 1.60 1.95

高潮注意報潮位 1.10 1.45

L2津波高(参考) 4.10 4.45

設計津波潮位(L1津波高) 2.06 2.41

朔望平均満潮位 0.75 1.10

平均満潮面 不明 不明

東京湾平均海面 0.00 0.35

平均水面 0.13 0.48

平均干潮面 不明 不明

朔望平均干潮面 -0.35 0.00

基本水準面 -0.35 0.00

既往最低潮位 不明 不明

【T.P.(m)】

L2津波高(参考) +4.10

既往最高潮位 +1.35

-2.00

-1.00

+0.00

+1.00

+2.00

+3.00

+6.00

+5.00

+4.00

-3.00

設計高潮位(H.H.W.L) +1.55
高潮警報潮位 +1.50

高潮注意報潮位 +1.00

設計津波潮位(L1津波高) +1.87

朔望平均満潮位 +0.70

東京湾平均海面(T.P.) +0.00
平均水面 +0.20

朔望平均干潮面 -0.20

基本水準面(C.D.L) -0.20

須佐漁港

基準 T.P.(m) C.D.L(m)

設計高潮位(H.H.W.L) 1.55 1.75

既往最高潮位 1.10 1.30

高潮警報潮位 1.50 1.70

高潮注意報潮位 1.00 1.20

L2津波高(参考) 3.38 3.58

設計津波潮位(L1津波高) 1.87 2.07

朔望平均満潮位 0.70 0.90

平均満潮面 不明 不明

東京湾平均海面 0.00 0.20

平均水面 0.20 0.40

平均干潮面 不明 不明

朔望平均干潮面 -0.20 0.00

基本水準面 -0.20 0.00

既往最低潮位 不明 不明

【T.P.(m)】

L2津波高(参考) +3.38

既往最高潮位 +1.10

-2.00

-1.00

+0.00

+1.00

+2.00

+3.00

+6.00

+5.00

+4.00

-3.00

設計高潮位(H.H.W.L) +1.65

高潮警報潮位 +1.50

高潮注意報潮位 +1.00

設計津波潮位(L1津波高) +1.55

朔望平均満潮位 +0.75

東京湾平均海面(T.P.) +0.00
平均水面 +0.13

朔望平均干潮面 -0.35

基本水準面(C.D.L) -0.35

櫃島港

基準 T.P.(m) C.D.L(m)

設計高潮位(H.H.W.L) 1.65 2.00

既往最高潮位 不明 不明

高潮警報潮位 1.50 1.85

高潮注意報潮位 1.00 1.35

L2津波高(参考) 3.72 4.07

設計津波潮位(L1津波高) 1.55 1.90

朔望平均満潮位 0.75 1.10

平均満潮面 不明 不明

東京湾平均海面 0.00 0.35

平均水面 0.13 0.48

平均干潮面 不明 不明

朔望平均干潮面 -0.35 0.00

基本水準面 -0.35 0.00

既往最低潮位 不明 不明

【T.P.(m)】

L2津波高(参考) +3.72
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-2.00

-1.00

+0.00

+1.00

+2.00

+3.00

+6.00

+5.00

+4.00

-3.00

設計高潮位(H.H.W.L) +1.55

高潮警報潮位 +1.50

高潮注意報潮位 +1.00

設計津波潮位(L1津波高) +1.71

朔望平均満潮位 +0.70

東京湾平均海面(T.P.) +0.00
平均水面 +0.16

朔望平均干潮面 -0.20

基本水準面(C.D.L) -0.20

江崎漁港

基準 T.P.(m) C.D.L(m)

設計高潮位(H.H.W.L) 1.55 1.75

既往最高潮位 1.55 1.75

高潮警報潮位 1.50 1.70

高潮注意報潮位 1.00 1.20

L2津波高(参考) 3.99 4.19

設計津波潮位(L1津波高) 1.71 1.91

朔望平均満潮位 0.70 0.90

平均満潮面 不明 不明

東京湾平均海面 0.00 0.20

平均水面 0.16 0.36

平均干潮面 不明 不明

朔望平均干潮面 -0.20 0.00

基本水準面 -0.20 0.00

既往最低潮位 不明 不明

【T.P.(m)】

L2津波高(参考) +3.99

既往最高潮位 +1.55

-2.00

-1.00

+0.00

+1.00

+2.00

+3.00

+6.00

+5.00

+4.00

-3.00

設計高潮位(H.H.W.L) +1.29

高潮警報潮位 +1.50

高潮注意報潮位 +1.00

設計津波潮位(L1津波高) +1.35

朔望平均満潮位 +0.58

東京湾平均海面(T.P.) +0.00
平均水面 +0.00

朔望平均干潮面 -0.52

基本水準面(C.D.L) -0.32

見島漁港

基準 T.P.(m) C.D.L(m)

設計高潮位(H.H.W.L) 1.29 1.61

既往最高潮位 1.18 1.50

高潮警報潮位 1.50 1.82

高潮注意報潮位 1.00 1.32

L2津波高(参考) 6.00 6.32

設計津波潮位(L1津波高) 1.35 1.67

朔望平均満潮位 0.58 0.90

平均満潮面 不明 不明

東京湾平均海面 0.00 0.32

平均水面 0.00 0.32

平均干潮面 不明 不明

朔望平均干潮面 -0.52 -0.20

基本水準面 -0.32 0.00

既往最低潮位 不明 不明

【T.P.(m)】

L2津波高(参考) +6.00

既往最高潮位 +1.18
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第２章 工事費の積算 

 

 １節 直接工事費 

 

  ２．一般事項 

 

   2-(1) 各港湾の供用係数 

 

     各港湾の供用係数（α）は下表による。 

 

係数ランク 

 

船舶供用係数 

（α） 

換算年間 

荒天日数 

適 用 港 湾 

 

 

１ 

 

 

 

 

１．６５ 

 

 

 

 

２４日以下 

 

 

 

 

 瀬戸内海に面する各港 

 日本海に面する各港において自然の地形

や防波堤等により遮蔽された場所 

 

 

２～ 

 

 

 

１．８０～ 

 

 

 

２５日以上 

 

 

 

  換算荒天日数が左記に該当する港 

 使用にあたっては主管課と協議のこと 

 

         注）回航費に計上する供用係数は、１．３０とする。 

 

 

 

   2-(2) 材料等の規格 

 

   2-(2)-1 一般事項 

 

     港湾構造物の規格については、「港湾の施設の技術上の基準・同解説（平成 30 年 5 月）」 

    及び「海岸保全施設の技術上の基準・同解説（平成 30 年 8 月）」によることを原則とする。 

      また、Ｕ型水路、管渠等は、「土木工事標準積算基準書（共通編）」及び「土木構造物標

準設計」によることとする。 

 

2-(2)-2 コンクリート 

 

港湾構造物に使用するコンクリートの仕様については、港湾の施設の技術上の基準・同解

説（平成 30 年 5 月,(公益社団法人日本港湾協会)を基本に、平成 20 年 3 月 31 日付国港技第

92 号「港湾及び海岸保全施設のコンクリート構造物の耐久性確保について」を考慮し、コン

クリート強度の特性値の標準値等を設定するものとする。 

 

表．港湾構造物に使用するコンクリート強度の特性値の標準値 

設計基準 

強度 

(N/mm2) 

呼び 

強度 

(N/mm2) 

粗骨材 

最大寸法 

(mm) 

スランプ 

(cm) 

水セメ 

ント比 

(%以下) 

セメント 

の種類 
使用箇所 

 

 

18 

 

 

18 

 

 

40 

 

8,12※2) 

 

 

65 

 

高炉 B 

防波堤上部工、ふたコンクリー

ト 

本体ブロック、根固めブロック 

異形ブロック（消波、被覆） 

8,12※2) 高炉 B 
係船岸上部工 

係船柱基礎（重力式） 

 

24 

 

24 

 

20,25,40 

12 65 高炉 B 係船柱基礎（杭式） 

12 50 高炉 B 
ケーソン、セルラーブロック 

L 型ブロック 

12 55 高炉 B 消波ブロック 

4.5 4.5 20(25)※1),40  2.5 － 高炉 B エプロン舗装 

*1)舗装厚が 10 ㎝の場合は砂利の場合 25 ㎜（砕石の場合 20 ㎜）とする。 

*2)環境条件、施工性等を考慮して選択できるものとする。 
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   2-(2)-3 太径鉄筋（Ｄ３８以上Ｄ５１以下）の取扱い 

 

 鉄筋工において、太径鉄筋（Ｄ３８以上Ｄ５１以下）の割合が１０％未満の場合は、市場

単価を適用することができる。 

 なお、太径鉄筋の割合は以下の方法で計算することとする。 

 

            １単位当たり構造物の設計太径鉄筋質量 

  太径鉄筋の割合 ＝  

            １単位当たり構造物の設計全体鉄筋質量 

 

また、太径鉄筋（Ｄ３８以上Ｄ５１以下）の割合が１０％を超える場合は別途考慮するこ

と。 

 

 

 

   2-(3) 発生材の処理 

 

     旧鉄扉、ゲート、鋼管抗の切断破片、仮設材料等の発生物件はスクラップとして、正式な     

    手続を行うものとする。 

     また、無価値の物件も、証拠書類を整備しておくものとする。 

     事業によって、発生した各種の発生物件の残存価格が、撤去費又は処分費と相殺される場     

合は、補助金の返還はしなくてもよいが、残存価格、撤去費、処分費の算定根拠を明確にす     

ると共に、撤去、処分にあたり書類、写真等証拠書類を整備しておくこと。 

 

 

 

   2-(4) 材料等の単価 

 

   2-(4)-1 材料単価（港湾請負工事積算基準 第１部 第２章 １節 ２－２－１） 

 

     材料単価の決定方法については、土木工事標準積算基準書（山口県運用版）第Ⅰ編 総則に

よる。 

 

   2-(4)-2 損料単価 

 

    ア 船舶および機械器具等の損料単価については「令和８年度改訂版船舶および機械器具等

の損料算定基準（公益社団法人日本港湾協会）」による。 

    イ 船舶および機械器具等の損料算定基準に記載されていない損料単価は見積等により調査

した単価を用いること。 

 

   2-(4)-3 市場単価 

 

     市場単価の端数処理等については、土木工事標準積算基準書（山口県運用版）第Ⅰ編 総則

による。 

 

   2-(4)-4 賃料（港湾請負工事積算基準 第１部 第２章 １節 補足資料－１） 

 

     賃料の端数処理等については、土木工事標準積算基準書（山口県運用版）第Ⅰ編 総則によ

る。 

 

 

 

   2-(5) 代価表（港湾請負工事積算基準 第１部 第２章 １節 ２－９－２） 

 

     代価表の項目のうち、「材料単価」「運転・供用単価」「損料」の数位については、土木

工事標準積算基準書（山口県運用版）第Ⅰ編 総則による。 

     その他の項目は、港湾請負工事積算基準 第１部 第２章 １節 ２－９－２のとおりとする。 
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   2-(6) 総括表（港湾請負工事積算基準 第１部 第２章 １節 ２－９－３） 

 

     代価単価＝代価総額／代価数量（能力値）は、円止めとし、円未満切り捨てとする。 

 

 

 

  ３．共通事項 

 

   3-1 工事区分 

 

   3-(1) 瀬取り経費について 

 

     海上運賃を伴う資材で荷下し場所が朔望平均満潮位から水深５ｍ以下（（朔望平均満潮位

－海底地盤高）≦5m）の場合には、現場投入渡し価格に瀬取り経費を加算することとする。      

     なお、積算にあたっては現場条件に適した機種及び能力を選定するなど、適正な方法によ     

    って算出することとする。 

 

    ※大量の捨石投入等、バージ船による捨石運搬が明らかに見込まれ、現場条件と照合し、 

     瀬取りが不要と想定される場合においては、水深５ｍ以下でも瀬取り経費の計上を行 

     わない。なお、この場合においては、想定する捨石運搬船及び瀬取りを計上しない旨 

     を特記仕様書に明示することとする。 
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 ２節 間接工事費 

 

 

   2-2 回航・えい航費（港湾請負工事積算基準 第１部 第２章 ２節 ２－２） 

 

      2-2-(1)  回航・えい航費の内容 

 

回航・えい航費は、工事の施工に必要な船舶等を、入手可能であると推定される場所より

原則として工事現場までに要する費用し、汎用作業船は往路のみ、特殊作業船は往復を計

上する。 

ただし、特殊作業船は次の場合、往路の費用のみ計上する。 

１）当該工事現場付近で使用の見込みがある場合 

２）当該工事現場を次期工事のための基地として利用する場合 

 

      2-2-(2)  積算方法 

 

「第５章 間接工事費の施工歩掛、１節 回航・えい航費」を適用し、積上げ積算する。  

１）一部でも一平水区域外を航行する、かつ、航行距離が片道 25 海里（約 46.3km）以

上の場合を回航とする。 

２）以下のいずれかの場合をえい航とする。 

①一平水区域内 

②一平水区域外、かつ、航行距離が片道 25 海里（約 46.3km）未満の場合 

 

 

 

   2-6 安全費 

 

      2-6-(1) 安全標識施設について 

 

     ◎ 水域内の標識については海上保安部と十分協議し必要な標識を設置すること。 

 

     ◎ 防波堤等の工事における堤頭部等の安全標識施設の設置に伴い必要となる費用として       

      は次の経費が計上できる。 

 

       船舶の航行等が予想される箇所において、防波堤・突堤・岸壁・物揚場等の工事          

      を分割施行する場合等の安全標識施設並びに設置に要する経費 

 

     ◎ 器具損料は、「令和８年度改訂版船舶および機械器具等の損料算定基準（公益社団法

人日本港湾協会）」を参照のこと。 

 

     設計の手順 

      ① 工事概要書にて、海上保安庁へ協議の上、標識設置箇所、箇数及び灯色光達距離の        

       指示を受ける。 

      ② 地元関係者への確認をする。 

      ③ 各関係機関との協議条件に適合する標識を選び、安全費に積上算方式として別途計        

       上する。 

 

 

 



Ⅹ‐33 
 

   2-9 水雷・傷害保険料 

 

   2-9-(1) 保険対象船舶及び職種について 

 

    ①水雷・傷害等保険料の内容 

      水雷事故の可能性のある海域においては、浚渫、床掘及び地盤改良、杭打工事等に従事

する船舶、作業員等に対して、これに必要な工事期間水雷・傷害等の保険を付保するもの

とし、その保険料を計上する。 

 

    ②傷害保険料の付保対象職種 

 水雷事故の可能性のある海域において、直接作業に従事する作業員、運転手及び付保

対象船舶・機械外で作業する潜水士とする。 

※付保対象職種の例…鋼管矢板打設（海上打設）の場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※船舶運転単価表内の労務費は、付保対象船舶・機械の中で作業する（直接作業ではな

い）ため、付保の対象としない。ただし、潜水士船運転単価表内の潜水士は、付保対象

船舶・機械の外で作業するため、付保の対象とする。 

※傷害保険の付保対象人数の算定に当たっては、船員供用係数βを乗じない人数とする

こと。 

     

 

  2-9-(2) 該当港湾 

 

      山口県内において、水雷事故の可能性のある海域に該当する港湾は以下のとおりである。 

      

      岩国港、由宇港、大島郡（全域）、柱島港、沖浦西港、平生港、室津港、徳山下松港、      

三田尻中関港、青江港、秋穂港、山口東港、山口港、丸尾港、宇部港、小野田港、厚狭港、      

埴生港、下関港、小串港、油谷港、深川港、仙崎港、萩港 

 

      詳細な範囲は該当する港を管轄する海上保安庁へ確認すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

潜水士船運転単価表に含まれる潜

水士を付保の対象とする。 

直接作業に従事する作業員および運

転手を付保の対象とする。 
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  2-9-(3) 水雷・傷害保険料の積算について 

 

①水雷・傷害等保険料の取扱い 

水雷・傷害等保険料は共通仮設費（積上分）に計上することとし、現場管理費およ

び一般管理費の率計算の対象額とする。 

 

    ②保険料の計上方法 

      積算に使用する水雷及び傷害保険料は、「港湾請負工事積算基準-第１部港湾土木請

負工事積算基準-第５章間接工事費の施工歩掛-８節水雷・傷害等保険料」に記載され

ている算定式のとおり、消費税分を除いた金額とする。 

      なお、最低水雷保険料を計上する場合は、 {保険料対象価格×(保険料率(％)／100)}

を 5,000 円とする。 

算定式：水雷保険料＝[{保険料対象価格×(保険料率(％)／100)}÷1.10]×対象船舶

隻数 

    （[ ]は少数３位切捨て、{ }は少数１位切捨て、全体は少数１位切捨て） 

 

③積算条件書への明記 

水雷保険料を計上した場合には、積算条件書へ水雷保険の最低保険料の計上方法につ

いて明記すること。 

 

 

◇積算条件書記載例◇ 

 水雷保険料 

 最低水雷保険料を計上する場合は、下式のうち{保険料対象価格×(保険料率(％)／

100)}を 5,000 円とする。 

 水雷保険料＝[{保険料対象価格×(保険料率(％)／100)}÷1.10]×対象船舶隻数 

 （[ ]は少数３位切捨て、{ }は少数１位切捨て、全体は少数１位切捨て） 

 

 

    ④施工条件書への明示 

水雷、傷害保険の付保を積算計上した場合には、付保すべき保険の種類及び対象を

施工条件書に明記すること。 

 

 

                   ◇施工条件書記載例◇ 
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第３章 直接工事費の施工歩掛 

 

 １節 浚渫・土捨工 

 

   １－（１） 注意事項 

 

    （a） 標準断面には柱状図を記載すること． 

    （b） ポンプ浚渫の排砂管延長は、基部と先端部とでは使用時間に大差が生じるので土量        
       から経済性を考えた上で算出し、先端までの距離をとらないこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    （c） 標準以上の余堀については主管課と協議のこと。但しこの場合はデータを整理する        
       必要がある。 

    （d） 土捨位置及び配砂管については図示すること。 

    （e） ポンプによる岩盤浚渫については他の船種等の比較を行うこと。 

    （f） 土捨場までの距離は埋立法線までとし、法線内は補助対象外とすること。 

       （床掘・浚渫とも） 

    （g） 排砂管の運搬費の計上について 

        基地港（広島・洞海）よりの排砂管運搬費を計上する。運搬費の計上は現場条件及        
       び経済性を考慮するものとし、陸送の場合の運搬距離は、下表による。 

 

        排砂管運搬距離表 

港      湾 運 搬 距 離 基  地  港 

岩    国    港     40  km 広  島  港 

徳山下松港（徳山地区）     92 〃 

三   田   尻  港     98 洞  海  湾 

宇    部    港     94 〃 

小   野   田  港     60 〃 

 

 

 

 ２節 海上地盤改良工 

 

  １．総則 

 

  １－（１） チェックボーリングの取り扱いについて 

 

    ① サンドコンパクションパイル工 

      チェックボーリングにあたっては、設計上必要なＮ値を設計図書に明示すること。 

 

    ② チェックボーリングの積算上の取り扱い 

      地盤改良工事（ＳＣＰ及び深層混合処理）におけるチェックボーリングについては、本      
工事と一括発注（一件工事）するものとし、積算にあたっては、別途「調査業務価格」を 
算出したうえで、共通仮設費の技術管理費（積上げ積算分）として計上する。なお、この 
「調査業務価格」は、地質調査積算基準により諸経費（業務管理費、一般管理費等）を含 
め算出するものとする。したがって、発注工事の間接工事費（共通仮設費、現場管理費） 
及び一般管理費等の対象としないこと。 
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 ３節 基礎工 

 

  １．総則 

  １－６  数量計算等 

  １－６－３ 数量の算出 

２）基礎捨石工 
（１）余盛を計上しようとする場合は、計算根拠、資料等を十分検討したうえで計上すること。 

 

 

  ２．基礎盛砂工 

  ２－４ 盛砂 

  ２－４－１ 施工方式 

      ２）盛砂投入指示 

     盛砂投入指示は、水深 M.L.W.L－４．０ｍ以下の体積を対象とし、潜水士船による。 

 

 

  ４．基礎捨石工 

  ４－３ 基礎捨石 

  ４－３－２ 施工方式 

      ２）捨石投入指示 

     捨石投入指示は、水深 M.L.W.L－４．０ｍ以下の体積を対象とし、潜水士船による。 

 

 

  ４－４ 捨石均し・捨石荒均し 

 

    適用歩掛 

       適 用 範 囲    適  用  歩  掛 

海岸工事 

 

 

 

海上施工 

※２ 

M.L.W.L未満  第１部 ３節4-5-4 
M.L.W.L以上   第１部 ３節4-4-4 陸上均し 

陸上施工 

※３  
M.L.W.L未満   別途考慮 ※１参照 

M.L.W.L以上   第１部 ３節4-4-4 陸上均し 

港湾工事一般 

 

  第１部 ３節4-4 捨石均し工 

 

         ※１ 潜水士船での作業に適さない工事で、M.L.W.L 未満の均し対象面積が、捨石均し        
全体面積の 50%未満の場合は、「M.L.W.L 以上の潮待ち部」の施工歩掛を適用する        
ものとする。その他の場合は、別途考慮するものとする。 

         ※２ 海上施工とは、陸上より資材・重機等の搬入が困難な場合で、船舶により施工する        
       作業場合。 

         ※３ 陸上施工とは、陸上より重機等の搬入が可能な場合で、陸上機械（ﾊﾞｯｸﾎｳ、ﾎｲｰﾙｸﾚｰ        
       ﾝなど）により施工する場合。（資材の搬入を船舶で行う場合を含む） 

 

 

  ４－６ 捨石投入工（ダンプトラックによる投入の場合） 

  ４－６－１ 適用範囲 

    本項は、水深-10m 未満の浅海域における海岸工事の陸上作業（捨石重量 1,000kg 以下）に    
   適用する。 

４－６－２ 施工歩掛 

    「土木工事標準積算基準書 第Ⅲ編河川 第１章河川海岸 ②捨石工 ３施工パッケージ ３－１

捨石」による。 
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 ５節 被覆・根固工 

 

  ２．被覆石工 

    ２－３ 被覆石 

    ２－３－２ 施工方式 

 

      ２）被覆石投入指示 

     被覆石投入指示は、水深 M.L.W.L－４．０ｍ以下の体積を対象とし、潜水士船による。 

 

 

    ２－４ 被覆均し 

 

    適用歩掛 

       適 用 範 囲    適  用  歩  掛 

海岸工事 

 

 

 

海上施工 

※２ 

M.L.W.L未満  第１部 ５節2-5-4 
M.L.W.L以上   第１部 ５節2-4-4 陸上均し 

陸上施工 

※３ 

M.L.W.L未満   別途考慮 ※１参照 

M.L.W.L以上   第１部 ５節2-4-4 陸上均し 

港湾工事一般 

 

  第１部 ５節2-4 被覆均し工 

 

         ※１ 潜水士船での作業に適さない工事で、M.L.W.L 未満の均し対象面積が、被覆均し        
全体面積の 50%未満の場合は、「M.L.W.L 以上の潮待ち部」の施工歩掛を適用する        
ものとする。その他の場合は、別途考慮するものとする。 

         ※２ 海上施工とは、陸上より資材・重機等の搬入が困難な場合で、船舶により施工する        
       作業の場合。 

         ※３ 陸上施工とは、陸上より重機等の搬入が可能な場合で、陸上機械（ﾊﾞｯｸﾎｳ、ﾎｲｰﾙｸﾚｰ        
       ﾝなど）により施工する場合。（資材の搬入を船舶で行う場合を含む） 

 

 

 

 ６節 上部工 

 

  ２．上部コンクリート工 

  ２－（１） 伸縮目地の施工について 

 

     コンクリートの収縮により発生する上部工の不規則なひび割れを防止するため、収縮目地     
    を施工する。実施については下図による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

           （注意）岸壁、物揚場等の上部工において、船舶等の牽引力が作用する場合（係船柱が          
設置される場合）は、目地の施工により重量不足とならないように安定計算を理          
解した上で目地の施工場所を選定すること。 
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 ９節 裏込・裏埋工 

 

  ２．裏込工 

 

  ２－４ 裏込材 

  ２－４－２ 施工方式 

      ２）投入指示 

     裏込石投入指示は、水深 M.L.W.L－４．０ｍ以下の体積を対象とし、潜水士船による。 

 

 

  ２－５ 裏込均し 

 

※潜水士船での作業に適さない現場条件の場合の水中均しについて 

            潜水士船での作業に適さない工事で、M.L.W.L 未満の均し対象面積が、裏込均し        
全体面積の 50%未満の場合は、「M.L.W.L 以上の潮待ち部」の施工歩掛を適用する        
ものとする。その他の場合は、別途考慮するものとする。 

 

 

 

 １２節 土工 

 

  １．総則 

  １－１ 適用範囲 

 

      港湾工事における土工については、土木工事標準積算基準書（共通編）に記載されてい

る歩掛を使用することとする。 
 

※実施する土工の規格等により、土木工事標準積算基準書（共通編）に記載されている歩

掛の適用がふさわしくないと判断される場合には、主管課と協議のうえ、使用歩掛を決

定すること。 
 
 
 
 １３節 舗装工 

 

  １．総則 

  １－１ 適用範囲 

 

     港湾工事におけるアスファルト舗装工については、土木工事標準積算基準書（道路編）に

記載されている歩掛を使用することとする。（アスファルト舗装を主たる工種で発注する場

合の間接工事費の工種区分は舗装工事を適用） 
     コンクリート舗装工については、13 節に記載されている歩掛を使用することとする。（コ

ンクリート舗装を主たる工種で発注する場合の間接工事費の工種区分は港湾工事（構造物    

工事）を適用） 
 
    ※実施するアスファルト舗装工の規格により、土木工事標準積算基準書（道路編）に記載

されている歩掛の適用がふさわしくないと判断される場合には、主管課と協議のうえ、

使用歩掛を決定すること。 
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第４章 市場単価 

 

  ２.  市場単価 

 

     本積算基準に適用する標準市場単価は、土木工事標準積算基準書（山口県運用版）第Ⅰ

編 総則により決定する。 

 

  ３.  土木工事標準単価 

 

     土木工事標準単価は、土木工事標準積算基準書（山口県運用版）第Ⅰ編 総則により決定

する。 
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第５章 間接工事費の施工歩掛 

 

 １節  回航・えい航費 

 

  1.  総則 

 

1-(1) 用語の定義 

回航：一部でも一平水区域外を航行する、かつ、航行距離が片道 25 海里（約 46.3ｋｍ） 

以上の場合 

えい航：以下のいずれかの場合による。 
① 一平水区域内 

② 一平水区域外、かつ、航行距離が片道 25 海里（約 46.3ｋｍ）未満 

汎用作業船：汎用作業船は、以下のとおりとする。 

グラブ浚渫船、バックホウ浚渫船、ガット船、揚土船（リクレーマ船） 

土運船、台船、クレーン付台船、起重機船、コンクリートミキサー船 

サンドコンパクション船 

特殊作業船:特殊作業船は、上記の汎用作業船一覧に記載のない作業船及びケーソン

進水工における大型起重機船とする。 

在港地：実際に作業船が在港している港。 

船籍港：船舶所有者が船舶の登記及び登録をし、船舶国籍証明書の交付を受ける港。 

 

 

  1-(2) 積算の考え方 

      以下のとおりとする。 
・汎用作業船については、往路のみ（片道）の費用を計上する。 
 ただし、次の場合は変更設計にて復路の費用を計上できる。 

① 作業船が船籍港へ帰港する場合。  
・特殊作業船については、往復の費用を計上する。 

ただし、次の場合は往路のみの費用を計上する。     
①  当該工事現場付近で使用の見込みがある場合 

②  当該工事現場を他工事のため基地として利用する場合 

※特殊作業船の積算にあたっては、別途主管課と協議すること。 

 

 

  1-(3) 船舶の在港地 

      船舶の在港地は、年 2 回（4 月及び 10 月）港湾課より通知する「在港調査表」による。

ただし、在港調査表に記載のない船舶の内、潜水士船は各工事港を在港地とし、その他は浜

田港、洞海湾（戸畑・若松）及び広島港（三菱）とする。 

 

 

  1-(4) 航行距離の算出 

           出発港から到着港までの航行距離は、海上保安庁海洋情報部編集の「距離表」、（一社）

日本海運集会所発行「内航距離表」または海上保安庁海洋情報部発行の「海図」により算出

することを原則とする。 
 
 
    1-(5)  汎用作業船の往路費用の計上  

  1-(5)-1 起工設計について 

             以下のとおり経済比較を行い、在港地を選定する。 

① 在港調査表において積算で選定した規格の作業船が県内に在港している場合、選

定した船舶の在港地と浜田港、洞海湾、広島港を経済比較し、最も安価となる港

を積算上の在港地とする。 
② 在港調査表に積算で選定した規格の作業船が在港していない場合、浜田港、洞海

湾、広島港を経済比較し、最も安価となる港を積算上の在港地とする。 

 

  1-(5)-2 変更設計について 

       起工時に選定した在港地と実際の在港地が異なる場合は、以下のとおり経済比較を行い

変更設計する。 
① 実際の在港地が県内である場合、実際の在港地と在港調査表で在港している港及
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び浜田港、洞海湾、広島港を経済比較し最も安価となる港で積算する。 
② 実際の在港地が県外である場合、実施の在港地と浜田港、洞海湾、広島港を経済

比較し、最も安価となる港で積算する。 
            （注-1）いずれの場合も航行距離のみを変更設計の対象とし、船種、規格、船団構成の 

変更は行わない

       （注-2）増額変更となる場合、起工時に選定した船舶が使用不可であることを証明する 
資料を受注者に工事打合せ簿で提出させ、発注者が確認した上で変更設計を行 
うこと。 
 

1-(5)-3  積算上の在港地の決定フロー 

 
  起工時  
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
  
  変更時  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

1-(6) 汎用作業船の復路費用の計上 

     受注者から工事打合せ簿により汎用作業船の復路費用の計上について協議があった場に 

は、作業船が船籍港へ帰港する場合に限り、復路費用を変更設計の対象とすること。 

（注-1）船籍港と浜田港、洞海湾、広島港を経済比較し、最も安価となる港で積算すること。 

（注-2）船籍港を証明する資料を受注者に工事打合せ簿で提出させ、発注者が確認した上で

変更設計を行うこと。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

YES NO

在港調査表において積算で選定した規格の作業船が在港している

在港地と浜田港、洞海湾、広島港で経済比較を
行い最も安価となる港で積算する

浜田港、洞海湾、広島港で経済比較を
行い最も安価となる港で積算する

実際の在港地が県内である場合 実際の在港地が県外である場合

起工時に選定した在港地と実際の在港地が異なる

実際の在港地と浜田港、洞海湾、広島港で経済比較を
行い最も安価となる港で積算する

実際の在港地、在港調査表で在港している港
及び浜田港、洞海湾、広島港で経済比較を

行い最も安価となる港で積算する
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1-(7)  積算条件書への明示 

      回航・えい航費を積算計上する場合は、以下の事項を積算条件書に明記すること。  
① 積算上の船舶在港地及び航行距離 
② 受注者は、施工計画書に、使用する船舶の船種、規格及び在港地を記載すること。 
③ 受注者は、使用する船舶を変更する場合、その都度工事着手前に工事打合せ簿で協

議すること。 
④ 受注者は、作業船の復路費用を変更設計の対象とする場合、工事着手前に工事打合

せ簿で協議すること。 
 

◇積算条件書記載例◇ 
      

○回航・えい航費の取扱いについて 
１ 積算上の船舶在港地及び航行距離は以下のとおりである。 

船種 規格 在港地 航行距離（片道） 
起重機船 旋回１５０ｔ吊り ○○港 ○○海里（○○ｋｍ） 
クレーン付台船 ６０ｔ吊り ○○港 ○○海里（○○ｋｍ） 

 
２ 受注者は、施工計画書に、使用する船舶の船種、規格及び在港地を記載すること。 
３ 受注者は、使用する船舶を変更する場合、その都度工事着手前に工事打合せ簿で協議

すること。 
４ 受注者は、作業船の復路費用を変更設計の対象とする場合、工事着手前に工事打合せ

簿で協議すること。 
 
 
 
 
  2.  回航 

 

2-3 回航の積算 

  2-3-6 旅費等の算出 

「国土交通省所管旅費取扱規則等」及び「国家公務員等の旅費支給規程」を「山口県一般

職の職員等の旅費に関する条例」に読み替え、適用する。 

 
 
 

 ４節  事業損失防止費 

 

  ２. 水質汚濁防止膜 

 

2-(1) 汚濁防止膜の規格 

    汚濁防止膜の規格は、下記標準仕様による。ただし、現場条件により適当でない場合は、    
   別途考慮するものとする。 

                                                               (20m／１スパン） 

           
使用条件 

 

標 準 仕 様 

フロート径 

(mm) 

フロート形式 

 

カーテン生地の引張強さ

（購入）(kgf/3cm) 

 波高：0.5m以下 

  流速：0.05m/s以下  
 

３００ 

 

単独 

 

３００ 

  波高：0.8m以下 

  流速：0.1m/s以下  
 

３００ 

 

連続 

 

３００～５００ 

  波高：1.0m以下 

  流速：0.2m/s以下  
 

４００ 

 

連続 

 

３００～５００ 

 

   （注） 標準のカーテン長は、L.W.L から海底面までとする。ただし、関係機関との協       
      議により変更できる。 
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 ５節  安全費 

 

  ３. 安全対策 

 

  3-2 安全監視船 

 

    3-2-(1) 規格 

             安全監視船の規格は、原則として交通船（ＦＲＰ Ｄ７０ＰＳ型、３．０ｔ、５１ＫＷ）

とし、船員数については関係機関と協議して決定するものとする。（安全監視船の船員

数が１人の場合は高級船員を計上し、２人の場合は高級船員と普通船員を計上する。） 
なお、現場条件及び関係機関との協議により明らかに不適切と判断される場合は別途

考慮する。 

  
  3-2-(2) 歩掛 

安全監視船の積算にあたっては、以下の歩掛を使用する。 
なお、借上費用については、「港湾請負工事積算基準－第３部その他の積算基準－第

４編船舶および機械器具の借上費」に基づき適正に計上すること。 
 

       〔工事〕 
     
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

〔業務委託〕 
 
 
 

 

 

 

 

 

        

    3-2-(3) 計上隻数 

       安全監視船の隻数は、現場条件及び関係機関との協議により必要と認められる隻数と

する。 

 

  3-2-(4) 運転日数 

       安全監視船の運転日数は、安全監視船を必要とする工種の標準施工日数とする。

安全監視船　運転１日当り 就業８時間

数量

FRP　D　70PS型
3.0t　51kW

主 　燃 　料 重　油　A L 14

高 級 船 員 人 １×β

普 通 船 員 〃 １×β

損　　　　 料 運　　　転 日 １

〃 供　　　用 〃 α

雑　材　料 ％ 0.5 対象：代価表総額

注）安全監視船の損料は交通船を準用する。

安全監視船　運転１日当り 就業10時間

数量

FRP　D　70PS型
3.0t　51kW

主 　燃 　料 重　油　A L 18

高 級 船 員 人 １×β

普 通 船 員 〃 １×β

損　　　　 料 運　　　転 日 １

〃 供　　　用 〃 α

雑　材　料 ％ 0.5 対象：代価表総額

注）安全監視船の損料は交通船を準用する。

安全監視船　運転１日当り 就業22時間
数量

FRP　D　70PS型
3.0t　51kW

主 　燃 　料 重　油　A L 37
高 級 船 員 人 ２×β  2ﾜｯﾁ
普 通 船 員 〃 ２×β  　〃
損　　　　 料 運　　　転 日 １

〃 供　　　用 〃 α

雑　材　料 ％ 0.5 対象：代価表総額

注）安全監視船の損料は交通船を準用する。

形状寸法名称

適用

名称 形状寸法 単位 適用

単位

単位名称 形状寸法

適用

安全監視船　運転１日当り 就業８時間
数量

FRP　D　70PS型
3.0t　51kW

主 　燃 　料 重　油　A L 14
高 級 船 員 人 １×β
普 通 船 員 〃 １×β
損　　　　 料 運　　　転 日 １

〃 供　　　用 〃 α
現場管理費 式 １
一般管理費 〃 １

注）安全監視船の損料は交通船を準用する。

名称 形状寸法 単位 適用
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  3-(3) 潜水工事に係るサメ対策について 

 

   １） 潜水工事に係るサメ対策の費用は、当初設計では計上せず、請負業者と監督職員の協議によ

り、目撃情報等を考慮して対策が必要と判断される場合は、次の対策を講じることとする。その

際、対策に必要な費用は設計変更により適切に計上すること。 

        なお、施工条件書には以下の条件を明示すること。 

      「サメに対する安全対策が必要とされる場合は、監督職員と協議し適切な対策を行うこととする。

対策に必要な費用については設計変更により計上する。」 

 

      ２） 対策が必要と判断された場合は、次のうち適正な工法を採用する。（別図参照） 

       ①防護ネット工法 

       ②防護籠工法（緊急時に防護籠に避難する方式） 

       ただし、防護籠工法は潜水探査工事のような作業現場が点在する場合に採用するものとす

る。 

 

   ３） 対策工法の計上について 

       指定仮設とし、安全費へ積み上げ計上とする。 

 

   ４） 対策工法の設計数量、使用資材の転用回数について 

       設計数量は別添標準図をもとに計上する。 

       使用材料の転用回数は下記表による。 

               

対 策 工 法  使 用 材 料  転 用 回 数  

防 護 ネット工 法  

 

 

 

 

防 護 ネット、フロート、 

ナイロンロープ 

 ３回 

 

チェーン、チェーンシャックル、 

ワイヤーロープ、アンカーブロ 

ック 

 ５回 

 

 

防 護 籠 工 法  

 

鋼 材  

 

１ ０ 回 （ ３ ヶ月 未 満 ）  

 ５ 回 （ ６ ヶ月 未 満 ）  

               

（標準図） 
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参考 下水道 

 

 



参-1 

 

 

１  損料について 

（１）推進工事用機械器具等損料を算定する際に使用する基礎価格表の採用誌については、

「土木工事標準積算基準書（山口県運用版）第Ⅰ編 第１章 設計計上資材単価決定要

領 ４（３）ア物価資料掲載単価の採用誌について」に準じる。 

   ただし、推進工事用機械器具等損料参考資料及び基礎価格表の年度版の適用につい

ては、「土木工事標準積算基準書（山口県運用版）第Ⅰ編 第１章 ③３（３）損料単価」

の年度に準じる。 

 

２  工期・供用日数算定時の雨休率について 

（１）一般土木工事の場合（開削工事含む）は、「土木工事標準積算基準書（山口県運用版）

第Ⅰ編 第１章 ③５（１）工期の設定」の雨休率とする。 

（２）推進・シールド工事等の場合は、０．５とする。 

（３）これによることが不適当な場合には別途考慮する。 

 

３  端数処理について 

（１）歩掛における計算結果の端数処理については、公益社団法人日本下水道協会、公益

社団法人日本下水道管路管理業協会、公益社団法人日本推進技術協会公益財団法人日

本下水道新技術機構の歩掛表に定めのある場合を除き、小数第３位までとし、４位以

下を四捨五入とする。 

（２）公益社団法人日本下水道協会の歩掛表を適用する場合、設計技術費の金額は 1,000

円単位とし、1,000 円未満は切り捨てる。 
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